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第2部　情報通信の現況と政策動向

第4章　情報通信の現況

第1節　情報通信産業の動向

1　情報通信産業の経済規模

　本節で扱う情報通信産業の経済規模等に関するデータは、情報通信産業連関表の計数に基づいている。これまで情報通信産業連関表は、平成12年を基準年として作成したが、平成23年度にSNAの平成17年基準値が公表されたことに伴い、情報通信産業連関表の基準年も平成17年に改定した。基準年の改定に伴い、本節での経済規模等の計数は昨年度から変更されている1。



1　従来の情報通信産業連関表は、「平成12年（2000年）産業連関表」を基準として、これを延長推計することにより作成されていた。一方、本年度白書で使用する情報通信産業連関表は、「平成17年（2005年）産業連関表」を基礎として作成されている。基準となる産業連関表が異なることにより、特に平成17年以後の計数は、従前とは大きく異なる値をとる部門がある。特に、価格評価年次が変更されたことにより、情報通信産業の実質値は、一部の部門で従前より大幅な減少となっている。この現象は、価格低下が著しい情報通信機器などで特に顕著である。「平成17年（2005年）産業連関表」に部門分類、概念等を合わせるために、平成7年及び平成12年の情報通信産業連関表を『平成7-12-17年接続産業連関表』の情報を用いて再推計した。また、中間年（平成8年-11年、平成13年-16年）の国内生産額等についても、新たに作成した平成7年、12年、17年の情報通信産業連関表に基づき再推計を行った。



（1）市場規模（国内生産額）

●情報通信産業の市場規模は、全産業中で最大規模の約9.2％

　平成22年の情報通信産業の市場規模（名目国内生産額）は85.4兆円で全産業の9.2％を占めており、情報通信産業は、全産業の中で最大規模の産業である（図表4-1-1-1）。その推移をみると、平成12年から平成17年まではほぼ横這いであったが、平成20年以降は他の多くの産業と同様に減少してきた。特にリーマンショック時の平成21年に大きく落ち込み、平成22年では緩やかとなったものの、引き続き減少している（図表4-1-1-2及び図表4-1-1-3）。




図表4-1-1-1　主な産業の市場規模（名目国内生産額）（内訳）（平成22年）



[image: 図表4-1-1-1　主な産業の市場規模（名目国内生産額）（内訳）（平成22年）のグラフ]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html






図表4-1-1-2　主な産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移



[image: 図表4-1-1-2　主な産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移のグラフ(1)]



[image: 図表4-1-1-2　主な産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移のグラフ(2)]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html






図表4-1-1-3　情報通信産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移



[image: 図表4-1-1-3　情報通信産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移のグラフ(1)]



[image: 図表4-1-1-3　情報通信産業の市場規模（名目国内生産額及び実質国内生産額）の推移のグラフ(2)]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html





　一方、平成17年価格による平成22年の主な産業の市場規模（実質国内生産額）の推移をみると、情報通信産業は他の産業と同様に、平成21年は減少したものの、平成22年には回復に転じている（図表4-1-1-2）。情報通信産業の市場規模（実質国内生産額）は、平成21年を例外として、拡大を続けており、平成22年時点では前年比3.1％増の98.8兆円であった（図表4-1-1-3）。なお、平成7年から平成22年までの年平均成長率は2.5％であった。



（2）国内総生産（GDP）

●平成22年の情報通信産業の実質GDPは、リーマンショックによる低迷から回復し過去最大の水準に達する

　平成22年の情報通信産業の名目GDPの推移をみると、リーマンショック時の平成21年は前年比7.0％減と大きく減少し、平成22年も前年比1.6％減と引き続き減少し38.5兆円となった（図表4-1-1-4）。一方、平成17年を基準とした情報通信産業の実質GDPについては、平成21年は前年比3.6％減の47.5兆円であったが、平成22年には急速な回復を示し、前年比5.4％増の50.1兆円となっている（図表4-1-1-4）。




図表4-1-1-4　情報通信産業の名目GDP及び実質GDPの推移



[image: 図表4-1-1-4　情報通信産業の名目GDP及び実質GDPの推移のグラフ(1)]



[image: 図表4-1-1-4　情報通信産業の名目GDP及び実質GDPの推移のグラフ(2)]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html





　また、主な産業の名目GDPの規模をみると、情報通信産業の名目GDPは全産業の8.2％を占め、卸売業と同等の規模である（図表4-1-1-5）。平成7年から平成22年までの主な産業の名目GDPの推移をみると、情報通信産業の年平均成長率は0.2％となっており、鉄鋼業に次ぐ値を示している（図表4-1-1-6）。同様に、主な産業の実質GDPをみると、情報通信産業の実質GDPは全産業の10.6％を占め、主な産業の中で最大規模の産業となっている（図表4-1-1-5）。主な産業の実質GDPの推移をみると、平成7年から平成22年までの情報通信産業の年平均成長率4.1％と、電気機械（除情報通信機器）に次ぐ値を示している（図表4-1-1-6）。




図表4-1-1-5　主な産業の名目GDP及び実質GDPの規模



[image: 図表4-1-1-5　主な産業の名目GDP及び実質GDPの規模のグラフ(1)]



[image: 図表4-1-1-5　主な産業の名目GDP及び実質GDPの規模のグラフ(2)]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html






図表4-1-1-6　主な産業の名目GDP及び実質GDPの推移



[image: 図表4-1-1-6　主な産業の名目GDP及び実質GDPの推移のグラフ(1)]



[image: 図表4-1-1-6　主な産業の名目GDP及び実質GDPの推移のグラフ(2)]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html





（3）経済成長への寄与

●実質GDP成長への情報通信産業の寄与度は一貫してプラス

　実質GDP成長率への情報通信産業の寄与度を平成7年から3年刻みでみると、情報通信産業の寄与度はいずれもプラスとなっている。特に平成19～22年は実質GDPが大幅にマイナスになっているのに対し、情報通信産業の寄与度はプラスを維持している（図表4-1-1-7）。




図表4-1-1-7　実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与



[image: 図表4-1-1-7　実質GDP成長率に対する情報通信産業の寄与のグラフ]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html





（4）雇用者数

●情報通信産業の雇用者数は、平成22年時点において380.7万人で全産業の6.8％



　平成22年の情報通信産業の雇用者数は、380.7万人（前年比2.0％減）、全産業に占める割合は6.8％であった。平成21年と比較すると、通信業（前年比0.3％増）の雇用者は増加している一方、放送業（前年比4.9％減）、情報サービス業（前年比0.8％減）、映像・音声・文字情報制作業（前年比4.2％減）、情報通信関連製造業（前年比5.3％減）、情報通信関連サービス業（前年比3.7％減）等は減少している（図表4-1-1-8）。




図表4-1-1-8　情報通信産業の雇用者数の推移



[image: 図表4-1-1-8　情報通信産業の雇用者数の推移のグラフ]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html





2　情報通信産業の経済波及効果

●情報通信産業の生産活動が我が国の産業全体に及ぼす経済波及効果は、付加価値誘発額及び雇用誘発数において全産業最大の規模となっている



　情報通信産業の全産業に与える経済波及効果を、付加価値誘発額と雇用誘発数について、他産業と比較する。最終需要による経済波及効果2は、実質最終需要48.3兆円による平成22年の付加価値誘発額は37.5兆円、雇用誘発数は292.1万人となり、付加価値誘発額は建設を抜くほどの規模にまで大きくなったことがわかる（図表4-1-2-1）。




図表4-1-2-1　主な産業部門の最終需要による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移



[image: 図表4-1-2-1　主な産業部門の最終需要による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移のグラフ]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html





　「各産業の生産活動」に着目して経済波及効果2についてみると、情報通信産業の付加価値誘発額は平成22年で89.5兆円、雇用誘発数は764.2万人となっており、我が国の産業の中でも最大規模となっている（図表4-1-2-2）。




図表4-1-2-2　主な産業部門の生産活動による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移



[image: 図表4-1-2-2　主な産業部門の生産活動による経済波及効果（付加価値誘発額、雇用誘発数）の推移のグラフ]



（出典）総務省「ICTの経済分析に関する調査」（平成24年）

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/link/link03.html







2　「最終需要による経済波及効果」は、最終需要となる財・サービスに着目した分析で当該部門の最終需要が国内産業にもたらす経済波及効果をみるのに対し、「生産活動の経済波及効果」は産業部門に着目し、その生産活動が国内産業にもたらす経済波及効果をみるもの。


第2節　情報通信業の活動実態

1　情報通信業基本調査

　情報通信業基本調査は、日本標準産業分類大分類G「情報通信業」に属する企業の活動実態を明らかにし、情報通信業に関する施策の基礎資料を得ることを目的として、総務省及び経済産業省両省連携の下、実施している統計法に基づく一般統計調査である（平成22年開始）。以下、平成23年調査の概要を示す。



（1）情報通信業を営む企業の概要（アクティビティベース結果）

ア　調査結果の全体概要

●情報通信業を営む企業の数は5,093社

　情報通信業を営む企業（主業か否かを問わず少しでも情報通信業を営んでいる企業をいう。）の数は5,093社となっており、事業所数は2万3,049事業所、従業者数は147万5,349人となっている（図表4-2-1-2）。

　情報通信業に係る平成22年度売上高は41兆3,861億円（全社の売上高は63兆4,320億円）となっている。

　営業利益は4兆4,630億円、経常利益は4兆4,075億円、保有子会社・関連会社数は8,160社となっている（図表4-2-1-1及び図表4-2-1-2）。




図表4-2-1-1　情報通信業の売上高



[image: 図表4-2-1-1　情報通信業の売上高のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html






図表4-2-1-2　全体概要



[image: 図表4-2-1-2　全体概要の表]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html





イ　売上高の状況

●情報通信業に係る平成22年度売上高は41兆3,861億円

　情報通信業に係る平成22年度売上高は41兆3,861億円であり、当該の業種に係る売上高は、電気通信業、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業の順に大きく、この3業種で情報通信業全体の78.0％を占めている。構成割合をみると、電気通信業が39.3％（前年度差1.5ポイント拡大）、ソフトウェア業が25.0％（前年度差2.5ポイント拡大）となっている（図表4-2-1-1）。



ウ　構成割合

●12業種中8業種において「1億円未満」に属する企業が5割以上を占める

　情報通信業を営む企業の構成割合について、資本金規模別にみると、12業種中8業種において「1億円未満」に属する企業が5割以上を占め、特に映像情報制作・配給業及び音声情報制作業では、「5千万円未満」に属する企業が5割以上を占めている（図表4-2-1-3）。




図表4-2-1-3　資本金規模別の企業構成割合



[image: 図表4-2-1-3　資本金規模別の企業構成割合のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html





エ　生産性の状況

●情報通信業を営む企業の労働生産性は1,495.2万円／人

　情報通信業を営む企業の労働生産性1は1,495.2万円／人（前年度比24.4％増）、労働装備率2は2,123.0万円／人（前年度比31.2％増）、労働分配率3は37.2％（前年度差7.5ポイント低下）となっている（図表4-2-1-4）。




図表4-2-1-4　労働生産性、労働整備率、労働分配率の状況



[image: 図表4-2-1-4　労働生産性、労働整備率、労働分配率の状況の表]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html





　労働生産性について業種別にみると、電気通信業（3,881.5万円／人）、有線放送業（2,347.6万円／人）、民間放送業（1,851.2万円／人）の順となっており、通信・放送業が高くなっている。



1　労働生産性=付加価値額÷従業者数　従業員一人当たりの付加価値額をみる指標。

2　労働装備率=有形固定資産÷従業者数　従業員一人当たりどれだけの資本（有形固定資産）を使用しているかをみる指標。

3　労働分配率=給与総額÷付加価値額×100　生み出された付加価値のうち、どれだけ人件費に分配されたかをみる指標。



（2）電気通信業、放送業4

ア　売上高の状況

●平成22年度の売上高は、合計で16兆7,525億円

　平成22年度売上高は16兆7,525億円（前年度比6.0％減）であり（図表4-2-1-5）、事業別にみると、電気通信事業は13兆3,682億円、民間放送事業は2兆2,835億円、有線テレビジョン放送事業は4,168億円となっている。




図表4-2-1-5　通信・放送業の売上高



[image: 図表4-2-1-5　通信・放送業の売上高の表]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







イ　今後の事業運営

●今後1年以内に新たな分野に事業展開したいと考えている企業は電気通信事業及び有線テレビジョン放送事業で約6割

　今後1年以内に新たな分野に事業展開したいと考えている企業は、電気通信事業及び有線テレビジョンで約6割を占める（図表4-2-1-6）。事業展開したい分野をみると、電気通信事業では「クラウドコンピューティングサービス5 6」（前年度差8.1ポイント上昇）、民間放送事業では「ウェブコンテンツ配信」（前年度差10.8ポイント上昇）、有線テレビジョン放送事業では「無線インターネットアクセス」（前年度差6.8ポイント上昇）を挙げる企業が増えている（図表4-2-1-7）。




図表4-2-1-6　新たな分野に事業展開したいと考えている企業の割合



[image: 図表4-2-1-6　新たな分野に事業展開したいと考えている企業の割合のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html






図表4-2-1-7　展開したいと考えている事業の内容（複数回答上位3位）



[image: 図表4-2-1-7　展開したいと考えている事業の内容（複数回答上位3位）のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







4　情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（電気通信業、放送業）に回答した770社（事業ベースでは979社）について集計したもの。

5　「クラウドコンピューティングサービス」は、以下「クラウドサービス」という。

6　平成21年の「クラウドサービス」の数値は、「平成22年情報通信業基本調査」において「ASP・SaaS」で集計した数値を用いている。以下、この節において同じ。



（3）放送番組制作業7

ア　売上高の状況

●平成22年度の売上高は、2,950億円

　平成22年度売上高は2,950億円（前年度比2.9％増）である（図表4-2-1-8）。




図表4-2-1-8　放送番組制作業の売上高



[image: 図表4-2-1-8　放送番組制作業の売上高のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







イ　テレビ放送番組の二次利用

●二次利用を行っている企業の割合が大きく拡大

　自社の意向で二次利用可能な放送番組について、実際に二次利用を行っている企業の割合は大きく拡大して73.1％（前年度差25.8ポイント拡大）となっている。二次利用の形態は、「再放送への利用」（72.1％）の割合が最も大きい（図表4-2-1-9）。




図表4-2-1-9　テレビ放送番組の二次利用の状況及び二次利用の形態（複数回答上位5位）



[image: 図表4-2-1-9　テレビ放送番組の二次利用の状況及び二次利用の形態（複数回答上位5位）のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







ウ　設備のデジタル化率

●放送番組制作業務に使用する設備のデジタル化率は、VTR、カメラ及び編集用機材いずれも8割超

　放送番組制作業に使用する設備のデジタル化率をみると、VTRが80.1％（前年度差9.6ポイント上昇）、カメラが84.1％（前年度差10.0ポイント上昇）、編集用機材が88.2％（前年度差9.9ポイント上昇）　となっている（図表4-2-1-10）。




図表4-2-1-10　使用中の放送番組作業に係る設備のデジタル化率の推移



[image: 図表4-2-1-10　使用中の放送番組作業に係る設備のデジタル化率の推移のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







7　情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（放送番組制作業）に回答した296社について集計したもの。



（4）インターネット附随サービス業8

ア　売上高の状況

●平成22年度売上高は1兆1,736億円

　平成22年度売上高は1兆1,736億円であり、1企業当たりの売上高は22.9億円（前年度比24.4％減）となっている。1企業当たり売上高をサービス別にみると、ウェブ情報検索サービス業、電子掲示板・ブログサービス・SNS運営業、課金・決済代行業の順となっている（図表4-2-1-11）。




図表4-2-1-11　サービス別企業数・売上高



[image: 図表4-2-1-11　サービス別企業数・売上高の表]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







イ　今後の事業展開

●クラウドサービスとコンサルティングが大幅に上昇

　今後新たに展開したいと考えている事業分野の状況をみると、クラウドサービスが36.0％（前年度差15.3ポイント上昇）、コンサルティングが16.1％（前年度差11.6ポイント上昇）となっている（図表4-2-1-12）。




図表4-2-1-12　今後新たに展開したいと考えている事業分野の状況（上位）（複数回答）



[image: 図表4-2-1-12　今後新たに展開したいと考えている事業分野の状況（上位）（複数回答）のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







8　情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（インターネット附随サービス業）に回答した513社について集計したもの。



（5）情報サービス業9 10

ア　売上高の状況

●平成22年度売上高は12兆1,287億円

　平成22年度売上高は12兆1,287億円であり、1企業当たり売上高は39.4億円（前年度比14.7％増）となっており、受託開発ソフトウェア企業が増加している（前年度比34.8％増）（図表4-2-1-13）。




図表4-2-1-13　業種別企業数と売上高（主業格付けベース）



[image: 図表4-2-1-13　業種別企業数と売上高（主業格付けベース）の表]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







イ　元請け・下請けの状況

●元請け・下請け別に企業数の割合をみると、元請けが85.4％、一次下請けが57.9％

　開発・制作部門における元請け・下請け別の企業数の割合は、資本金規模が大きくなるに従い、元請けの割合が増加し、下請けの割合が減少している（図表4-2-1-14）。




図表4-2-1-14　元請け・下請けの状況



[image: 図表4-2-1-14　元請け・下請けの状況のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







9　情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（情報サービス業）に回答した3,075社について集計したもの。

10　情報サービス業については、企業を売上高が最も大きい業種に格付けした「主業格付けベース」で作成し、「○○」企業として集計している。



（6）映像・音声・文字情報制作業11 12

ア　売上高の状況

●平成22年度売上高は2兆2,250億円

　平成22年度売上高は2兆2,250億円であり、1企業当たりの売上高は46.5億円（前年度比5.6％増）となっている。業種別にみると新聞企業、映画・ビデオ・テレビジョン番組配給企業、レコード制作企業の順となっている（図表4-2-1-15）。




図表4-2-1-15　業種別企業数と売上高（主業格付けベース）



[image: 図表4-2-1-15　業種別企業数と売上高（主業格付けベース）の表]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







イ　課金システムの状況

●定額制、従量制などの課金システムの割合が拡大

　映像・音楽の配信に係る課金システムをみると、広告モデルによる無料配信の割合が縮小（前年度差10.3ポイント縮小）し、定額制、従量制などの課金システムの割合が拡大している（図表4-2-1-16）。




図表4-2-1-16　映像・音楽の配信に係る課金システム



[image: 図表4-2-1-16　映像・音楽の配信に係る課金システムのグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html







11　情報通信業基本調査のうち、各業種固有事項調査票（映像・音声・文字情報制作業）に回答した479社について集計したもの。

12　映像・音声・文字情報制作業については企業を売上高が最も大きい業種に格付けした「主業格付けベース」で作成し、「○○」企業として集計している。


第3節　インターネットの利用動向

1　インターネットの普及状況

（1）主な情報通信機器の普及状況（世帯）

●情報通信機器の普及が全体的に飽和状況の中、スマートフォン保有が急速に増加

　平成23年末の情報通信機器の普及状況をみると、「携帯電話・PHS1」及び「パソコン」の世帯普及率は、それぞれ94.5％、77.4％となっている。また、「携帯電話・PHS」の内数である「スマートフォン2」は、29.3％（前年比19.6ポイント増）と急速に普及が進んでいる（図表4-3-1-1）。




図表4-3-1-1　情報通信端末の世帯保有率の推移



[image: 図表4-3-1-1　情報通信端末の世帯保有率の推移のグラフ]



（出典）総務省「平成23年通信利用動向調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html







1　「携帯電話・PHS」には、平成21年末以降は携帯情報端末（PDA）も含み、平成22年末以降はスマートフォンを内数として含む。なお、スマートフォンを除いた場合の保有率は89.4％である。

2　「スマートフォン」は「携帯電話・PHS」の再掲である。



（2）インターネットの利用状況

●インターネット利用者数、人口普及率の双方が昨年に引き続き増加

　平成23年末のインターネット利用者数3は、平成22年末より148万人増加して9,610万人（前年比1.6％増）、人口普及率は79.1％（前年差0.9ポイント増）となった（図表4-3-1-2）。また、端末別インターネット利用状況をみると、「自宅のパソコン」が62.6％と最も多く、次いで「携帯電話」（52.1％）、「自宅以外のパソコン」（39.3％）となっており、スマートフォンは16.2％となっている（図表4-3-1-3）。




図表4-3-1-2　インターネットの利用者数及び人口普及率の推移



[image: 図表4-3-1-2　インターネットの利用者数及び人口普及率の推移のグラフ]
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図表4-3-1-3　インターネット利用端末の種類（平成23年末）



[image: 図表4-3-1-3　インターネット利用端末の種類（平成23年末）のグラフ]
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●60歳以上のインターネット利用は概ね増加傾向にあるが、世代や年収間の格差はいまだに存在

　平成23年末における個人の世代別インターネット利用率は、13歳～49歳までは9割を超えているのに対し、60歳以上は大きく下落している（図表4-3-1-4）。また、所属世帯年収別の利用率は、600万円以上で8割を超えており、所属世帯年収の低い区分との利用格差が存在している。

　また、利用頻度でみると、家庭内及び家庭外ともに、6割弱が「毎日少なくとも1回」利用している。




図表4-3-1-4　属性別インターネット利用率及び利用頻度



[image: 図表4-3-1-4　属性別インターネット利用率及び利用頻度のグラフ]
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●大都市のある都道府県を中心に利用率が高くなっている

　都道府県別にみると、大都市のある都道府県を中心に利用率が高く、平均以上の利用率の都道府県は、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、奈良県の9都道府県となっている（図表4-3-1-5）。利用端末別にみると、スマートフォンの利用率で20％を超えているのは東京都及び神奈川県で、ともに23.7％となっている。




図表4-3-1-5　都道府県別インターネット利用率（個人）（平成23年末）



[image: 図表4-3-1-5　都道府県別インターネット利用率（個人）（平成23年末）の表]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成
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3　①調査対象年齢は6歳以上。②インターネット利用者数（推計）は、6歳以上で、調査対象年の1年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本調査の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・PHS、スマートフォン、タブレット端末、ゲーム機等あらゆるものを含み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含む。③インターネット利用者数は、6歳以上の推計人口（国勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本調査で得られた6歳以上のインターネット利用率を乗じて算出④通信利用動向調査については、無回答を除いて算出している。



（3）インターネットの利用目的

●家庭内からの利用は、「電子メールの受発信」が70.1％と最も高い

　インターネットの利用目的については、家庭内からの利用は、「電子メールの受発信」が70.1％と最も高く、次いで、「ホームページ（ウェブ）・ブログの閲覧」（63.6％）、「商品・サービスの購入・取引」（60.1％）となっている（図表4-3-1-6）。また、世代別にみると、40歳代までの方が50歳代以上に比べ、インターネットの各種機能・サービスの利用に積極的であることがうかがわれる（図表4-3-1-7）。




図表4-3-1-6　家庭内・家庭外からのインターネット利用の機能・サービス（個人）



[image: 図表4-3-1-6　家庭内・家庭外からのインターネット利用の機能・サービス（個人）のグラフ]
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図表4-3-1-7　世代別インターネット利用の機能・サービス（成人）



[image: 図表4-3-1-7　世代別インターネット利用の機能・サービス（成人）のグラフ]
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（4）インターネットで購入する際の決済方法・購入上限金額

●インターネットで購入する際の決済方法は「クレジットカード払い」が57.7％と最も高い

　インターネットで購入する際の決済方法をみると、「クレジットカード払い」が57.7％と最も高く、次いで、「商品配達時の代金引換」（47.6％）、「コンビニエンスストアカウンターでの支払い」（33.9％）、「銀行・郵便局の窓口・ATMでの支払い」（31.2％）となっている（図表4-3-1-8）。




図表4-3-1-8　インターネットで購入する際の決済方法（複数回答）



[image: 図表4-3-1-8　インターネットで購入する際の決済方法（複数回答）のグラフ]
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http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





　また、15歳以上のインターネットでの商品・サービス購入経験者における、1回あたりの平均購入上限金額をみると、家庭内全体では22,361円となっており、家庭内で主に利用する端末別にみると、自宅のパソコンが23,858円と最も高く、次いで、スマートフォンが19,410円、携帯電話が13,054円となっている。

　一方、家庭外全体では20,127円となっており、家庭外で主に利用する端末別にみると、自宅以外のパソコンが25,084円、次いで、スマートフォンが15,533円、携帯電話が13,054円となっている（図表4-3-1-9）。




図表4-3-1-9　家庭内外からインターネットで購入する際の平均上限金額



[image: 図表4-3-1-9　家庭内外からインターネットで購入する際の平均上限金額のグラフ]
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2　安心・安全なインターネットの利用に向けた課題

（1）インターネット利用で感じる不安や情報通信ネットワーク利用上の問題点

●世帯でも企業でも、ウイルス感染への懸念が課題

　少なくとも1人はインターネットを利用したことがある世帯について、インターネットを利用して感じる不安をみると、72.8％の世帯が「ウイルスの感染が心配である」を挙げており、次いで、「個人情報の保護に不安がある」が72.6％、「どこまでセキュリティ対策を行えばよいか不明」が61.6％等となっている（図表4-3-2-1）。




図表4-3-2-1　世帯におけるインターネット利用で感じる不安（複数回答）



[image: 図表4-3-2-1　世帯におけるインターネット利用で感じる不安（複数回答）のグラフ]
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　また、企業におけるインターネットや企業内LAN等の利用上の問題点についてみると、「ウイルス感染に不安」が41.4％と最も高く、次いで「運用・管理の人材が不足」が40.3％、「セキュリティ対策の確立が困難」が39.5％となっている（図表4-3-2-2）。




図表4-3-2-2　企業におけるインターネットや企業内LAN等を利用する上での問題点（複数回答）



[image: 図表4-3-2-2　企業におけるインターネットや企業内LAN等を利用する上での問題点（複数回答）のグラフ]
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（2）インターネット利用に伴う被害経験

●世帯ではパソコン、携帯電話とも迷惑メール受信（架空請求を除く）による被害経験が最も高く、企業ではコンピュータウイルス関係の被害経験が突出している

　インターネット利用に伴う過去1年間の被害経験について世帯に尋ねたところ、自宅パソコンでの被害経験は、「迷惑メールを受信（架空請求を除く）」が36.7％で最も高く、次いで、「コンピュータウイルスを発見したが感染はしなかった」が21.6％、「コンピュータウイルスに1度以上感染」が9.8％となっている。また、携帯電話等での被害経験も、「迷惑メールを受信（架空請求を除く）」が43.5％で最も高く、次いで、「架空請求メールを受信」が13.4％となっており、メールによる被害が多い傾向があることがわかる（図表4-3-2-3）。




図表4-3-2-3　世帯におけるインターネット利用に伴う被害経験（複数回答）



[image: 図表4-3-2-3　世帯におけるインターネット利用に伴う被害経験（複数回答）のグラフ]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成
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　また、情報通信ネットワークを利用している企業に対しても同様に尋ねたところ「コンピュータウイルスを発見したが感染はしなかった」が27.4％、次いで「コンピュータウイルスを発見し、少なくとも1回は感染した」が11.5％となっている（図表4-3-2-4）。




図表4-3-2-4　企業におけるインターネット利用に伴う被害経験（複数回答）



[image: 図表4-3-2-4　企業におけるインターネット利用に伴う被害経験（複数回答）のグラフ]
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（3）迷惑メール対策

●自宅パソコンについて、迷惑メール受信頻度が携帯電話より高い上、迷惑メール対策を行っていない世帯も約4割に上っている

　世帯において被害経験が多い迷惑メールについて、過去1年間に迷惑メール及び架空請求メールを受信したことのある世帯に対して、受信の頻度を尋ねたところ、自宅パソコンでの受信は、「1日に10通以上」が27.9％と最も多く、次いで「1日に2～4通」が18.7％、「1日に5～9通」が17.3％となっており、6割以上が1日に複数の迷惑メールを受信していることがわかる。また、携帯電話での受信は、「1日に10通以上」が26.9％、「1日に2～4通」が16.8％、「1日に5～9通」が13.5％と、自宅パソコンでの受信と比較すると、その割合は低くなっており、迷惑メールの受信頻度は携帯電話より自宅パソコンの方が高い傾向であることがわかる（図表4-3-2-5）。




図表4-3-2-5　世帯における迷惑メール受信頻度



[image: 図表4-3-2-5　世帯における迷惑メール受信頻度のグラフ]
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　また、迷惑メールへどのような対策を行ったかについて尋ねたところ、自宅のパソコンでは、「メール指定受信拒否機能を使用」が21.6％と最も多く、次いで「メールアドレスを複雑化」が12.2％、「メール指定受信機能を使用」が4.3％であった。また、携帯電話でも、「メール指定受信拒否機能を使用」が39.3％と最も高く、次いで「メールアドレスを複雑化」が22.4％、「メール指定受信機能を使用」が15.8％であった。一方、「何も行っていない」のは、自宅のパソコンで56.8％、携帯電話で34.7％となっており、自宅のパソコンでは迷惑メール対策を行っていない世帯が5割以上になっている（図表4-3-2-6）。




図表4-3-2-6　世帯における迷惑メール対策（複数回答）



[image: 図表4-3-2-6　世帯における迷惑メール対策（複数回答）のグラフ]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成
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（4）セキュリティ対策

●不正アクセス禁止法違反事件（検挙件数）が減少し、世帯では8割強、企業では9割強が、それぞれ何らかのセキュリティ対策を実施している

　平成23年中の不正アクセス行為の禁止等に関する法律（以下「不正アクセス禁止法」という。）違反事件の検挙件数は、前年から1,353件減少の248件となっており、前年から大幅に検挙件数が減少している（図表4-3-2-7）。




図表4-3-2-7　不正アクセス禁止法違反事件検挙件数の推移



[image: 図表4-3-2-7　不正アクセス禁止法違反事件検挙件数の推移のグラフ]



国家公安委員会・総務省・経済産業省「不正アクセス行為の発生状況及びアクセス制御機能に関する技術の研究開発の状況」により作成
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　世帯におけるセキュリティ対策の実施状況についてみると、何らかのセキュリティ対策を実施している世帯の割合は、87.0％となっており、平成22年末と比較し0.7ポイント減少している。主な対策としては、59.0％の世帯が「ウイルス対策ソフトの導入」を挙げており、次いで、「知らない人からのメールや添付ファイル、HTMLファイルを不用意に開かない」が37.5％等となっている（図表4-3-2-8）。




図表4-3-2-8　世帯におけるセキュリティ対策の実施状況（複数回答）



[image: 図表4-3-2-8　世帯におけるセキュリティ対策の実施状況（複数回答）のグラフ]
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　また、情報通信ネットワークを利用している企業におけるセキュリティ対策の実施状況についてみると、何らかのセキュリティ対策を実施している企業の割合は97.0％となっている。主な対策としては、84.1％の企業が「パソコン等の端末（OS、ソフト等）にウイルス対策プログラムを導入」を挙げており、次いで、「サーバーにウイルス対策プログラムを導入」が63.8％、「ID、パスワードによるアクセス制御」が55.0％となっている（図表4-3-2-9）。




図表4-3-2-9　企業におけるセキュリティ対策の実施状況（複数回答）



[image: 図表4-3-2-9　企業におけるセキュリティ対策の実施状況（複数回答）のグラフ]
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（5）個人情報保護対策

●個人情報保護対策を実施している世帯の割合が全体の7割強、企業についても全体の8割弱となっている

　何らかの個人情報保護対策を実施している世帯の割合は、平成22年末から0.6ポイント増加して74.5％となっている。主な対策としては、「掲示板等のウェブ上に個人情報を掲載しない」が最も高く51.1％、次いで、「軽率にウェブサイトからダウンロードしない」が41.0％、「懸賞等のサイトの利用を控える」が28.4％等となっており、世帯においては、専門知識がなくても実施できる対策を講じて個人情報の保護に努めていることがわかる（図表4-3-2-10）。また、何らかの個人情報保護対策を実施している企業の割合は、79.1％と平成22年末より0.8ポイント減少している。主な対策としては、「社内教育の充実」が最も高く47.2％、次いで「個人情報保護管理責任者の設置」が36.0％、「プライバシーポリシーの策定」が28.0％等となっている（図表4-3-2-11）。




図表4-3-2-10　世帯における個人情報保護対策の実施状況（複数回答）



[image: 図表4-3-2-10　世帯における個人情報保護対策の実施状況（複数回答）のグラフ]
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図表4-3-2-11　企業における個人情報保護対策の実施状況（複数回答）



[image: 図表4-3-2-11　企業における個人情報保護対策の実施状況（複数回答）のグラフ]
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（6）青少年のインターネット利用

●フィルタリングソフト・サービスの利用状況は増加、出会い系サイト等による18歳未満の被害状況も前年度から減少

　23年度における出会い系サイトに起因して犯罪被害にあった児童数は282人（前年比28人増）であるが、引き続き減少傾向となっている。コミュニティサイトに起因して犯罪被害にあった児童数は1,085人（前年比154人減）であり、平成20年以来初めて減少に転じた（図表4-3-2-12）。




図表4-3-2-12　出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する被害児童数等の対比



[image: 図表4-3-2-12　出会い系サイト及びコミュニティサイトに起因する被害児童数等の対比のグラフ]



（出典）警察庁「平成23年中の出会い系サイト等に起因する事犯の検挙状況について」

http://www.npa.go.jp/cyber/statics/h23/pdf02.pdf





　18歳未満の子どもがいる世帯におけるフィルタリングソフト・サービスの認知状況をみると、「よく知っている」「聞いたことはある」を合わせると、パソコンでは84.1％（前年から0.6ポイント増）、携帯電話では、79.5％（前年から0.4ポイント減）となっている（図表4-3-2-13）。




図表4-3-2-13　フィルタリングソフト・サービスの認知状況



[image: 図表4-3-2-13　フィルタリングソフト・サービスの認知状況のグラフ]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





　フィルタリングソフト・サービスの利用状況については、利用している世帯の割合がパソコンでは前年から4.5ポイント増の21.3％となっているおり、携帯電話では前年から3.2ポイント増の41.2％となっている（図表4-3-2-14）。




図表4-3-2-14　フィルタリングソフト・サービスの利用状況



[image: 図表4-3-2-14　フィルタリングソフト・サービスの利用状況のグラフ]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





3　行政情報化の推進

（1）電子行政の推進

●国の行政機関が扱う手続のオンライン化は前年度と比較すると微増

　国の行政機関が扱う行政手続のオンライン化状況について、オンラインでの利用が可能な申請・届出等行政手続は、7,633種類であり、前年度（7,584種類）と比較すると微増している（図表4-3-3-1）。オンラインでの利用が可能な申請・届出等手続については、平成20年度は13,129種類あったものが、オンラインでの利用がきわめて低調な手続システムの見直しによって、21年度に大幅に減少7しており、22年度の微増分は手続の新設等に伴うものである。




図表4-3-3-1　国の行政機関が扱う手続のオンライン化状況の推移



[image: 図表4-3-3-1　国の行政機関が扱う手続のオンライン化状況の推移のグラフ]



総務省報道資料「平成22年度における行政手続オンライン化等の状況」により作成

http://www.e-gov.go.jp/doc/facilitate/announce.html





　また、オンライン利用状況について、オンラインでの利用が可能な申請・届出等手続の全申請・届出件数8におけるオンライン利用率は31.8％（オンライン利用件数は155,943,915件、前年度差0.3ポイント増加）となっている。このうち、国民や企業による利用頻度が高い重点手続9のオンライン利用率は、37.1％（オンライン利用件数は149,920,227件、前年度差3.6ポイント増加）となっている（図表4-3-3-2）。




図表4-3-3-2　国の行政機関が扱う申請・届出等手続のオンライン利用状況の推移



[image: 図表4-3-3-2　国の行政機関が扱う申請・届出等手続のオンライン利用状況の推移の表]



総務省報道資料「平成22年度における行政手続オンライン化等の状況」により作成

http://www.e-gov.go.jp/doc/facilitate/announce.html







7　オンライン化実施手続の割合の減少については、「オンライン利用拡大行動計画」（平成20年9月12日IT戦略本部決定）に基づき、オンライン利用が極めて低調で、今後も改善の見込みがない手続のオンライン化についてシステムの停止等の見直しが行われたことによる。

8　全申請・届出等件数は、オンライン化している手続の件数。

9　重点手続は、国民や企業による利用頻度が高い年間申請等件数が100万件以上の手続及び100万件未満であっても主として企業等が反復的又は継続的に利用する手続（計71種類）をいう。



（2）地方情報化の推進

ア　オンライン利用状況

●地方公共団体が扱うオンライン利用促進対象手続の利用率は昨年に引き続き上昇

　地方公共団体が扱う行政手続10のオンライン利用率は平成22年度で41.0％となっている（図表4-3-3-3）。




図表4-3-3-3　地方公共団体が扱うオンライン利用促進対象手続の利用状況の推移



[image: 図表4-3-3-3　地方公共団体が扱うオンライン利用促進対象手続の利用状況の推移のグラフ]



総務省報道資料「平成22年度における行政手続オンライン化等の状況」により作成

http://www.e-gov.go.jp/doc/facilitate/announce.html







イ　業務システムの効率化

●各種システムの共同利用の状況については、申請・届出等手続のオンライン化をするためのシステムの共同化が最多

　各種システムの共同利用の状況については、申請・届出等手続のオンライン化をするためのシステムの共同化が35都道府県（74.5％）、834市区町村（48.0％）と最も多かった。次いで公共事業に係る電子入札の共同化が26都道府県（55.3％）、436市区町村（25.1％）となっている（図表4-3-3-4）。




図表4-3-3-4　各種システムの運用に係る共同利用の状況



[image: 図表4-3-3-4　各種システムの運用に係る共同利用の状況のグラフ]



（出典）総務省「地方自治情報管理概要」

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/060213_02.html







10　対象手続は、電子自治体オンライン利用促進指針において、オンライン利用促進対象手続に選定した手続。


第4節　クラウドサービスの利用動向

1　国内におけるクラウドサービスの利用動向

（1）国内におけるクラウドサービスの利用状況

●クラウドサービスを利用している企業の割合は平成22年末の14.1％から21.6％に上昇

　一部でもクラウドサービスを利用していると回答した企業の割合は21.6％であり、平成22年末の14.1％から7.5ポイント上昇している（図表4-4-1-1）。資本金規模別に利用状況をみると、資本金規模の大きさとサービスの利用状況は概ね比例関係にあり、資本金50億円以上では44.4％となっている（図表4-4-1-2）。




図表4-4-1-1　国内におけるクラウドサービスの利用状況



[image: 図表4-4-1-1　国内におけるクラウドサービスの利用状況のグラフ]



（出典）総務省「平成23年通信利用動向調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html






図表4-4-1-2　クラウドサービスの利用状況（産業別及び資本金規模別）



[image: 図表4-4-1-2　クラウドサービスの利用状況（産業別及び資本金規模別）のグラフ]



（出典）総務省「平成23年通信利用動向調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





（2）クラウドサービスの利用内訳

●利用しているサービスは「電子メール」が最も高い

　利用しているサービスをみると、「電子メール」が48.1％と最も高く、次いで「スケジュール共有」（35.2％）、「サーバー利用」（35.2％）となっている（図表4-4-1-3）。




図表4-4-1-3　クラウドサービスの利用内訳



[image: 図表4-4-1-3　クラウドサービスの利用内訳のグラフ]



（出典）総務省「平成23年通信利用動向調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





（3）クラウドサービスの導入理由

●クラウドサービスの導入理由は「資産、保守体制を社内に持つ必要がないから」が42.5％と最も高い

　クラウドサービスの利用理由をみると、「資産、保守体制を社内に持つ必要がないから」が42.5％と最も高く、次いで「どこでもサービスを利用できるから」（34.3％）、「新システムを導入するにあたり、コストが安価だったから」（29.9％）となっており、主にコスト面及び機能面からの理由が挙げられている（図表4-4-1-4）。




図表4-4-1-4　クラウドサービスの導入理由



[image: 図表4-4-1-4　クラウドサービスの導入理由のグラフ]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





（4）クラウドサービスを導入しない理由

●クラウドサービスを利用していない企業は42.3％が「必要ない」、33.7％がセキュリティ面の不安を挙げている

　クラウドサービスを利用しない理由としては、「必要がない」が42.3％と最も高く、次いで「情報漏洩などセキュリティに不安がある」（33.7％）、「クラウドサービスの導入に伴う既存システムの改修コストが大きい」（23.4％）となっている（図表4-4-1-5）。




図表4-4-1-5　クラウドサービスを導入しない理由



[image: 図表4-4-1-5　クラウドサービスを導入しない理由のグラフ]



（出典）総務省「平成23年通信利用動向調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





2　クラウドサービス利用の日米比較

　日米両国におけるクラウドサービスに関する企業ユーザーの利用意向について、企業等のシステム導入の意思決定に関与する役員等へのアンケート調査を実施1した。





1　日本及び米国（平成23年度：平成24年3月、平成22年度：平成23年3月、平成21年度：平成21年11月）において、パネルを利用したインターネット調査として、平成23年度は日米両国500サンプル、平成22年度は日本515サンプル、米国500サンプル、平成21年度は日米両国500サンプルを対象に実施。大企業は従業員数300名以上、中小企業は300名未満とし、平成23年度の日本の大企業・中小企業は平成21年度調査結果を参考にウェイトバック後の数値を使用。



（1）利用実績（日米比較）

●日米間での利用実績は2.0倍

　平成23年における調査結果は、日本では回答者の33.0％がクラウドネットワーク技術を利用している/利用していたが、米国では64.6％となっており、日米間では2.0倍の差がある。しかし、22年度は、日本の26.1％に対し、米国は64.0％で2.5倍の差、21年度では日本の14.8％に対し、米国56.2％で3.8倍の差があったことから、日米間での利用実績の差が縮小しつつあることがわかる（図表4-4-2-1）。




図表4-4-2-1　クラウドサービスの利用実績の日米比較（平成21～23年度）



[image: 図表4-4-2-1　クラウドサービスの利用実績の日米比較（平成21～23年度）のグラフ]



総務省「スマート・クラウド研究会報告書」（平成22年）及び総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第1次）」（平成23年）

総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第2次）」（平成24年）により作成





（2）クラウドサービスの利用内訳（日米比較）

●米国の利用率が高い理由として、米国では基幹系システムへの利用が進んでいる点が考えられる

　利用している/していたと回答している被験者の中で、情報系システムにおける利用は3～5割程度と日米共に同程度となっている。一方基幹系システムについては、日本では利用している/利用していたと回答している被験者は全体的に概ね1割程度以下であるものの、米国では2～3割程度とその利用進度具合が異なっており、この点において、米国のクラウドネットワーク技術の利用率が高い理由として考えられる（図表4-4-2-2）。




図表4-4-2-2　クラウドサービスの利用内訳（日米比較）



[image: 図表4-4-2-2　クラウドサービスの利用内訳（日米比較）のグラフ]



総務省「スマート・クラウド研究会報告書」（平成22年）及び総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第1次）」（平成23年）

総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第2次）」（平成24年）により作成





（3）クラウドサービスに関する浸透度と利用実態・利用動向

●日米の大企業及び米国の中小企業は既に理解度が高く、利用実態・意向度も高い

　日本企業においては、22年度と比較すると、クラウド浸透度及び利用実績/利用意向の双方が高い「実利用フェーズ」段階の比率が大企業においては、43.5％から64.8％へと21.3ポイント増加している。中小企業においても、22.5％（22年度）から24.4％へと1.9ポイント増加している。

　日米間で比較すると、米国における「実利用フェーズ」段階の比率が大企業においては84.0％、中小企業においては59.6％となっており、日本の大企業も米国に近づいてきている。一方、日本の中小企業においては昨年度と同様に米国との差に変化はない（図表4-4-2-3）。




図表4-4-2-3　クラウドサービスに関する浸透度と利用実態・利用意向（日米比較）（平成21～23年度）



[image: 図表4-4-2-3　クラウドサービスに関する浸透度と利用実態・利用意向（日米比較）（平成21～23年度）のグラフ]



総務省「スマート・クラウド研究会報告書」（平成22年）及び総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第1次）」（平成23年）

総務省「スマート・クラウド戦略に関するプログレスレポート（第2次）」（平成24年）により作成




第5節　電気通信事業

1　電気通信

（1）市場規模

●電気通信事業の売上高をみると、移動通信が全体の約6割を占め、役務別ではデータ伝送役務の占める比率が年々上昇

　平成22年度における電気通信事業の売上高は、13兆3, 682億円（前年度比6.0％減）となっている（図表4-5-1-1）。




図表4-5-1-1　電気通信事業の売上高の推移



[image: 図表4-5-1-1　電気通信事業の売上高の推移のグラフ]



総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

（注）平成17年度数値は、総務省「通信・放送産業基本調査」により作成





　固定通信と移動通信の売上比率をみると、固定通信の割合が38.7％、移動通信（携帯電話及びPHS）が48.6％となっている（図表4-5-1-2）。さらに、主要電気通信事業者1の固定通信と移動通信の売上比率をみると、移動通信（携帯電話及びPHS）が売上高全体の60.4％を占めている（図表4-5-1-3）。




図表4-5-1-2　電気通信事業者の固定通信と移動通信の売上比率



[image: 図表4-5-1-2　電気通信事業者の固定通信と移動通信の売上比率のグラフ]



総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

（注）平成17年度数値は、総務省「通信・放送産業基本調査」により作成






図表4-5-1-3　主要電気通信事業者の固定通信と移動通信の売上比率



[image: 図表4-5-1-3　主要電気通信事業者の固定通信と移動通信の売上比率のグラフ]



各社資料により作成





　売上高の役務別比率をみると、音声伝送役務の割合が全体の45.8％であり、データ伝送役務は41.5％となっている（図表4-5-1-4）。




図表4-5-1-4　売上高における役務別比率の推移



[image: 図表4-5-1-4　売上高における役務別比率の推移のグラフ]



総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

（注）平成17年度数値は、総務省「通信・放送産業基本調査」により作成





　また、平成23年度の携帯電話のARPU（Average Revenue Per User:1契約当たりの売上高）は4,637円（前年度比4.3％減）となっており、そのうち、データ通信のARPUは2,582円（前年度比6.4％増）、音声のARPUは2,055円（前年度比14.9％減）となっている（図表4-5-1-5）。




図表4-5-1-5　携帯電話のARPU（1契約当たりの売上高）の推移



[image: 図表4-5-1-5　携帯電話のARPU（1契約当たりの売上高）の推移のグラフ]



各社資料により作成







1　ここでいう主要電気通信事業者とは、東・西NTT、NTTコミュニケーションズ、NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクBB。



（2）事業者数

●電気通信事業者数は、増加傾向から一転して減少

　平成23年度末における電気通信事業者数は1万5,509社（登録事業者329社、届出事業者1万5,180社）となっている（図表4-5-1-6）。また、国内における通信業界の変遷は図表4-5-1-7のとおりとなっている。




図表4-5-1-6　電気通信事業者数の推移



[image: 図表4-5-1-6　電気通信事業者数の推移の表]


http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin04.html




図表4-5-1-7　国内の通信業界の変遷



[image: 図表4-5-1-7　国内の通信業界の変遷の図]




2　電気通信サービスの提供状況

（1）概況

ア　電気通信サービスの加入契約数の状況

●固定電話加入契約数及び050型IP電話2は減少傾向にあるが、移動通信及び0ABJ型IP電話2は一貫して増加

　電話の加入契約数は、固定通信（東・西NTT加入電話（ISDNを含む）、直収電話3及びCATV電話）及び050型IP電話が減少傾向にある一方、移動通信（携帯電話及びPHS）及び0ABJ型IP電話は堅調な伸びを示している。

　平成12年度に移動通信の加入契約数が固定通信の加入契約数を上回り、平成23年度末には、移動通信の加入契約数は、固定通信の加入契約数の約3.7倍となっている（図表4-5-2-1）。




図表4-5-2-1　電気通信サービスの加入契約数の推移



[image: 図表4-5-2-1　電気通信サービスの加入契約数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの加入契約数等の状況（平成24年3月末）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000122.html







イ　ブロードバンド整備状況と利用状況

●超高速ブロードバンド利用可能世帯率は平成23年9月末時点において95.1％となっている

　平成23年9月末時点において、超高速ブロードバンド利用可能世帯数4は5,074万世帯であり、利用可能世帯率は95.1％である。また、ブロードバンド利用可能世帯数5は5,335万世帯、利用可能世帯率は100％となっている（図表4-5-2-2）。




図表4-5-2-2　ブロードバンド基盤の整備状況の推移



[image: 図表4-5-2-2　ブロードバンド基盤の整備状況の推移のグラフ]




●ブロードバンド利用率は13～19歳において74.6％と世代別で最大

　自宅のパソコン等6を使ってインターネットを利用する際にブロードバンド回線7を利用している人の割合は、平成23年末時点で、6歳以上人口全体の49.1％、自宅のパソコン等を使ってインターネットを利用する人の89.7％となっている。年代別のブロードバンド利用率は13～19歳において74.6％、次いで20～29歳において70.1％となっている。

　また、所属世帯年収別の利用率は、400万円以上の世帯の層において5割を超えている。自宅のパソコン等を使ってインターネットを利用する人のブロードバンド利用率をみると、最も低いのは所属世帯年収が低い200万円未満の層で74.1％、最も高いのは2,000万円以上の層で96.6％となっている（図表4-5-2-3）。




図表4-5-2-3　属性別ブロードバンド利用状況



[image: 図表4-5-2-3　属性別ブロードバンド利用状況のグラフ]



総務省「平成23年通信利用動向調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html





●ブロードバンド契約数は年々増加しており、平成23年度末時点で契約数の半数以上をFTTHが占める

　平成23年度末のブロードバンド回線の契約数8は、3,953万契約（前年比13.1％増）に達した（図表4-5-2-4）。そのうち、DSL契約数は670万契約で前年比18.3％減と減少傾向にある一方、FTTH契約数は前年比10.3％増の2,230万契約と増加しており、ブロードバンド契約数に占めるFTTHの割合は56.4％となった。契約純増数の推移をみると、DSLは純減傾向が続いている一方、FTTHは一貫して純増している（図表4-5-2-5）。また、全体に占める割合は小さいものの、近年BWAサービスの契約数が急速に増加している（図表4-5-2-6）。




図表4-5-2-4　ブロードバンド契約数の推移



[image: 図表4-5-2-4　ブロードバンド契約数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成23年度第4四半期（3月末）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000039.html






図表4-5-2-5　DSLとFTTHの契約純増数の推移



[image: 図表4-5-2-5　DSLとFTTHの契約純増数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成23年度第4四半期（3月末））」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000039.html





　デジタル化されたケーブルテレビ施設は、テレビジョン放送サービスのほか、インターネット接続サービス及びIP電話サービスといういわゆるトリプルプレイサービスを提供する地域の総合的情報通信基盤となっている。ケーブルテレビ網を利用したインターネット接続サービスは、平成23年度末時点で361社が提供し、契約数は、590.9万件となっている（図表4-5-2-7）。




図表4-5-2-6　BWAサービスの契約数の推移（21事業者の合計）



[image: 図表4-5-2-6　BWAサービスの契約数の推移（21事業者の合計）のグラフ]



総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成23年度第4四半期（3月末））」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000039.html






図表4-5-2-7　ケーブルテレビインターネット提供事業者数と契約数の推移



[image: 図表4-5-2-7　ケーブルテレビインターネット提供事業者数と契約数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成23年度第4四半期（3月末））」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000039.html







2　050型IP電話及び0ABJ型IP電話については、下記「ウ　IP電話の普及」を参照。

3　直収電話とは、東・西NTT以外の電気通信事業者が提供する加入電話サービスで、直加入電話、直加入ISDN、新型直収電話、新型直収ISDNを合わせた総称をいう。

4　超高速ブロードバンド利用可能世帯数は、FTTH及び下り伝送速度30Mbps以上のケーブルインターネットの利用可能世帯の合計。

5　ブロードバンド利用可能世帯数はFTTH、DSL、ケーブルインターネット、3.5世代携帯電話、地域WiMAX、FWAの利用可能世帯の合計、ただし平成20年3月末までは、3.5世代携帯電話は集計していない。

6　自宅のパソコン、タブレット型端末、インターネットに接続できるテレビ・家庭用ゲーム機・その他の機器を含む。

7　光回線（FTTH）、ケーブルテレビ回線（CATV回線）、DSL回線、第3世代携帯電話回線、固定無線回線（FWA）及びBWAサービスのいずれか。

8　ブロードバンド回線契約数は、FTTH、DSL、CATV、FWA、BWA及び3.9世代携帯電話の回線契約の合計。



（2）固定通信

ア　固定電話市場9

●固定電話（東・西NTT加入電話、直収電話、CATV電話及び0ABJ型IP電話）市場における全加入契約数は緩やかな減少傾向

　固定電話（東・西NTT加入電話、直収電話、CATV電話及び0ABJ型IP電話）市場における全契約数は24年3月末時点で5,691万（前年比1.0％減）であり、引き続き減少傾向となっている。

　固定電話市場の全契約数が全体として減少傾向にある一方、0ABJ型IP電話は増加傾向にあり（前年比17.1％増）、固定電話市場全体に占める割合も36.8％となっている（図表4-5-2-8）。




図表4-5-2-8　固定電話の加入契約者数の推移



[image: 図表4-5-2-8　固定電話の加入契約者数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの加入契約数等の状況（平成24年3月末）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000122.html





　また、加入電話及びISDNの事務用と住宅用それぞれの傾向をみると、事務用、住宅用の加入電話、ISDNともに加入契約数が減少している10 （図表4-5-2-9）。




図表4-5-2-9　NTT固定電話サービスの推移



[image: 図表4-5-2-9　NTT固定電話サービスの推移のグラフ]



東・西NTT資料により作成







イ　公衆電話

●公衆電話施設数は一貫して減少

　平成23年度末における東・西NTTの公衆電話施設数は、減少が続き、23.1万台（前年度末比8.6％減）となっている。これは、携帯電話の急速な普及により、公衆電話の利用が減少していることが背景にある（図表4-5-2-10）。




図表4-5-2-10　東・西NTTにおける公衆電話施設構成比の推移



[image: 図表4-5-2-10　東・西NTTにおける公衆電話施設構成比の推移のグラフ]



東・西NTT資料により作成







ウ　IP電話の普及

●0ABJ型IP電話の利用数は平成23年度末で2,096万件であり、増加傾向が顕著である

　IP 電話サービスは、インターネットで利用されるIP（Internet Protocol）を用いた音声電話サービスであり、ブロードバンド（インターネット）サービスの付加サービスの形態を中心に提供されている（図表4-5-2-11）。

　IP 電話は付与される電話番号の体系の違いによって次の2つに大別される。




図表4-5-2-11　IP電話の利用状況



[image: 図表4-5-2-11　IP電話の利用状況のグラフ]



総務省「電気通信サービスの加入契約数等の状況（平成24年3月末）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000122.html







（ア）050型IP電話

　050番号を用い、インターネット接続サービスの付加サービスとして提供され、同じプロバイダもしくは提携プロバイダの加入者間の通話料は無料であることが多い。一方で、緊急通報（110、119等）を利用できない点や、通話品質の基準が加入電話に比べて低いといった点もある。

　平成23年度末における利用数は、753万件となっている。



（イ）0ABJ型IP電話

　0ABJ型IP電話は、加入電話と同じ0ABJ番号を用い、加入電話と同等の高品質な通話や緊急通報（110、119等）を利用できるなどの特徴がある。



　平成23年度末における利用数は、2,096万件あり、増加傾向にある。



9　「電気通信分野における競争状況の評価2010」においては、固定電話領域におけるサービス市場の画定については、各々の市場における利用者の用途、市場の需要代替性の有無等を勘案し、加入電話については、東・西NTT加入電話、直収電話、CATV電話及び0ABJ型IP電話の各サービスをあわせて1つの市場とみなし、「固定電話市場」としている。

10　事務用と住宅用の加入者数は東・西NTTに関する状況のみを示している。



（3）移動通信

●携帯電話の加入契約数は毎年増加。平成23年度末では第3世代携帯電話11が約99.96％を占める

　平成23年度末における携帯電話の加入契約数は1億2,821万件（前年度比7.3％増）である。純増数は、867万件となっており、引き続き増加傾向である（図表4-5-2-12）。




図表4-5-2-12　携帯電話の加入契約数の推移



[image: 図表4-5-2-12　携帯電話の加入契約数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの加入契約数等の状況（平成24年3月末）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000122.html

※　NCC比率については、総務省資料により作成





　また、PHSサービスの加入契約数は、456万件（前年度比21.4％増）と減少傾向から一転、増加している（図表4-5-2-13）。




図表4-5-2-13　PHSの加入契約数の推移



[image: 図表4-5-2-13　PHSの加入契約数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの加入契約数等の状況（平成24年3月末）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000122.html





　携帯電話加入契約数をシステム別にみると、平成23年度末における第3世代携帯電話の加入契約数は、1億2,816万件（前年度比8.5％増）となっており、携帯電話加入契約数に占める割合は、99.96％となっている（図表4-5-2-14）。




図表4-5-2-14　第3世代携帯電話加入契約数の推移



[image: 図表4-5-2-14　第3世代携帯電話加入契約数の推移のグラフ]



総務省資料により作成

（平成22年度末までは、社団法人電気通信事業者協会資料により作成）







11　平成22年12月から第3.9世代携帯電話の加入契約数を含む。



（4）専用線等

●近年、国内専用線の回線数が減少する一方で、IP-VPNサービス及び広域イーサネットサービスの契約数は増加の傾向

　平成22年度末における国内専用サービスの回線数は、48.4万回線である。内訳は、一般専用（帯域品目）が25.6万回線、一般専用（符号品目）が3.2万回線といずれも前年度より減少している。高速デジタル伝送も前年度に比べ1.9万回線減少し、19.6万回線となっている（図表4-5-2-15）。




図表4-5-2-15　国内専用回線数の推移



[image: 図表4-5-2-15　国内専用回線数の推移のグラフ]




　国際専用サービスの回線数は、1,682回線である。うち、1,680回線が主にデータ伝送、高速ファイル転送及びテレビ会議に利用されている中・高速符号伝送用回線12である。（図表4-5-2-16）。




図表4-5-2-16　国際専用サービス回線数の推移



[image: 図表4-5-2-16　国際専用サービス回線数の推移のグラフ]




　一方、IP-VPNサービスや広域イーサネットサービスの契約数は増加傾向となっており、平成23年度末で、IP-VPNサービスは40.7万契約、広域イーサネットサービスは34.2万契約となっている（図表4-5-2-17）。




図表4-5-2-17　IP-VPNサービス・広域イーサネットサービス契約数の推移



[image: 図表4-5-2-17　IP-VPNサービス・広域イーサネットサービス契約数の推移のグラフ]



総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（平成23年度第4四半期（3月末））」により作成
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12　通信速度1,200bps～10Gbpsの回線で、主にデータ伝送、高速ファイル転送に利用。



（5）電気通信料金

ア　国内料金

●固定通信料金の水準は平成18年以降ほぼ横ばい、移動通信料金については減少傾向で推移

　日本銀行「企業向けサービス価格指数（平成17年基準）」によると、固定電話はほぼ横ばい、移動電話は減少傾向にある。平成17年と比較すると固定電話は0.4ポイント微増、携帯電話とPHSを合わせた移動電気通信の料金は34.6ポイント減となっている（図表4-5-2-18）。




図表4-5-2-18　日本銀行「企業向けサービス価格指数」による料金の推移



[image: 図表4-5-2-18　日本銀行「企業向けサービス価格指数」による料金の推移のグラフ]



日本銀行「企業向けサービス価格指数（平成17（2005）年基準、消費税除く）」により作成

http://www.boj.or.jp/statistics/pi/cspi_2005/







イ　通信料金の国際比較13

●東京の携帯電話の料金は、音声・メール・データ利用では高い水準

　通信料金を東京（日本）、ニューヨーク（米国）、ロンドン（英国）、パリ（フランス）、デュッセルドルフ（ドイツ）、ストックホルム（スウェーデン）、ソウル（韓国）の7都市について比較すると、固定電話の料金では、加入時一時金が、東京は最も低い水準となっているものの、基本料金については、東京は最も高い水準にある。また、東京の平日12時の市内通話料金は、ソウル、ニューヨークに次いで安くなっている（図表4-5-2-19）。




図表4-5-2-19　個別料金による固定電話料金の国際比較（平成22年度）



[image: 図表4-5-2-19　個別料金による固定電話料金の国際比較（平成22年度）のグラフ]



（出典）総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_01000052.html





　携帯電話の料金では、音声・メール・データ利用のモデル料金による比較において、東京は、一般ユーザーについては高い水準にあり、ヘビーユーザーについては最も高い水準にある（図表4-5-2-20）。




図表4-5-2-20　モデルによる携帯電話料金の国際比較（平成22年度）



[image: 図表4-5-2-20　モデルによる携帯電話料金の国際比較（平成22年度）のグラフ]



（出典）総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_01000052.html





　国際電話の料金では、東京-パリ間を除き、東京から各都市に通話する料金の方が、各都市から東京に通話するより高い（図表4-5-2-21）。




図表4-5-2-21　個別料金による東京・都市間での国際電話料金（平成22年度）



[image: 図表4-5-2-21　個別料金による東京・都市間での国際電話料金（平成22年度）のグラフ]



（出典）総務省「電気通信サービスに係る内外価格差調査」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_01000052.html







ウ　接続料金

●携帯電話の接続料は、近年一貫して減少傾向となっている

　東・西NTTの接続料のうち、固定電話網については、ネットワークの費用を、現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備と技術を利用することを前提としたモデルに基づき計算（長期増分費用方式）すると、平成24年度の接続料は、GC接続5.26円/3分（前年度比3.6％増14）、IC接続6.79円/3分（前年度比3.5％増14）となっている（図表4-5-2-22）。




図表4-5-2-22　東・西NTTの接続料の推移（加入電話3分当たり）



[image: 図表4-5-2-22　東・西NTTの接続料の推移（加入電話3分当たり）のグラフ]




　携帯電話（NTTドコモ、KDDI）の平成23年度の接続料15 16は、NTTドコモについては、区域内接続料は、12.24円/3分（前年度比21.8％減）、区域外接続料は、14.76円/3分（前年度比21.9％減）となっている、KDDIについては、区域内接続料は、16.74円/3分（前年度比10.6％減）、区域外接続料は、20.88円/3分（前年度比9.4％減）となるなど、減少傾向にある（図表4-5-2-23）。




図表4-5-2-23　NTTドコモ、KDDIの接続料の推移



[image: 図表4-5-2-23　NTTドコモ、KDDIの接続料の推移のグラフ]



各社資料により作成







13　「イ　通信料金の国際比較」については、平成24年6月時点で平成23年度調査結果を取りまとめ中であるため、掲載データは昨年と同内容とした。

14　接続料を小数点第3位まで計算して、四捨五入した場合の比率。

15　区域内は同一の区域（ブロック）に終始する通話に適用。

16　区域外は同一の区域（ブロック）に終始しない通話に適用。



（6）電気通信サービスの事故発生状況

●平成22年度の重大事故の発生件数は15件であり、昨年度から減少

　平成22年度に報告のあった四半期毎の報告を要する事故は、7,367件となり、そのうち、重大な事故は15件であった（図表4-5-2-24）。平成20年度及び平成21年度の重大な事故の発生件数（各18件）に比べると、減少している。発生要因は設備要因（自然故障（機器の動作不良、経年劣化等）、ソフトウェア不具合等の、主に設備的な要因により発生した事故）と人為要因（工事時の作業ミスや、機器の設定誤り等の主に人為的な要因により発生した事故）である。なお、平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う電気通信役務の停止については、事故件数に含めていない。




図表4-5-2-24　重大な事故発生件数の推移



[image: 図表4-5-2-24　重大な事故発生件数の推移のグラフ]



（出典）総務省「電気通信サービスの事故発生状況」

http://www.soumu.go.jp/main_content/000120348.pdf





3　電気通信の利用状況

（1）通信回数・通信時間

ア　総通信回数・総通信時間

●携帯電話発通信回数及び通話時間はともに増加しているものの、総通信回数及び通信時間は減少傾向



　平成22年度における我が国の総通信回数は1,106.5億回（前年度比0.5％減）、総通信時間は4,123百万時間（前年度比0.9％減）であり、いずれも減少が続いている。

　発信端末別の通信回数では、移動系17発が608.7億回（前年度比4.8％増）、IP電話発が112.4億回（前年度比13.3％増）と引き続き増加している一方、固定系18発は385.4億回（前年度比10.9％減）と減少している。

　発信端末別の通信時間では、移動系発が2,418百万時間（前年度比3.9％増）、IP電話発が474百万時間（前年度比8.1％増）と増加し続けているのに対し、固定系発は1,231億時間（前年度比11.8％減）と減少を続けている（図表4-5-3-1及び図表4-5-3-2）。




図表4-5-3-1　通信回数の推移（発信端末別）



[image: 図表4-5-3-1　通信回数の推移（発信端末別）のグラフ]



（出典）総務省「トラヒックから見た我が国の通信利用状況（年度）」

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/eidsystem/market01_05_01.html






図表4-5-3-2　通信時間の推移（発信端末別）



[image: 図表4-5-3-2　通信時間の推移（発信端末別）のグラフ]



（出典）総務省「トラヒックから見た我が国の通信利用状況（年度）」

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/eidsystem/market01_05_01.html





　平成22年度における、1契約当たりの1日の通信時間は、固定通信では、加入電話が3分39秒（前年度7秒減）、ISDNは13分14秒（前年度差39秒減）、IP電話が3分11秒（前年度差9秒減）であった。また、移動通信では、携帯電話が3分17秒（前年度差1秒減）でほぼ横ばい、PHSが4分18秒（前年度差26秒減）であった（図表4-5-3-3）。




図表4-5-3-3　1契約当たりの1日の通信時間の推移



[image: 図表4-5-3-3　1契約当たりの1日の通信時間の推移のグラフ]



（出典）総務省「トラヒックから見た我が国の通信利用状況（年度）」

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/eidsystem/market01_05_01.html







イ　距離区分別の通信状況

●固定通信（加入電話・ISDN）については65.4％、携帯電話について80.8％が同一都道府県内での通信

　固定通信（加入電話及びISDN）から発信される通信について、同一単位料金区域（MA:Message Area）内に終始する通信回数の割合は48.7％、隣接MAとの通信回数割合は13.3％であり、両者を合わせると、62.0％となる。県内・県外別の通信回数比率では、同一都道府県内に終始する県内通信が65.4％となっている（図表4-5-3-4）。




図表4-5-3-4　固定通信（加入電話・ISDN）の距離区分別通信回数構成比の推移



[image: 図表4-5-3-4　固定通信（加入電話・ISDN）の距離区分別通信回数構成比の推移のグラフ]



（出典）総務省「トラヒックから見た我が国の通信利用状況（年度）」

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/eidsystem/market01_05_01.html





　また、携帯電話の同一都道府県内に終始する通信回数の比率は80.8％、PHSの同一都道府県内に終始する通信回数の比率は73.2％となっている（図表4-5-3-5）。




図表4-5-3-5　携帯電話・PHSの距離区分別通信回数構成比の推移



[image: 図表4-5-3-5　携帯電話・PHSの距離区分別通信回数構成比の推移のグラフ]



（出典）総務省「トラヒックから見た我が国の通信利用状況（年度）」

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/eidsystem/market01_05_01.html







ウ　時間帯別の通信状況

●通信回数、通信時間については、固定通信は9時～正午及び13時～18時の時間帯が、移動通信は夕方18時がピークとなっている

（ア）固定通信の時間帯別通信回数・通信時間

　固定通信の時間帯別通信回数は、企業等の業務時間である9時から正午までと、13時から18時までの時間帯が多くなっている。また、時間帯別通信時間も、通信回数と同様の傾向を示しているが、21時頃まで通信時間が多い傾向が続く（図表4-5-3-6及び図表4-5-3-7）。




図表4-5-3-6　固定通信と移動通信の時間帯別通信回数の比較



[image: 図表4-5-3-6　固定通信と移動通信の時間帯別通信回数の比較のグラフ]



（出典）総務省「通信量からみた我が国の通信利用状況（平成22年度）」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000079.html






図表4-5-3-7　固定通信と移動通信の時間帯別通信時間の比較



[image: 図表4-5-3-7　固定通信と移動通信の時間帯別通信時間の比較のグラフ]



（出典）総務省「通信量からみた我が国の通信利用状況（平成22年度）」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000079.html







（イ）移動通信の時間帯別通信回数・通信時間

　移動通信（携帯電話及びPHS）の時間帯別通信回数は、朝8時頃から増加した後、12時から13時の落ち込みもなく、夕方18時前後に通信回数のピークを迎え、その後減少している。また、通話時間についても朝8時頃から増加し始めるが、夕方、18時から19時ごろにピークを迎え、その後減少するものの、深夜24時を過ぎても通信時間が多い傾向がみられる（図表4-5-3-6及び図表4-5-3-7）。また、固定通信と移動通信の平均通話時間を比較すると、固定通信のピークが21時から22時であるのに対し、移動通信のピークは1時から2時と、異なる傾向がみられる（図表4-5-3-8）。




図表4-5-3-8　固定電話と移動電話の平均通話時間の比較



[image: 図表4-5-3-8　固定電話と移動電話の平均通話時間の比較のグラフ]



総務省「通信量からみた我が国の通信利用状況（平成22年度）」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000079.html







17　「移動系」は携帯電話及びPHSの総計。

18　「固定系」は加入電話、公衆電話、ISDNの総計。



（2）トラヒックの状況

ア　我が国の総トラヒックの状況

（ア）インターネットのトラヒック

●我が国のブロードバンドサービス契約者の総ダウンロードトラヒックは、平成23年11月時点で平均約1.70Tbpsに達し、平成19年5月時点と比較すると2.7倍に

A　ブロードバンド契約者のトラヒックの推移

　平成23年11月時点の国内ISP6社19 のブロードバンド契約者のトラヒックについては、ダウンロードトラヒック（OUT）が月間平均で744.5Gbps（前年度比25.6％増）となり、増加傾向が強まっている。一方で、アップロードトラヒック（IN）は平成22年5月から減少傾向が続いている。これは、映像や音楽コンテンツ入手方法がP2Pから映像配信等のウェブサービスへ移行したことが背景となっているためと考えられる。そのため、ダウンロード（OUT）とアップロード（IN）の比は2.5倍（前年度は1.9倍）と差が広がっており、ダウンロード型の利用が中心である（図表4-5-3-9）。




図表4-5-3-9　我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算



[image: 図表4-5-3-9　我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算の表]



総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000031.html





B　ISP間で交換されるトラヒックの推移

　国外ISPと国内ISP6社間で交換されるトラヒックについて、国外のISP6社が国内主要IX20（インターネットエクスチェンジ: Internet Exchange）以外で国外のISPと交換するトラヒック（498.5Gbps）と、国内主要IX以外で国内ISPと交換するトラヒック（265.1Gbps）を比較すると、平成23年11月時点で1.9倍となっており、海外から流入するトラヒックの割合が高まっている（図表4-5-3-9）。



C　我が国のインターネット上を流通するトラヒックの推定

　国内ISP6社のブロードバンドサービス契約者（DSL, FTTH）のトラヒック〔A1〕と、我が国のブロードバンド契約数における国内ISP6社の契約数のシェアから、我が国のブロードバンドサービス契約者の総ダウンロードトラヒックを試算した。その結果、平成23年11月時点では平均で約1.70Tbpsのトラヒックがインターネット上を流通していることがわかった。同トラヒックは平成19年5月と比較して2.7倍になるなど、近年のインターネット上のトラヒックの飛躍的な増加を示している（図表4-5-3-9及び図表4-5-3-10）。




図表4-5-3-10　我が国のインターネット上を流通するトラヒックの推移



[image: 図表4-5-3-10　我が国のインターネット上を流通するトラヒックの推移のグラフ]



総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000031.html







（イ）移動通信のトラヒック

●年間2.2倍のペースで移動通信トラヒックが増加

　近年、データ通信を中心としたトラヒックの増加が移動通信システムに係る周波数のひっ迫の大きな要因となっていることに鑑み、移動通信事業社6社（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル、イー・アクセス、UQコミュニケーションズ、Wireless City Planning）の協力を得て、移動通信のトラヒック量（非音声）のデータを集計・分析した。平成24年3月現在の、移動通信のトラヒックは、平均234.8Gbpsとなり、ここ1年で2.2倍に増加している（図表4-5-3-11）。




図表4-5-3-11　我が国の移動通信の月間平均トラヒックの推移



[image: 図表4-5-3-11　我が国の移動通信の月間平均トラヒックの推移の表]



総務省「我が国の移動通信トラヒックの現状」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin06.html





イ　時間帯別トラヒックの推移

（ア）一週間の推移

　ISP6社のブロードバンド契約者の時間帯別トラヒックの一週間の推移をみると、全ての曜日において年々増加している。移動通信のトラヒック推移についても同様に全ての曜日において増加傾向となっている（図表4-5-3-12及び図表4-5-3-13）。




図表4-5-3-12　ISP6社のブロードバンド契約者のトラヒックの推移



[image: 図表4-5-3-12　ISP6社のブロードバンド契約者のトラヒックの推移のグラフ]



総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000031.html






図表4-5-3-13　移動通信トラヒックの推移



[image: 図表4-5-3-13　移動通信トラヒックの推移のグラフ]



総務省「我が国の移動通信トラヒックの現状」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin06.html





（イ）曜日別の変化

　ISP6社のブロードバンド契約者の時間帯別トラヒックの曜日別変化をみると、21時から22時がピークの時間帯となっており、休日は朝から昼にかけて急激に増加し、その後夕方にかけて微増している（図表4-5-3-14）。




図表4-5-3-14　ISP6社のブロードバンド契約者のトラヒックの曜日別変化



[image: 図表4-5-3-14　ISP6社のブロードバンド契約者のトラヒックの曜日別変化のグラフ]



総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000031.html





　一方、移動通信トラヒックの曜日別変化をみると、平日は朝から夕方にかけて徐々にトラヒックが増加し、昼休み帯（12時から13時まで）に一時的なピークがある。休日は朝から昼にかけて急激に増加している。平日及び休日ともに、夜間帯にトラヒックが急増し、23時から24時がピークの時間帯となっている（図表4-5-3-15）。




図表4-5-3-15　移動通信トラヒックの曜日別変化



[image: 図表4-5-3-15　移動通信トラヒックの曜日別変化のグラフ]



総務省「我が国の移動通信トラヒックの現状」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/tsuushin06.html







19　ISP6社（インターネットイニシアティブ、NTTコミュニケーションズ、ケイ・オプティコム、KDDI、ソフトバンクテレコム、ソフトバンクBB）の集計。

20　インターネットマルチフィード、エクイニクス・ジャパン、日本インターネットエクスチェンジ、 BBIX及びWIDE　Projectがそれぞれ運営するIXの集計。



（3）電気通信サービスに関する相談・苦情等

●電気通信サービスに関する苦情・相談等の件数は、ほぼ横ばいで推移

　平成22年度の総務省に寄せられた電気通信サービスの苦情・相談等の件数は、8,421件であり、ここ数年はほぼ横ばいで推移している（図表4-5-3-16）。苦情・相談等をサービス別にみると、「携帯電話・PHS」（38.9％）及び「インターネット通信サービス」（30.9％）に関するものが多い（図表4-5-3-17）。




図表4-5-3-16　総務省に寄せられた苦情・相談等の件数の推移



[image: 図表4-5-3-16　総務省に寄せられた苦情・相談等の件数の推移のグラフ]



（出典）総務省「平成22年度における電気通信サービスの苦情・相談の概要」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban08_01000042.html






図表4-5-3-17　総務省電気通信消費者相談センターに寄せられた苦情・相談等の内訳（平成22年度）



[image: 図表4-5-3-17　総務省電気通信消費者相談センターに寄せられた苦情・相談等の内訳（平成22年度）のグラフ]



（出典）総務省「平成22年度における電気通信サービスの苦情・相談の概要」

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban08_01000042.html





（4）支出状況

●電話通信料の支出額は、移動は増加しているが、固定は減少

　平成23年の電話通信料の支出額は前年比0.5％増の11万1,371円、世帯消費支出に占める割合は3.75％と昨年とほぼ同水準になっている。内訳をみると、移動電話通信料21への支出は、平成22年は減少しているが、平成17年以降増加傾向となっている。また、移動電話通信料への支出は、固定電話通信料22への支出の2.6倍となっている（図表4-5-3-18）。




図表4-5-3-18　電話通信料の推移と世帯支出に占める割合



[image: 図表4-5-3-18　電話通信料の推移と世帯支出に占める割合の表]



総務省「家計調査」（総世帯）により作成

http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm







21　ここでいう移動電話通信料とは、携帯電話、PHS及び自動車電話通信料（データ通信（パケット等）料を含む）など。

22　ここでいう固定電話通信料とは、電話・高速通信通信料（IP電話料等を含む）、電報料、電話・ファクシミリ借賃、テレホンカード・スーパーワールドカードなど。



（5）IPv6対応に係る現状

ア　IPv4アドレス在庫の枯渇状況

●APNIC/JPNICのIPv4アドレスの通常在庫が枯渇

　近年、IPv423アドレスの需要は特にアジア太平洋地域において拡大している（図表4-5-3-19）。平成23年2月3日にIANA24の世界共通在庫が枯渇し、わずか2か月後の4月15日には、アジア太平洋地域にIPアドレスを分配しているAPNICと我が国のIPアドレスを管理するJPNICにおいてIPv4アドレスの在庫が枯渇した（予想より大幅に前倒し）。このため、事業者において新たなIPv4グローバルアドレスの入手は困難な状況であり、一般的にはアドレス需要が旺盛な大手の事業者等は1年から2年分程度の在庫しか確保されていないといわれ、前倒しでIPv4アドレス枯渇対策に迫られている。




図表4-5-3-19　IPv4アドレスの各地域への割り振り推移及びIPv4アドレス在庫の消費



[image: 図表4-5-3-19　IPv4アドレスの各地域への割り振り推移及びIPv4アドレス在庫の消費のグラフ]



（出典）総務省「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会第三次報告書」

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/ipv6_internet/01kiban04_02000029.html







イ　IPv6への対応状況

●アクセス回線事業者のIPv6対応が本格化

　APNIC/JPNICにおけるIPv4アドレス在庫が枯渇した平成23年4月からアクセス回線事業者のIPv6対応が本格化しており、多くのISPにおいてIPv6に対応したインターネット接続サービスが開始されつつある。平成22年度末時点では、既存FTTHユーザーの2,020万人加入のうち、IPv6に対応予定のFTTH回線は約720万回線であることから、35.6％のFTTH加入者がアクセス回線を変更することなく、IPv4に加えてIPv6インターネット接続サービスを利用できる環境にある。モバイル系ではNTTドコモが平成23年6月、LTE対応の通信端末においてIPv6インターネット接続サービスを提供開始している。

　ISPについては、アクセス回線事業者のIPv6対応に合わせて、大手ISPを中心にIPv6インターネット接続サービスの提供が進展している。平成22年3月に総務省が実施したアンケート調査に対し、全体では43.7％のISPがIPv6インターネットサービスを「提供中又は提供予定（対応中）」と回答している。ISPの規模別にみると、加入者5万契約以上のISPでは83.3％25に達している（図表4-5-3-20）。一方で1万契約未満のISPの75.0％が「提供中の予定がない」か「未検討」と回答しており、中小ISPの対応は進んでいない。




図表4-5-3-20　IPv6サービスの対応状況（ISP全体及び規模別）



[image: 図表4-5-3-20　IPv6サービスの対応状況（ISP全体及び規模別）のグラフ]



（出典）総務省「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会第三次報告書」

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/ipv6_internet/01kiban04_02000029.html





　ISP全体における今後、サービスを提供するきっかけをみると、サービスを提供未定または未検討であるISPの67.3％が「上位プロバイダ/ローミング先、他社の対応がはっきりしたら」と回答している（図表4-5-3-21）。




図表4-5-3-21　今後提供するきっかけ（ISP・全体）



[image: 図表4-5-3-21　今後提供するきっかけ（ISP・全体）のグラフ]



（出典）総務省「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会第三次報告書」

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/ipv6_internet/01kiban04_02000029.html







23　IPv4（Internet Protocol Version4）とは現在のインターネットの主要な基本技術として利用されている通信方式。

24　IANA（Internet Assigned Numbers Authority）とはインターネット上で利用されるアドレス資源をグローバルに管理する管理元。

25　これらの事業者の契約者数がISPブロードバンド契約者全体に占めるシェアは75％に達する。


第6節　放送事業

1　放送市場

（1）放送市場の規模

ア　放送事業者の売上高等

●平成22年度の放送事業者売上高は3兆9,089億円で、近年では衛星系放送事業者とケーブルテレビ放送事業者のシェアが拡大

　我が国における放送は、受信料収入を経営の基盤とするNHK（日本放送協会）と、広告収入又は有料放送の料金収入を基盤とする民間放送事業者の二元体制により行われている。また、放送大学学園が、教育のための放送を行っている。

　放送事業収入及び放送事業外収入を含めた放送事業者全体の売上高については、減少から増加に転じ、平成22年度は、3兆9,089億円（前年度比2.2％増）となった。

　その内訳をみると、地上系民間基幹放送事業者売上高総計、衛星系民間放送事業者、ケーブルテレビ事業者の売上高総計及びNHKの経常事業収入は、それぞれ2兆2,655億円（前年度比0.4％増）、4,185億円（前年度比7.7％増）、5,437億円（前年度比5.9％増）、6,812億円（前年度比2.3％増）とすべて増加となった。

　なお、市場シェアでは、地上系民間基幹放送事業者の売上高総計が、民間放送事業者の売上高総計の70.2％（前年度差1.2ポイント縮小）を占めているが、衛星系放送事業者とケーブルテレビ放送事業者のシェアが昨年度に引き続き拡大傾向にある（図表4-6-1-1）。




図表4-6-1-1　放送産業の市場規模（売上高集計）の推移と内訳



[image: 図表4-6-1-1　放送産業の市場規模（売上高集計）の推移と内訳のグラフ]



総務省資料及び「NHK年鑑」各年度版より作成





　また、有線テレビジョン放送事業のサービス別売上高をみると、ベーシックサービスが3,175億円（前年度比0.3％増）、ペイサービスが212億円（前年度比9.4％増）となっている（図表4-6-1-2）。




図表4-6-1-2　有線テレビジョン放送事業のサービス別売上高の推移



[image: 図表4-6-1-2　有線テレビジョン放送事業のサービス別売上高の推移のグラフ]



総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」により作成

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html

（注）平成17年度数値までは総務省「通信・放送産業基本調査」により作成





　地上系民間基幹放送事業者の収入の大部分は、広告収入であり、平成23年の広告収入は、1兆8,484億円となっている。内訳は、テレビジョン放送事業に係るものが1兆7,237億円、ラジオ放送事業に係るものが1,247億円となっている（図表4-6-1-3）。




図表4-6-1-3　地上系民間基幹放送事業者の広告収入の推移



[image: 図表4-6-1-3　地上系民間基幹放送事業者の広告収入の推移のグラフ]



電通「日本の広告費」により作成

http://www.dentsu.co.jp/books/ad_cost/index.html







イ　民間放送事業者の経営状況

●民間放送事業者の平成22年度の営業損益は、地上系、衛星系、ケーブルテレビのいずれも黒字を確保

　民間放送事業者の営業損益の状況は、次のとおりとなっている（図表4-6-1-4）。




図表4-6-1-4　民間放送事業者の売上高営業利益率の推移



[image: 図表4-6-1-4　民間放送事業者の売上高営業利益率の推移のグラフ]



社団法人日本民間放送連盟「日本民間放送年鑑」及び総務省「一般放送事業者及び有線テレビジョン放送事業者の収支状況」により作成

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu09_01000029.html







（ア）地上系民間基幹放送事業者

　引き続き営業黒字を確保し、平成22年度の売上高営業利益率は5.0％と上昇している。



（イ）衛星系民間放送事業者

　近年、一貫して経営状況が改善し、平成19年以降は黒字となっており、平成22年度の売上高営業利益率は6.5％となっている。



（ウ）ケーブルテレビ事業者

　平成15年度以降、売上高営業利益率はひとけた台後半を維持していたが、平成21年度にふたけた台に伸ばし、平成22年度も引き続き10.2％となっている。



（2）事業者数及び放送サービスの提供状況

ア　事業者数

●平成23年度末の民間放送事業数は、地上系、ケーブルテレビについては前年より増加

　平成23年度末における民間放送事業者数は図表4-6-1-5のとおりとなっている。内訳は、地上系民間基幹放送事業者449社（うちコミュニティ放送を行う事業者が255社）、衛星系民間放送事業者が108社、ケーブルテレビ事業者（登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備を有する事業者）が556社、うちIPマルチキャスト方式による放送を行う事業者は5社となっている。




図表4-6-1-5　民間放送事業者数の推移



[image: 図表4-6-1-5　民間放送事業者数の推移の表]




イ　提供状況

（ア）地上テレビジョン放送

●平成23年度末時点で放送を行っている地上テレビジョン放送事業者数は、93社（うち兼営34社）

　平成23年度末における民間の地上テレビジョン放送事業者数は図表4-6-1-5のとおりとなっている。なお、地上系民間テレビジョン放送の視聴可能チャンネル数を都道府県別にみると、図表4-6-1-6のとおりとなっている。




図表4-6-1-6　民間地上テレビジョン放送の視聴可能なチャンネル数（平成23年度末）



[image: 図表4-6-1-6　民間地上テレビジョン放送の視聴可能なチャンネル数（平成23年度末）の図]




（イ）地上ラジオ放送

●平成23年度末時点で放送を行っている地上ラジオ放送事業者数は、AM放送については47社（うち単営13社、兼営34社）、FM放送については307社（うちコミュニティ放送事業者は255社）、短波放送は1社

　平成23年度末における民間の地上ラジオ放送事業者数は図表4-6-1-5のとおりとなっている。

　中波放送（AM放送）については、NHK（第1放送及び第2放送）及び各地の地上系民間基幹放送事業者（平成23年度末現在47社）が放送を行っている。

　超短波放送（FM放送）については、NHK及び各地の地上系民間基幹放送事業者（平成23年度末現在307社）が放送を行っている。そのうち、原則として一（いち）の市町村の一部区域を放送対象地域とするコミュニティ放送事業者は255社となっている。

　短波放送については、地上系民間基幹放送事業者（平成23年度末現在1社）が放送を行っている。



（ウ）衛星放送

●平成23年度末時点で放送を行っている衛星放送事業者数は、BS放送については22社、東経110度CS放送は13社であり、衛星一般放送事業者は83社

　平成23年度末における衛星放送提供事業者数は図表4-6-1-5のとおりとなっている。また、我が国の衛星放送に用いられている主な衛星は図表4-6-1-7のとおりとなっている。




図表4-6-1-7　我が国の衛星放送に用いられている主な衛星（平成23年度末）



[image: 図表4-6-1-7　我が国の衛星放送に用いられている主な衛星（平成23年度末）の表]




A　衛星基幹放送

　BS放送については、NHK及び民間放送事業者（平成23年度末現在22社）が放送を行っており、東経110度CS放送は、民間放送事業者（平成23年度末現在13社）が放送を行っている。BS放送のテレビ番組のチャンネル配列図は図表4-6-1-8のとおりとなっている。




図表4-6-1-8　BS放送のテレビ番組のチャンネル配列図



[image: 図表4-6-1-8　BS放送のテレビ番組のチャンネル配列図の図]




B　衛星一般放送

　衛星一般放送は、民間放送事業者（平成23年度末現在83社）が放送を行っている。



（エ）ケーブルテレビ

●平成23年度末のケーブルテレビ事業者数は556社で、幅広いチャンネル数で放送されている

　平成23年度末におけるケーブルテレビ事業者数は図表4-6-1-5のとおりとなっている。ケーブルテレビでは、地上放送及び衛星放送の再放送や、自主放送チャンネルを含めた多チャンネル放送が行われている。登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備（501端子以上）によりサービスを受ける加入世帯数は、約2,765万世帯、普及率は51.6％となっている（図表4-6-1-9）。また、ブロードバンド化等に対応するため、ケーブルテレビ網の幹線における光化及び伝送容量の広帯域化が引き続き進展している（図表4-6-1-10）。




図表4-6-1-9　登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移



[image: 図表4-6-1-9　登録に係る自主放送を行う有線電気通信設備によりサービスを受ける加入世帯数、普及率の推移のグラフ]



総務省「ケーブルテレビの現状」により作成

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/pdf/catv_genjyou.pdf






図表4-6-1-10　ケーブルテレビの幹線光化率の推移



[image: 図表4-6-1-10　ケーブルテレビの幹線光化率の推移の表]



総務省「ケーブルテレビの現状」により作成

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/pdf/catv_genjyou.pdf





（3）NHKの状況

ア　NHKの国内放送の状況

●NHKの国内放送のチャンネル数は、地上テレビジョン放送は4チャンネル、ラジオ放送は3チャンネル、衛星テレビジョン放送は2チャンネル

　NHKが行っている国内放送については、次表のとおりである（図表4-6-1-11）。




図表4-6-1-11　NHKの国内放送（平成23年度末）



[image: 図表4-6-1-11　NHKの国内放送（平成23年度末）の表]




イ　NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況

●NHKのテレビ・ラジオ国際放送は、在外邦人及び外国人に対し、ほぼ全世界に向けて放送

　NHKが行っているテレビ・ラジオの国際放送については、次表のとおりである（図表4-6-1-12）。




図表4-6-1-12　NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況（平成24年4月現在）



[image: 図表4-6-1-12　NHKのテレビ・ラジオ国際放送の状況（平成24年4月現在）の表]




（4）放送における安全性・信頼性の確保

●平成23年度における設備に起因する重大事故は45件

　放送は日頃から国民生活に必需な情報をあまねく届け、災害や国民的な関心事に関する重要な情報を広範な国民に対し瞬時に伝達できることから、極めて高い公共性を有する社会基盤の一つとなっており、放送の業務に用いられる電気通信設備に起因した放送業務への支障を防ぐことが重要である。放送法においては「設備に起因する放送の停止その他の重大な事故であって総務省令で定めるものが生じたときは、その旨をその理由又は原因とともに、遅滞なく、総務大臣に報告をしなければならない」と規定されている。本規定に該当する重大事故の発生件数は、平成23年度においては45件であった。これを踏まえ、各事業者における事故の再発防止策の確実な実施に加え、事業者の間での事故事例の共有による同様の事故を防止するための取組が推進されている。



2　放送サービスの利用状況

（1）加入者数

●平成22年度の放送サービスの加入者数は、地上放送（NHK）、NHK-BS放送、WOWOW、110度CS、ケーブルテレビについては前年度より増加

ア　総論

　平成22年度の放送サービスへの加入状況についてみると、124/128度CS放送を除いて、各放送サービスの加入者数は増加している（図表4-6-2-1）。




図表4-6-2-1　放送サービスの加入者数



[image: 図表4-6-2-1　放送サービスの加入者数のグラフ]



社団法人電子情報技術産業協会資料、日本ケーブルラボ資料、NHK資料及び総務省資料により作成





イ　NHKの受信契約数

　平成22年度末のNHK受信契約数は3,976万件（前年度比2.1％増）であり、うち地上契約1数（普通契約及びカラー契約）が2,408万件、衛星契約2数が1,567万件、特別契約3数が1万件となっている（図表4-6-2-2）。




図表4-6-2-2　NHKの放送受信契約数・事業収入の推移



[image: 図表4-6-2-2　NHKの放送受信契約数・事業収入の推移のグラフ]




1　地上契約：地上波によるテレビ放送のみの受信についての放送受信契約。

2　衛星契約：衛星及び地上波によるテレビ放送の受信についての放送受信契約。

3　特別契約：地上波によるテレビ放送の自然の地形による難視聴地域又は列車、電車その他営業用の移動体において、衛星によるテレビ放送のみの受信についての放送受信契約。



（2）家計の放送関連支出

●平成23年の1世帯当たりの年間放送関連支出額は2万3,537円で、6年連続の増加

　総務省「家計調査」によると、平成23年の1世帯当たりの年間放送関連支出額（NHK放送受信料、ケーブルテレビ受信料及び他の受信料の合計）は、2万3,537円（前年比3.6％増）となっており、6年連続での増加となっている（図表4-6-2-3）。




図表4-6-2-3　家計の放送サービスに対する支出



[image: 図表4-6-2-3　家計の放送サービスに対する支出のグラフ]



総務省「家計調査」（総世帯）により作成

http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm





（3）視聴時間

●1日のテレビジョン視聴時間は、昨年からわずかに増加し、最も視聴されているのは夜20時から21時30分までの時間帯

　NHK放送文化研究所の「全国個人視聴率調査」（平成23年6月）によると、1日のテレビジョン視聴時間は3時間46分となっており、近年、わずかながら視聴時間は減少傾向あったが、増加に転じた。このうち、NHK視聴が計59分（地上放送53分、衛星放送6分）、民間他放送視聴が計2時間47分（地上放送2時間36分、衛星放送11分）となっている（図表4-6-2-4）。時間帯別の視聴率をみると、最もテレビジョンが視聴されているのは、夜19時から22時までの時間帯であり、NHK・民間他放送を合計して42.8％に達している（図表4-6-2-5）。




図表4-6-2-4　1日当たりのテレビジョン放送視聴時間の推移



[image: 図表4-6-2-4　1日当たりのテレビジョン放送視聴時間の推移のグラフ]



NHK放送文化研究所「平成23年6月　全国個人視聴率調査」により作成

http://www.nhk.or.jp/bunken/yoron/rating/index.html






図表4-6-2-5　30分ごとの平均視聴率（全国・週平均）



[image: 図表4-6-2-5　30分ごとの平均視聴率（全国・週平均）のグラフ]



NHK放送文化研究所「平成23年6月　全国個人視聴率調査」により作成

http://www.nhk.or.jp/bunken/yoron/rating/index.html




第7節　電波利用

1　使用状況及び無線局数

（1）我が国の電波の使用状況

●我が国の周波数帯ごとの主な用途と電波の特徴

　周波数は、国際電気通信連合（ITU）憲章に規定する無線通信規則により、世界を3つの地域に分け、周波数帯ごとに業務の種別等を定めた国際分配が規定されている。

　国際分配を基に、電波法に基づき、無線局の免許の申請等に資するため、割り当てることが可能である周波数、業務の種別、目的、条件等を「周波数割当計画1」として定めている。同計画の制定及び変更にあたっては、電波監理審議会への諮問が行われている。

　我が国の周波数帯ごとの主な用途と特徴は、図表4-7-1-2のとおりである。




図表4-7-1-2　我が国の周波数帯ごとの主な用途と電波の特徴



[image: 図表4-7-1-2　我が国の周波数帯ごとの主な用途と電波の特徴の図]






1　周波数割当計画：http://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/freq/search/share/index.htm



（2）無線局

●我が国の無線局数は平成18年以降、一貫して増加傾向

　平成23年度末における無線局数（PHSや無線LAN端末等の免許を要しない無線局を除く）は、1億3,489万局（対前年度比11.5％増）、うち携帯電話端末等の陸上移動局は1億3,266万局（対前年度比11.7％増）となっており、総無線局数に占める携帯電話端末等の陸上移動局の割合は、98.3％と高い水準になっている。また、アマチュア局は44万局と減少している（図表4-7-1-1）。




図表4-7-1-1　無線局数の推移



[image: 図表4-7-1-1　無線局数の推移のグラフ]




（3）通信衛星

●我が国の通信サービスに利用している静止衛星と周回衛星

　通信衛星には、静止衛星及び周回衛星があり、広域性、同報性、耐災害性等の特長を生かして、企業内回線、地上回線の利用が困難な山間地・離島との通信、船舶・航空機等に対する移動通信サービスのほか、非常災害時の通信手段確保等に活用されている。なお、通信衛星には、CS放送に用いられるものもある。



ア　静止衛星

　赤道上高度約3万6,000kmの軌道を地球の自転と同期して回るため、地上からは静止しているように見え、高度が高いため3基の衛星で極地域を除く地球全体をカバーすることが可能で、固定通信及び移動通信に用いられている。一方、衛星までの距離が遠いため、伝送遅延が大きく、また、端末側も大出力が必要となるため、小型化が難しい面がある（図表4-7-1-3）。




図表4-7-1-3　我が国の通信サービスに利用中の主な静止衛星（平成23年度末）



[image: 図表4-7-1-3　我が国の通信サービスに利用中の主な静止衛星（平成23年度末）の表]




イ　周回衛星

　周回衛星は、静止軌道以外の軌道を周回するもので、一般に静止軌道よりも近い距離を周回している。このため、静止衛星に比べて伝送遅延が小さく、また、衛星までの距離が近いため、端末の出力も小さくて済み、小型化や携帯化が可能であり、主に移動通信に用いられている。一方、衛星は、上空を短時間で移動してしまうため、通信可能時間を確保するため、また、広域をカバーするためには、多数の衛星の同時運用が必要となる（図表4-7-1-4）。




図表4-7-1-4　我が国が通信サービスとして利用中の主な周回衛星（平成23年度末）



[image: 図表4-7-1-4　我が国が通信サービスとして利用中の主な周回衛星（平成23年度末）の表]




（4）衛星移動通信

●衛星移動通信サービスの無線局数は毎年増加しており、平成23年度末では9万7,128局にのぼる

　衛星移動通信システムは、自動車、船舶、航空機等の移動体に設置した無線局や衛星携帯電話端末から、通信衛星を経由して通信を行うシステムである。

　衛星移動通信システムには、

　①　静止衛星（N-STAR、インマルサット）を利用したシステム

　②　周回衛星（イリジウム、オーブコム）を利用したシステム

があり、携帯電話の電波が届かない山間地や海上、上空等のほとんどをカバーしている。また、比較的災害に強い通信手段としても注目されている。

　平成23年度末における衛星移動通信サービスの無線局数は、9万7,128局となっている（図表4-7-1-5）。




図表4-7-1-5　衛星移動通信サービス無線局数の推移



[image: 図表4-7-1-5　衛星移動通信サービス無線局数の推移のグラフ]




2　電波環境の保護

電波監視

●平成23年度の重要無線通信妨害の申告件数は501件。不法無線局の措置件数は2,496件

　重要無線通信妨害対策及び不法無線局の取締り等の実施により、電波利用環境が良好に維持されている。平成22年度からは重要無線通信妨害の申告に対する24時間受付体制を整備し、その迅速な排除に取り組んでいる。平成23年度の混信申告等の件数は、2,374件で、前年度比249件減（9.5％減）となっている。このうち重要無線通信妨害の件数は、501件で、前年度比188件減（27.3％減）であり、平成23年度の混信申告の措置件数2は2,453件となっている（図表4-7-2-1）。




図表4-7-2-1　無線局への混信・妨害申告件数及び措置件数の推移



[image: 図表4-7-2-1　無線局への混信・妨害申告件数及び措置件数の推移のグラフ]




　また、平成23年度の不法無線局の出現件数は、8,903件で、前年度比365件増（4.3％増）となっている。

　平成23年度の措置件数2は、2,496件で、前年度比44件増（1.8％増）であり、内訳は告発249件（措置件数全体の10.0％）、指導2,247件（措置件数全体の90.0％）となっている（図表4-7-2-2）。




図表4-7-2-2　不法無線局の出現件数及び措置件数の推移



[image: 図表4-7-2-2　不法無線局の出現件数及び措置件数の推移のグラフ]






2　措置件数については前年度からの未措置分を含む。


第8節　コンテンツ市場の動向

1　我が国のコンテンツ市場の現状

（1）我が国のコンテンツ市場の規模

●我が国のコンテンツ市場規模は11兆2,931億円で、内訳をみると、映像系が約49％、テキスト系が約44％、音声系が約7％

　我が国の平成22年のコンテンツ市場規模は11兆2,931億円となっている。ソフト別の市場構成比では、映像系ソフトが全体の約5割、テキスト系が4割強、音声系は1割弱をそれぞれ占める。

　映像系ソフト5兆5,495億円（全体の49.1％）の主な内訳は、地上テレビ番組が2兆8,402億円、衛星・CATV放送が8,329億円、ゲームソフトが7,406億円、映画ソフトが6,931億円、映像系ネットオリジナルが1,283億円となっている。音声系ソフト8,185億円（全体の7.2％）の主な内訳は、音楽ソフトが6,246億円、ラジオ番組1,928億円となっている。テキスト系ソフト4兆9,251億円（全体の43.6％）の主な内訳は、新聞記事が1兆7,115億円、雑誌ソフト1が1兆3,128億円、書籍ソフトが6,997億円、コミックが5,088億円、テキスト系ネットオリジナル2が3,993億円、データベース記事が2,930億円となっている（図表4-8-1-1）。




図表4-8-1-1　我が国のコンテンツ市場規模の内訳（平成22年）



[image: 図表4-8-1-1　我が国のコンテンツ市場規模の内訳（平成22年）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





　市場規模の推移をみると、平成21年は減少となったが、平成22年になって微増に転じた。流通段階別に推移をみると、一次流通市場、マルチユース市場ともに、平成21年には減少し、平成22年には増加した（図表4-8-1-2）。ソフト形態別にみると、映像系ソフトは平成22年に増加に転じたが、音声系ソフト、テキスト系ソフトは減少傾向が続いている（図表4-8-1-3）。




図表4-8-1-2　我が国のコンテンツ市場規模の推移（流通段階別）



[image: 図表4-8-1-2　我が国のコンテンツ市場規模の推移（流通段階別）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」






図表4-8-1-3　我が国のコンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）



[image: 図表4-8-1-3　我が国のコンテンツ市場規模の推移（ソフト形態別）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」







1　フリーペーパーを含む。

2　一般ウェブサイト、ブログ、SNS、メールマガジン等が対象。



（2）マルチユースの状況3

●コンテンツ市場のうち、1次流通市場の規模は9兆595億円（80.2％）、マルチユース市場の規模は2兆2,336億円（19.8％）

　平成22年の1次流通市場の規模は、9兆595億円となり、市場全体の80.2％を占める。市場構成比では、ビデオソフト、コミック、地上テレビ番組等のマルチユース市場の割合が増加している。1次流通市場の内訳は、映像系ソフト4兆953億円のうち、主なものは地上テレビ番組が最も大きく2兆3,325億円、ゲームソフト4が7,406億円、衛星・CATV放送が4,345億円などとなっている。音声系ソフト7,013億円のうち、音楽ソフトが5,085億円、ラジオ番組が1,916億円となっている。テキスト系ソフト4兆2,629億円のうち、新聞記事が1兆6,310億円、雑誌ソフトが1兆1,962億円、書籍ソフトが6,033億円などとなっている（図表4-8-1-4）。




図表4-8-1-4　1次流通市場の内訳（平成22年）



[image: 図表4-8-1-4　1次流通市場の内訳（平成22年）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





　一方、平成22年のマルチユース市場の規模は2兆2,336億円（全体の19.8％）となっている。

　マルチユース市場の内訳をみると、映像系ソフト1兆4,542億円の主な内訳は、地上テレビ番組が5,076億円、映画ソフトが4,723億円、衛星・CATV放送が3,984億円となっている。音声系ソフト1,173億円の主な内訳は、音楽ソフト1,161億円などとなっている。テキスト系ソフト6,622億円の内訳は、コミックが2,853億円、雑誌ソフトが1,166億円などとなっている（図表4-8-1-5）。




図表4-8-1-5　マルチユース市場の内訳（平成22年）



[image: 図表4-8-1-5　マルチユース市場の内訳（平成22年）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





　また、マルチユースの動向をソフト別にみると、平成22年のマルチユース市場の割合は、映画ソフトが68.2％と平成18年と比較して4.8％減少している一方、地上テレビ番組は平成18年比6.0％、ビデオソフトは平成18年比9.4％増加している（図表4-8-1-6）。




図表4-8-1-6　ソフト別マルチユース市場の動向



[image: 図表4-8-1-6　ソフト別マルチユース市場の動向のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」







3　コンテンツが2次利用、3次利用される市場をマルチユース市場と定義している。

4　なお、音楽ソフトとゲームソフトのインターネット配信市場の規模は、大きく進展していることから、1次流通市場として算出。



（3）通信系コンテンツ市場の動向

●パソコン及び携帯電話向けコンテンツの市場規模は、平成22年時点で市場全体の15.2％となる1兆7,131億円

　パソコンや携帯電話などで流通する通信系コンテンツの市場規模については、近年のインターネットを利用したコンテンツ流通の大幅な増加等を反映して、平成22年の市場規模は1兆7,131億円、前年比10.6％増となり、市場全体の約15.2％に達した。

　平成22年の通信系コンテンツ市場における映像系ソフト5,972億円の内訳は、主なものではゲームソフトが2,982億円、映像系ネットオリジナルが1,283億円、ビデオソフトが758億円、映画が390億円、地上テレビ番組が290億円となっている。音声系ソフトの内訳は、音楽ソフト3,294億円がほぼすべてを占めている。テキスト系ソフト7,841億円の内訳は、主なものではテキスト系ネットオリジナルが3,993億円、データベース記事が2,095億円、新聞記事が687億円、コミックが538億円などとなっている（図表4-8-1-7）。




図表4-8-1-7　通信系コンテンツ市場の内訳（平成22年）



[image: 図表4-8-1-7　通信系コンテンツ市場の内訳（平成22年）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





　また、通信系コンテンツの動向をソフト別にみると、平成22年の通信系コンテンツ市場の割合は、平成18年と比較して音楽ソフトが12.8％増加の52.7％、ゲームソフトも19.9％増加の40.3％となっている（図表4-8-1-8）。




図表4-8-1-8　ソフト別通信系コンテンツ市場の動向



[image: 図表4-8-1-8　ソフト別通信系コンテンツ市場の動向のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





●平成23年のモバイルコンテンツ産業の市場規模は前年比15.2％増の1兆9,061億円

　携帯電話の普及、端末の高機能化の進展等により、モバイルコンテンツ産業（携帯インターネットビジネス）の市場規模5が急速に拡大しつつある。

　モバイルコンテンツ市場6とモバイルコマース市場からなる我が国のモバイルコンテンツ産業の市場規模は、平成23年で1兆9,061億円（前年比15.2％増）となっており、引き続き増加している（図表4-8-1-9）。この内訳を市場別にみると、モバイルコンテンツ市場が7,345億円（前年比13.6％増）、モバイルコマース市場が1兆1,716億円（前年比16.2％増）となっている。




図表4-8-1-9　モバイルコンテンツ産業の市場規模



[image: 図表4-8-1-9　モバイルコンテンツ産業の市場規模のグラフ]



（出典）総務省「モバイルコンテンツ産業の現状と課題等に関する調査研究」







5　モバイルコンテンツ市場は、携帯インターネットを通じて取引されるデジタルコンテンツ（着信メロディ、静止画、動画、ゲーム、占い等）の市場を指し、モバイルコマース市場は、携帯インターネットを利用したモバイルコンテンツ以外の、物販系（通信販売等）、サービス系（チケット販売）及びトランザクション系（株式売買手数料、オークション手数料等）の市場を指す。

6　平成23年にモバイルコンテンツ市場の対象をオープンプラットフォーム市場（スマートフォン等）まで拡大した。



（4）放送系コンテンツの市場動向

●制作している放送番組の種類は「情報番組」が64.9％と最も高い

　制作している放送番組の種類の割合は、「情報番組」が64.9％（前年度差1.3ポイント低下）と最も高く、次いで「CM」55.4％（前年度差0.0ポイント横ばい）、「ドキュメンタリー」38.9％（前年度差1.4ポイント低下）となっている（図表4-8-1-10）。




図表4-8-1-10　制作している放送番組の種類の割合（複数回答）



[image: 図表4-8-1-10　制作している放送番組の種類の割合（複数回答）のグラフ]



（出典）総務省・経済産業省「平成23年情報通信業基本調査」

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics07.html





●平成22年度の地上テレビ番組の輸出をみると、ジャンルの約5割はアニメであり、また、輸出先はアジアが約5割を占めている

　我が国の地上テレビ番組の輸出金額について、主な放送局及び製作会社へのアンケート調査により推計を行った。その結果、平成22年度の輸出金額は62.5億円となっており平成21年度に比べ12.5億円減少した（図表4-8-1-11）。




図表4-8-1-11　我が国の地上テレビ番組の輸出金額（推計値）



[image: 図表4-8-1-11　我が国の地上テレビ番組の輸出金額（推計値）の表]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





　平成22年度に輸出された地上テレビ番組のうち最も多いジャンルはアニメであり、46.8％と約半分を占めている。次いで、バラエティ、ドラマとなっている（図表4-8-1-12）。番組の輸出先を見てみると、最も多い地域はアジアで全体の50.1％を占めており、これに北米、ヨーロッパが続いている（図表4-8-1-13）。




図表4-8-1-12　輸出番組のジャンル（輸出金額ベース、平成22年度）



[image: 図表4-8-1-12　輸出番組のジャンル（輸出金額ベース、平成22年度）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」






図表4-8-1-13　番組の輸出先（輸出金額ベース、平成22年度）



[image: 図表4-8-1-13　番組の輸出先（輸出金額ベース、平成22年度）のグラフ]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」





（5）海外各国のコンテンツ輸出入の比較

　海外各国におけるテレビ番組、映画、雑誌、書籍の4種類のコンテンツの輸出入金額については、4種類のコンテンツすべてについて、米国及び英国は輸出が輸入を大幅に上回っており、また、4種類のコンテンツすべてについて、米国の輸出額が最大である（図表4-8-1-14）。




図表4-8-1-14　海外（米・英・韓）のコンテンツ市場の輸出入金額（単位：百万ドル）7 8



[image: 図表4-8-1-14　海外（米・英・韓）のコンテンツ市場の輸出入金額（単位：百万ドル）の表]



（出典）総務省情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態調査」







7　米国におけるテレビ番組及び映画の輸出金額については、推計を実施。

8　1ドル=0.65ポンド（2010年）で換算（IMF期中平均レート）。



2　家計におけるコンテンツ利用状況

●家計におけるコンテンツ関連支出は、書籍・他の印刷物、放送受信料の順に大きく、前年比では放送受信料が微増

　総務省「家計調査」によると、平成23年の家計のコンテンツ関連の年間支出総額は、8万1,583円（前年比1.8％減）となっている（図表4-8-2-1）。内訳としては、書籍・他の印刷物が4万5,408円と最も大きく、放送受信料が2万3,537円で続いている。支出額の前年比を見てみると、映画・演劇等入場料とテレビゲームが大幅な減少、放送受信料が微増となった。




図表4-8-2-1　コンテンツ関連の年間消費支出額



[image: 図表4-8-2-1　コンテンツ関連の年間消費支出額のグラフ]



総務省「家計調査」（総世帯）により作成

http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm




第9節　研究開発

1　情報通信産業の研究

（1）研究開発費

●平成22年度の情報通信産業の研究費は3兆7,808億円で、企業等の研究費のうち31.5％を占める

　「平成23年科学技術研究調査」によると、平成22年度の我が国の科学技術研究費の総額（企業等、非営利団体・公的機関及び大学等の研究費の合計）は17兆1,100億円となっている。

　科学技術研究費の総額の約7割を占める企業等の研究費は、12兆100億円となっている。また、企業等の研究費のうち、情報通信産業の研究費1は3兆7,808億円（31.5％）を占めており、そのうち、情報通信機械器具製造業の研究費が最も多い（図表4-9-1-1）。科学技術研究費の総額17兆1,100億円について、第3期科学技術基本計画（平成18年3月閣議決定）における重点推進4分野（情報通信、ライフサイエンス、環境及びナノテクノロジー・材料の各分野）ごとにみると、情報通信分野は2兆4,220億円となっており、ライフサイエンス分野に次いで多くなっている（図表4-9-1-2）。




図表4-9-1-1　企業等の研究費の割合（平成22年度）



[image: 図表4-9-1-1　企業等の研究費の割合（平成22年度）のグラフ]



総務省「平成23年科学技術研究調査」により作成

http://www.stat.go.jp/data/kagaku/2011/index.htm






図表4-9-1-2　重点推進4分野別の研究費の推移



[image: 図表4-9-1-2　重点推進4分野別の研究費の推移のグラフ]



総務省「平成23年科学技術研究調査」により作成

http://www.stat.go.jp/data/kagaku/2011/index.htm







1　情報通信産業の研究費は、情報通信機械器具製造業、電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、情報通信業（情報サービス業、通信業、放送業及びインターネット附随・その他の情報通信業）の研究費の合計を指す。



（2）情報通信分野の研究開発における産学連携

●平成22年度の共同研究は前年度と比べて増加し、受託研究数は減少している

　情報通信分野における研究開発の産学連携について、国公私立大学等と企業等の共同研究2数は平成22年度1,579件で、平成21年度の1,524件より55件の増加となった。また、平成22年度の受託研究数3は1,395件で、平成21年度の1,404件より9件減少している（図表4-9-1-3）。




図表4-9-1-3　情報通信分野の共同研究及び受託研究数の推移



[image: 図表4-9-1-3　情報通信分野の共同研究及び受託研究数の推移のグラフ]



文部科学省「平成22年度　大学等における産学連携等実施状況について」により作成

http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/1313463.htm





　平成22年度の共同研究と受託研究の合計件数は、重点推進4分野の中では情報通信分野が最も少なくなっている。（図表4-9-1-4）。




図表4-9-1-4　重点推進4分野の共同研究及び受託研究の状況（平成22年度）



[image: 図表4-9-1-4　重点推進4分野の共同研究及び受託研究の状況（平成22年度）のグラフ]



文部科学省「平成22年度　大学等における産学連携等実施状況について」により作成

http://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/1313463.htm







2　共同研究：大学等と企業等とが共通の課題について分担して研究を行うにあたり、当該企業等からそのための研究経費が大学等に対し支弁されているものとし、経費が大学等に支弁されないものは除外している。

3　受託研究：大学等が国や民間企業等からの委託により、主として大学等のみが研究開発を行い、「共同研究」同様、相手方からそのための研究経費が大学等に対し支弁されているものとし、経費が大学等に支弁されないものは除外している。



2　技術貿易

●平成22年度の情報通信産業の技術貿易額は、輸出超過傾向にある

　平成22年度の我が国の技術貿易額4について、技術輸出による受取額（技術輸出額）が2兆4,366億円で、うち情報通信産業5は4,071億円となり、全体の16.7％を占めている。一方、技術輸入による支払額（技術輸入額）は、5,301億円で、うち情報通信産業は3,101億円となり、全体の58.5％を占めている。技術貿易額全体、うち情報通信産業ともに輸出超過の状態となっている（図表4-9-2-1）。




図表4-9-2-1　技術貿易額の産業別割合（平成22年度）



[image: 図表4-9-2-1　技術貿易額の産業別割合（平成22年度）のグラフ]



総務省「平成23年科学技術研究調査」により作成

http://www.stat.go.jp/data/kagaku/2011/index.htm





　なお、情報通信産業については、技術輸出額・技術輸入額ともに情報通信機械器具製造業が最も大きな割合を占めている。



4　技術貿易額とは、外国との間におけるパテント、ノウハウや技術指導等の技術の提供（輸出）又は受入れ（輸入）に係る対価受取額又は対価支払額のこと。

5　情報通信産業は、ここでは情報通信機械器具製造業、電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、情報通信業（情報サービス業、通信業、放送業、インターネット附随・その他の情報通信業）を指す。



3　研究者数

●企業等の研究者のうち、情報通信産業の研究者は19万310人で、38.8％を占める

　平成23年3月31日現在の我が国の研究者（企業等、非営利団体・公的機関及び大学等の研究者の合計）は、84万2,900人と過去最高で10年連続の増加となっている。そのうち約6割を占める企業等の研究者49万538人のうち、情報通信産業の研究者6は19万310人となっており、企業等の研究者の38.8％を占めている。なお、情報通信産業の研究者の中では、情報通信機械器具製造業の研究者が最も多い（図表4-9-3-1）。




図表4-9-3-1　企業等の研究者数の産業別割合（平成23年3月31日現在）



[image: 図表4-9-3-1　企業等の研究者数の産業別割合（平成23年3月31日現在）のグラフ]



総務省「平成23年科学技術研究調査」により作成

http://www.stat.go.jp/data/kagaku/2011/index.htm







6　情報通信産業の研究者とは、情報通信機械器具製造業、電気機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、情報通信業（情報サービス業、通信業、放送業、インターネット附随・その他の情報通信業）に従事する研究者を指す。


第10節　郵便・信書便事業

1　郵便事業

（1）郵便事業株式会社の財務状況

●平成23年度の純利益は、45億円の赤字

　平成23年度の郵便事業株式会社の純利益は、45億円の赤字となっている（図表4-10-1-1）。




図表4-10-1-1　郵便事業損益（決算）



[image: 図表4-10-1-1　郵便事業損益（決算）の表]



郵便事業（株）資料により作成





（2）郵便事業関連施設数

●郵便局数がほぼ横ばいの一方、郵便ポスト数及び郵便切手類販売所・印紙売りさばき所数は増加傾向

　平成23年度末における郵便局数は、2万4,514局となっている（図表4-10-1-2）。内訳をみると、直営の郵便局（分室及び閉鎖中の郵便局を含む）が2万217局、簡易郵便局（閉鎖中の簡易郵便局を含む）が4,297局となっている（図表4-10-1-3）。




図表4-10-1-2　郵便事業の関連施設数の推移



[image: 図表4-10-1-2　郵便事業の関連施設数の推移のグラフ]



郵便事業（株）及び郵便局（株）資料により作成






図表4-10-1-3　郵便局数の内訳（平成23年度末）



[image: 図表4-10-1-3　郵便局数の内訳（平成23年度末）の表]



郵便局（株）資料により作成





　また、郵便局を、営業中・閉鎖中の別でみると、営業中の局が2万4,222局、閉鎖中の局が292局となっている。なお、閉鎖中の郵便局については、平成23年3月の東日本大震災の影響により一時閉鎖している局を含む。



（3）引受郵便等物数

●平成23年度の引受郵便等物数は、荷物を除き減少傾向

　平成23年度における総引受郵便等物数は、223億6,335万通・個となっている。内訳は、内国引受郵便物数190億5,841万通、内国引受荷物数32億5,545万個、国際郵便物数4,949万通となっている（図表4-10-1-4）。




図表4-10-1-4　総引受郵便等物数の推移



[image: 図表4-10-1-4　総引受郵便等物数の推移のグラフ]



郵便事業（株）資料により作成





2　信書便事業

（1）売上高

●特定信書便事業の売上高は毎年増加しており、平成22年度には69億円に達している

　平成22年度の特定信書便事業の売上高は、69億円となっており、前年度比60.5％の伸びを示している（図表4-10-2-1）。




図表4-10-2-1　信書便事業者の売上高の推移



[image: 図表4-10-2-1　信書便事業者の売上高の推移のグラフ]




（2）事業者数

●特定信書便事業者数は、1号役務を主として年々増加する傾向

　平成15年4月の民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）施行後、一般信書便事業1への参入は行われていないものの、特定信書便事業2への参入は着実に増加しており、平成23年度末現在で374者が参入している（図表4-10-2-2）。また、提供役務の種類別にみると、1号役務での参入が比較的多くみられる（図表4-10-2-3）。




図表4-10-2-2　特定信書便事業者数の推移



[image: 図表4-10-2-2　特定信書便事業者数の推移のグラフ]





図表4-10-2-3　提供役務種類別・事業者数の推移（特定信書便事業）



[image: 図表4-10-2-3　提供役務種類別・事業者数の推移（特定信書便事業）の表]




1　一般信書便役務を全国提供する条件で、すべての信書の送達が可能となる「全国全面参入型」の事業。

2　創意工夫を凝らした「特定サービス型」の事業。特定信書便役務（1号～3号）のいずれかをみたす必要がある。



（3）取扱実績

●引受信書便物数は毎年増加しており、平成22年度末は628万通

　平成22年度の引受信書便物数は、628万通となっており、前年度比23.9％の伸びを示している（図表4-10-2-4）。




図表4-10-2-4　引受信書便物数の推移



[image: 図表4-10-2-4　引受信書便物数の推移のグラフ]



第5章　情報通信政策の動向

第1節　総合戦略の推進

1　国家戦略の推進

　政府は、平成13年1月に、「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」（平成12年法律第144号）を施行するとともに、「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部」（IT戦略本部）を設置し、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進している。

　平成22年5月には、新たな国民主権の社会を確立することを目的に、①国民本位の電子行政の実現、②地域の絆の再生、③新市場の創出と国際展開を重点戦略（3本柱）とした「新たな情報通信技術戦略」を、平成23年8月に「新たな情報通信技術戦略 工程表 改訂版」を策定した。また、同年6月にIT戦略本部企画委員会に「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会」を、同年8月に電子行政、医療、ITS（高度道路交通システム：Intelligent Transport Systems）の各分野についてのタスクフォースを、平成24年3月に「IT防災ライフライン推進協議会」及び「政府情報システム刷新有識者会議」を設置した（図表5-1-1-1）。




図表5-1-1-1　IT戦略本部の組織図



[image: 図表5-1-1-1　IT戦略本部の組織図の図]




※　総務省の情報通信政策のうち、特集で掲載した政策の一部については、本章への再掲を行っていない。



（1）情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会

　「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会」では、平成23年3月に、省庁横断的な視点、利用者である国民の視点から情報通信技術（ICT）の利活用を阻む規制・制度・慣行を特定し、それを見直すための提言を盛り込んだ報告書1を取りまとめた。これを踏まえ、同年8月にIT戦略本部において、36項目からなる「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に係る対処方針」が策定された。今後、IT戦略本部企画委員会が中心となって、対処方針の進捗状況をフォローアップし、その結果をIT戦略本部に報告することとされている。



1　情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会　報告書： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kaikaku/hokokusho.pdf



（2）電子行政に関するタスクフォース

　「電子行政に関するタスクフォース」では、電子行政推進に関する調査・検討を行っており、平成23年7月に取りまとめた同タスクフォースの提言2を踏まえ、同年8月にIT戦略本部において、今後、政府として、電子行政施策を強力に推進していくために立脚すべき指針として、「電子行政推進に関する基本方針」を策定した。



2　電子行政推進に関する基本方針に係る提言：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/denshigyousei/housin.pdf



（3）医療情報化に関するタスクフォース

　「医療情報化に関するタスクフォース」では、医療情報化に関する調査・検討を行っており、平成23年5月に取りまとめた「医療情報化に関するタスクフォース 報告書3」を踏まえ、「どこでもMY病院」（自己医療・健康情報活用サービス）構想の実現、シームレスな地域連携医療の実現、レセプト情報等の活用による医療の効率化等に向けた作業部会を設置し、検討を行っている。



3　医療情報化に関するタスクフォース　報告書：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/iryoujyouhou/pdf/houkokusho.pdf



（4）ITSに関するタスクフォース

　「ITSに関するタスクフォース」では、ITSによる人やモノの移動のグリーン化（グリーンITS）及びICTを活用した安全運転支援システムの導入・整備の推進について調査・検討を行っており、平成23年6月に「ITSに関するタスクフォース 報告書4」を公表した。これを踏まえ、同年8月にIT戦略本部において、「ITSに関するロードマップ」を策定した。



4　ITSに関するタスクフォース　報告書：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/its/houkokusho.pdf



（5）IT防災ライフライン推進協議会

　平成24年3月に、官民連携の下、ICTを活用した防災ライフラインの検討及び普及を進め、官民の取組についての情報共有と連携の強化を図るため、「IT防災ライフライン推進協議会5」を設置し、防災と災害発生時にICT基盤を有効に活用できるようにするための指針となるガイドラインの策定に向け、検討を進めている

（第3章第4節参照）。



5　IT防災ライフライン推進協議会： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/bousai.html



（6）政府情報システム刷新有識者会議

　平成24年3月に、いわゆる旧式（レガシー）システムの刷新をはじめとする政府情報システムの統廃合・集約化等の改善・刷新及び政府CIO制度等について検討を行うため、IT戦略本部及び行政改革実行本部に「政府情報システム刷新有識者会議6」を設置した。同有識者会議の議論を受けて、政府情報システムの棚卸しなどの取組が展開されている。今後は、レガシーシステム刷新や政府情報システムの統廃合・集約化等のための「政府情報システムの刷新のための共通方針」の策定を目指すなど、刷新の取組を更に推進することとしている。



6　政府情報システム刷新有識者会議： http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/yuushikisha/



2　知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方

　平成23年2月の情報通信審議会諮問第17号「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」（図表5-1-2-1）を受けて、情報通信審議会において、「新事業創出戦略委員会7」及び「研究開発戦略委員会8」（以下「両委員会」という。）が設置された。両委員会では、本格的な「知識情報社会」の実現に向けて、2020年（平成32年）頃までを視野に入れ、今後の市場構造の変化、国民利用者の社会生活に及ぼす影響等を踏まえつつ、ICT政策の今後の方向性を示す「総合戦略」を描くことを目的として、検討が行われている。

　その後、平成23年3月に発生した東日本大震災を踏まえて、その復旧・復興から必要となるICT政策が緊急的に検討され、同年7月に中間答申が取りまとめられた。中間答申においては、東日本復興と日本再生に向けたICTの各施策が提言され、2020年（平成32年）頃の目指すべき社会の具体化や、世界最先端の情報流通連携基盤を通じた円滑な情報の流通・連携による知識情報社会の実現に向けて、引き続きの検討を深めていく必要性が提示された。

　これを受け、2020年（平成32年）頃までを視野に入れた、「知識情報社会」の実現に向けた情報通信政策の在り方について、技術とビジネスの総合的な観点から効率的な検討を行うため、平成23年12月に、両委員会の下に合同ワーキンググループとして「基本戦略ボード」が設置され、ICT総合戦略についての検討が行われている9。




図表5-1-2-1　諮問第17号「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」の概要



[image: 図表5-1-2-1　諮問第17号「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」の概要の図]




　また、基本戦略ボードにおける議論に基づき、今後成長が期待される分野であるビッグデータの活用について、より専門的な観点からの課題の抽出等を行うため、基本戦略ボードに「ビッグデータの活用に関するアドホックグループ」が設置された。

　同アドホックグループでは、ビッグデータの活用に関する取組について、関係者からのヒアリング等を通じて、ビッグデータを取り巻くICTの進展状況、ビッグデータの活用事例、ビッグデータの活用に当たっての技術的・制度的課題、ビッグデータの活用に関する将来像等について検討を行い、平成24年5月に、これらの検討結果が「ビッグデータの活用の在り方について」として取りまとめられた10（第2章第1節参照）。

　基本戦略ボードや同アドホックグループにおける検討を踏まえ、取りまとめられたICT総合戦略（案）について、平成24年6月より意見募集が行われている。ICT総合戦略（案）においては、グローバルな動向、我が国を取り巻く状況、ICTのトレンド等を踏まえて、崖っぷち日本からの脱出のために、人と情報が集積し、イノベーションが作り出される環境の整備を行うことが重要であり、これらを実現する新しいICT総合的展開方策を推進することにより、2020年（平成32年）に「情報資源を利活用した国際競争力あるアクティブな日本（Active ICT JAPAN）」の実現を目指すことが重要とされている（図表5-1-2-2及び図表5-1-2-3）。

　また、2020年（平成32年）に目指すべきターゲットとして、5つの重点領域（①アクティブで快適な暮らし、②ビッグデータ利活用による経済成長、③リッチコンテンツの享受、④堅牢・柔軟なICTインフラの構築、⑤世界最高水準のセキュリティの実現）が明らかにされ、その実現のための戦略として、①アクティブライフ戦略、②アクティブデータ戦略、③リッチコンテンツ戦略、④アクティブコミュニケーション戦略、⑤安心・安全／高信頼ICT戦略の5つの戦略が必要であるとされている。

　さらに、ICTの社会実装とイノベーションの創出に向けた新たなICT展開スキームで戦略の推進を図ることが肝要であり、①ICT総合戦略の効果的実施に向けた推進体制の整備、②イノベーションを創出する総合的なICT政策の展開、③社会実装と連動した新たなICTプロジェクトの推進、④アクティブ・グローバル型人材の育成、⑤グローバル展開方策の導入が重要であるとされている。

　意見募集の結果や委員会等での議論を踏まえ、情報通信審議会から、平成24年7月に最終答申が行われる予定である。




図表5-1-2-2　ICT分野における課題と今後の展開の基本的考え方



[image: 図表5-1-2-2　ICT分野における課題と今後の展開の基本的考え方の図]





図表5-1-2-3　「Active ICT JAPAN」実現に向けた5つの戦略



[image: 図表5-1-2-3　「Active ICT JAPAN」実現に向けた5つの戦略の図]




7　新事業創出戦略委員会: http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/shinjigyo/index.html

8　研究開発戦略委員会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/kenkyu/index.html

9　基本戦略ボード： http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/shinjigyo/kihonsenryaku.html

10　ビッグデータの活用に関するアドホックグループ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/shinjigyo/index.html



3　クラウドサービスの展開

（1）「スマート・クラウド戦略」に基づく取組

ア　ジャパン・クラウド・コンソーシアムの活動

　クラウドサービスの普及を産学官が連携して総合力を発揮しつつ推進するため、平成22年12月に、民間団体「ジャパン・クラウド・コンソーシアム11」が設立された。ジャパン・クラウド・コンソーシアムは、平成24年6月現在で430を超える企業が参画し、クラウドサービス関連企業・団体等におけるクラウドサービス普及に向けた様々な取組について、具体的なサービスモデル等の検討を行う8つのワーキンググループを設置し、情報の共有や新たな課題の抽出等を行っている（図表5-1-3-1）。

　平成24年3月には、復旧・復興、成長に向けたクラウドの可能性というテーマの下、「ジャパン・クラウド・シンポジウム2012」を開催した。また、東日本大震災時におけるクラウドサービスの利活用事例を取りまとめ、「東日本大震災に関するクラウドサービス利活用事例集」を公表している。




図表5-1-3-1　ジャパン・クラウド・コンソーシアム



[image: 図表5-1-3-1　ジャパン・クラウド・コンソーシアムの図]




イ　「利活用戦略」

　「利活用戦略」では、新たな蔵独活サービスの創出に向けた支援等を実施している。



（ア）ASP・SaaS・クラウド普及促進協議会

　ASP・SaaSやクラウドの普及促進を図るため、総務省は、特定非営利活動法人ASP・SaaS・クラウドコンソーシアム（ASPIC： ASP-SaaS-Cloud Consortium）と共同で設立した「ASP・SaaS・クラウド普及促進協議会12」において、平成23年12月に、「ASP・SaaSの安全・信頼性に係る情報開示指針」、「データセンターの安全・信頼性に係る情報開示指針（第2版）」及び「IaaS・PaaSの安全・信頼性に係る情報開示指針」を合わせて、「クラウドサービスの安全・信頼性に係る情報開示指針」として整備するなど、これまでに次の取組を進めている（図表5-1-3-2）。




図表5-1-3-2　ASP・SaaS・クラウド普及促進協議会関連の最近の取組



[image: 図表5-1-3-2　ASP・SaaS・クラウド普及促進協議会関連の最近の取組の表]




（イ）「クラウドテストベッドコンソーシアム」の設立

　総務省では、「スマート・クラウド戦略」において、「中小企業・ベンチャー企業等による新たなクラウドサービスの開発を支援することを目的とするプラットフォームの整備」について言及し、平成23年度から3か年計画で、中小・ベンチャー企業向け先進的クラウドサービス創出支援事業を実施している。

　同事業では、独立行政法人情報通信研究機構及び独立行政法人統計センターと連携して、中小・ベンチャー企業等向けのインキュベーション施策等を提供するため、平成23年12月に「クラウドテストベッドコンソーシアム13」を設立し、平成24年6月1日現在で、60の企業又は団体が参加している。

　同コンソーシアムでは、仮想マシンを提供するほか、統計情報データベースの新たな情報提供の仕組としてWebAPIを試験的に提供した。さらに、会員の取組として「統計活用ワーキンググループ」を設置し、統計情報のビジネス活用に向けた議論等を始めている。

　IT戦略本部において、オープンガバメントに関する議論が本格化しており、同コンソーシアムでの取組は、我が国のオープンガバメントの先行事例として、引き続き拡充・推進していく。



ウ　「技術戦略」

　「技術戦略」では、クラウド間連携に関する研究開発と標準化等を実施している。例えば、高信頼で省電力なクラウド間連携技術の研究開発を実施、それらの研究開発成果を基に、グローバルクラウド基盤連携技術フォーラム（GICTF）と連携しつつ、複数のクラウド間を連携する機能等を国際電気通信連合電気通信標準化部門（ITU-T）に提案するなどの取組が行われている。



エ　「国際戦略」

　「国際戦略」では、クラウド政策対話等を実施している。平成24年3月に開催された「インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話（第3回局長級会合）」において、日米クラウドワーキンググループを設置し、日米産業界から提示される見解に基づいた重要な政策課題を特定した後、平成24年秋を目途として開催することで一致した。また、平成23年6月の日EU ICT政策対話、同年9月の日韓クラウド政策対話、平成24年4月の日EUでのクラウドサービスに関する実務者会議（日EUクラウドコンピューティング技術セミナー）等、各国との意見交換を継続して実施することにより、クラウドサービスの利活用を促進するための国際的な共通認識の醸成に向けた取組を積極的に推進している。



11　ジャパン・クラウド・コンソーシアム：http://www.japan-cloud.org/

12　ASP・SaaS・クラウド普及促進協議会： http://www.aspicjapan.org/business/diffusion/index.html

13　クラウドテストベッドコンソーシアム：http://www.cloud-testbed.jp/



4　ICTによる生産性向上

　我が国は、資源に乏しい上、少子高齢化が進み、経済の成長力強化が喫緊の課題となっている。そこで、世界最先端のブロードバンド環境が整備されているという強みを生かし、ICTを活用した生産性の向上に積極的に取り組んでいく必要がある。このため、関係省庁、自治体等の関係機関と連携協力しながら、中小・ベンチャー企業等に対する情報通信分野の事業支援等に取り組んでいる。



（1）ICTベンチャーの創出・成長支援

　グローバル競争の激化する中で、我が国のICT 産業が更なる発展を遂げるために、イノベーションの担い手として期待されているのが、先進的・独創的な技術やビジネスモデルによりニュービジネスを創出するICT ベンチャーである。総務省としては、関係省庁と連携しつつ、人材確保・育成、情報提供等の面について、次のとおりICT ベンチャーの創業・成長を促進するための支援を講じている（図表5-1-4-1）。




図表5-1-4-1　ICTベンチャーの育成支援



[image: 図表5-1-4-1　ICTベンチャーの育成支援の表]




（2）テスト環境整備による支援

　スマートフォンの急激な普及、アプリストアの世界規模の拡大を踏まえ、多くの個人や中小・ベンチャー企業がアプリ開発に参入する一方で、スマートフォンの機種数も急拡大していることから、中小・ベンチャー企業等ではアプリケーション開発における機種ごとの検証作業が課題となっている。また、宮城県では、東日本大震災復興における中小企業等の支援が急務でもあることから、スマートフォンにおけるアプリケーション開発をはじめとする関連産業の振興と競争力強化を図るため、総務省からの震災復興のための補助事業として、スマートフォンのコンテンツデザインや関連デバイス開発時の動作検証等を実施できるテストセンターを整備し、テストの迅速な実施によってスマートフォン関連産業の振興に関する実証・検証を行う「スマートホンテストセンターによるコンテンツデザイン産業支援事業」を行っている（図表5-1-4-2）。




図表5-1-4-2　スマートホンテストセンターによるコンテンツデザイン産業支援事業



[image: 図表5-1-4-2　スマートホンテストセンターによるコンテンツデザイン産業支援事業の図]




（3）中小企業技術革新制度（SBIR制度）による支援

　中小企業技術革新制度（SBIR制度）とは、中小企業者等の新たな事業活動の促進を図ることを目的とし、国の研究開発事業について、中小企業者等の参加機会の増大を図るとともに、それによって得られた研究開発成果の事業化を支援する制度である。具体的には、新たな事業活動につながる新技術の研究開発のための特定の補助金・委託費等を受けた中小企業者等に対して、その成果の事業化を支援するため、特許料等の軽減等の支援措置を講じている。平成23年度は、関係7省（総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省及び環境省）で合計110の特定補助金等を指定しており、総務省関連では、次の事業が該当している（図表5-1-4-3）。




図表5-1-4-3　SBIR特定補助金等事業（総務省関係）



[image: 図表5-1-4-3　SBIR特定補助金等事業（総務省関係）の表]



第2節　情報通信政策の展開

1　電気通信事業政策の展開

（1）ブロードバンドの普及促進

ア　ブロードバンドの普及促進のための環境整備

　総務省では、平成22年12月に、ブロードバンド普及促進のための「基本方針1」及びその取組スケジュールを掲げた「工程表2」を策定・公表したところである。

　同基本方針、同工程表等を踏まえ、通信ネットワークのIP網への移行、モバイル化の進展、コンテンツ配信市場などの上位レイヤー市場の発展等、市場環境が変化する中で、ブロードバンドの普及促進を図る観点から、電話網の円滑な移行の在り方や競争政策の在り方について平成23年3月に情報通信審議会に諮問し、同年12月に答申3を受けた。この答申を踏まえ、ブロードバンドの普及に係る指標の達成度合いや公正競争要件の遵守状況等について総合的に検証するため、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」（図表5-2-1-1）を創設し、平成24年度から運用を開始するとともに、その他関係法令・ガイドラインの改正等、所要の措置を講じているところである。

　なお、条件不利地域での基盤整備を加速させるため、平成23年度から、超高速ブロードバンド基盤整備を実施する地方公共団体等に対して事業費の一部を支援する「情報通信利用環境整備推進事業」を実施している。




図表5-2-1-1　ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の概要



[image: 図表5-2-1-1　ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の概要の図]




イ　無線LANの利用促進

　スマートフォン等の無線LANを搭載した携帯端末の普及を背景として、無線LANを利用する機会が増えてきている。最近では、ゲーム機器やカメラ、テレビ等にも無線LANが搭載されており、無線LANが我々の生活に浸透してきている。

　公衆無線LANは、近年、多くの事業者等がサービスを提供しており、その提供主体も多岐にわたっている。公衆無線LANを主たる事業とする事業者のほか、携帯電話事業者、FTTHサービスを提供する事業者等や、最近では、自治体や商店街が主体となって無線LANを提供する事例もみられている。

　また、無線LANの具体的な活用について、携帯電話事業者は、急増するモバイルトラヒックを無線LANに流すオフロードに積極的に取り組んでおり、自治体や商店街は、観光客の誘致や集客力の向上を図る取組を進めている。

　しかし、無線LANの提供に関し、様々な課題も出てきている。電波が混雑している場所等において、公衆無線LANに繋がりにくい状況が発生していることや、安心安全な利用に関する利用者への情報提供が必ずしも十分とはいえないことなどが指摘されている。

　こうした状況を踏まえ、総務省では、平成24年3月から「無線LANビジネス研究会4」において、無線LANに関する現状を整理するとともに、その安心安全な利用や普及に関する課題の抽出・整理を行い、必要な方策を検討しており、平成24年7月に報告書を取りまとめる予定である。



1　ブロードバンド普及促進のための基本方針：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_01000010.html

2　工程表：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_01000011.html

3　「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_02000039.html

4　無線LANビジネス研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/lan/index.html



（2）IPv6の推進

　インターネット上の住所に相当するIPアドレスは、IANA（Internet　Assigned　Number　Authority）により、世界5地域に設けられた地域インターネットレジストリに分配されており、アジア太平洋地域については、APNIC（Asia　Pacific　Network　Information　Centre）が管理を行っている。現在、インターネットにおいて主に利用されているIPv4アドレスについては、平成23年2月にIANAの世界共通在庫が、同年4月にAPNIC及び我が国のIPアドレスを管理するJPNIC（Japan　Network　Information　Center）の在庫が枯渇した（第4章第5節参照）。これを受け、我が国の通信事業者等においては、IPv4の後継規格であるIPv6の早期導入がこれまで以上に重要となっており、IPv6インターネット接続サービスの提供が本格化しつつある。

　こうした状況を踏まえ、総務省では、「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会5」において、IPv6対応に係る現状の課題とその対応策について検討を行い、平成23年12月に「第三次報告書」を取りまとめ、公表した6。併せて、IPv6アドレスを付与したセンサ等が収集するエネルギー需給、気温、湿度等の環境情報をクラウドに集約することにより、高度な管理・制御への応用が期待される環境クラウドサービスについて、その提供を促進するため、「環境クラウドサービスの構築・運用ガイドライン」を取りまとめ、公表した。

　このほか、IPv6技術者の育成を目的としたIPv6ハンズオンセミナー（IPv6オペレータ育成プログラム）の実施、IPv6検証環境（テストベッド）の提供等、IPv6対応に向けた活動を推進している。



5　IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/ipv6_internet/index.html

6　「IPv6によるインターネットの利用高度化に関する研究会 第三次報告書」及び「環境クラウドサービスの構築・運用ガイドライン」：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/ipv6_internet/01kiban04_02000029.html



（3）公正な競争環境の整備

ア　公正競争ルールの整備

　第177回国会（常会）において、「電気通信事業法」（昭和59年法律第86号）及び「日本電信電話株式会社等に関する法律」（昭和59年法律第85号。以下「NTT法」という。）の改正が行われた。

　電気通信事業法の改正においては、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に対し、子会社等に電気通信業務等を委託する場合に、当該子会社等が反競争的行為（接続情報の目的外利用等）を行わないよう適切に監督すること及び自社内の設備部門とその他の部門との間のファイアーウォールを強化することにより接続の業務に関して知り得た情報を適切に管理し、他の電気通信事業者を不利に取り扱わないことを確保するための体制の整備等の措置を講ずることを義務付けることとされた。

　他方、NTT法の改正においては、市場の変化や消費者のニーズに対応し、東・西NTTも新サービスを適時に提供できることが望ましいこと等に鑑み、東・西NTTが地域電気通信事業の経営を達成するために必要な業務（目的達成業務）及び同社が保有する設備、技術又は職員を活用して行う業務（活用業務）を営む際において、総務大臣による認可制を改め、事前の届出により同社が当該業務を営めるようにすることとされた。



イ　加入光ファイバ接続料算定方法の検討

　総務省では、FTTH市場における競争を一層促進し、ブロードバンドサービスの普及促進を図るため、分岐単位接続料設定の適否を含む加入光ファイバ接続料算定方法の見直しなどのアクセス網のオープン化について検討を行ってきた。このうち、加入光ファイバに係る分岐単位接続料設定の適否については、平成24年3月29日に、情報通信行政・郵政行政審議会から、光配線区画の拡大とその補完的措置としてのエントリーメニュー（複数年段階料金等を設定することにより新規参入当初における接続事業者の負担軽減を図るもの）の早期導入が適当との答申を受けた7。これを踏まえ、同日付で、答申事項の早期実施を条件として付して、平成24年度一芯単位接続料に係る乖離額補正認可を行った。平成24年6月に東・西NTTよりエントリーメニューの導入のための接続約款変更が申請されたところであり、今後、情報通信行政・郵政行政審議会において審議が行われる予定である。



ウ　電気通信事業分野における競争評価

　総務省では、複雑化する電気通信事業分野における競争状況を正確に把握し、政策に反映していくため、平成15年度から毎年度、「電気通信事業分野における競争状況の評価」（以下「競争評価」という。）を実施している8。

　競争評価においては、平成18年度より定点的評価に加え、特定のテーマに焦点を当てた戦略的評価を行っており、「競争評価2010」では、2009年度（平成21年度）の戦略的評価「電気通信サービスに係る消費者選好の変化に関する経時的分析」においてFTTHと3G携帯電話の関係について考察したのに引き続き、近年、スマートフォン、タブレットPCといった新たな携帯端末が市場において注目され始めたことを踏まえ、「携帯電話端末、スマートフォン、タブレットPCの需要代替性の調査」を取上げ、平成23年9月に評価結果報告書を公表した9。

　また、「競争評価2011」については、近年のメタル回線から光ファイバへのマイグレーションの進展、無線のブロードバンド化、電気通信事業を巡るビジネスモデルの多様化等の新たな動向を踏まえた競争評価を行う観点から、競争評価の実施に関する基本的な指針である「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本方針」を改定するとともに、年度計画である「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する実施細目2011」を策定し、平成24年2月に公表した。これらに基づき、平成23年度の競争評価では、近年の市場動向を的確に反映させる観点から、定点的評価の対象領域として新たに移動体データ通信領域を加え、① 「音声通信（固定系、移動系）」、② 「データ通信（固定系、移動系、ISP（固定系））」、③「法人向けネットワークサービス」の3領域に再構成した上で分析・評価を実施することとした。また、戦略的評価については、昨年度に引き続き、「携帯電話端末、スマートフォン、タブレットPCの需要代替性の調査分析」を取り上げるとともに、ブロードバンド普及促進のための「基本方針」に基づくブロードバンドの環境整備に資する観点から、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度」との連携強化を図ることとし、同制度における検証の柱の一つである「ブロードバンド普及促進に向けた取組状況の検証」 へのアプローチとして、FTTH市場における事業者間取引の状況に関する調査を併せて取上げ、実施することとしている。



7　情報通信行政・郵政行政審議会からの答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000107.html

8　電気通信事業分野における競争状況の評価：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyousouhyouka/index.html

9　「競争評価2010」評価結果：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_01000030.html



2　放送政策の展開

（1）新たな通信・放送法体系整備後の動向

　総務省では、平成23年6月に、通信・放送分野におけるデジタル化の進展に対応した制度の整理・合理化を図るため、各種の放送形態に対する制度を統合し、無線局の免許及び放送業務の認定制度を弾力化する等、放送、電波及び電気通信事業に係る制度改正を行った。法改正により、基幹放送事業者の経営の選択肢が拡大されたことに伴い、放送のハード・ソフト事業の分離や、ラジオ事業の1社2系統保有といった事例も現れてきている。



（2）衛星放送政策の展開

ア　「衛星基幹放送」と「衛星一般放送」

　我が国の衛星放送には、放送衛星を使用するBS放送と通信衛星を利用するCS放送（東経110度CS放送・東経124／128度CS放送等）とがあり、平成23年6月の改正放送法の施行に伴い、BS放送及び東経110度CS放送は「衛星基幹放送」、東経124／128度CS放送等は「衛星一般放送」となった。



イ　BS放送に係る新番組の放送開始

　BS放送については、平成23年7月24日にBSアナログ放送が終了し、デジタル放送へ完全移行した。

　この移行による空き周波数等を利用して、平成23年10月からHDTV11番組、また、平成24年3月からHDTV等7番組が新たに放送を開始した。これにより、BSデジタル放送全体で31番組（うち、テレビジョン放送29番組。）が視聴できるようになり、視聴者の多様なニーズに応える環境が整った。



ウ　東経110度CS放送に係る衛星基幹放送の業務の認定

　平成24年2月に、HDTV10番組及びSDTV4番組に対し、衛星基幹放送の業務の認定を行った10。これにより平成24年夏以降順次、新たな放送が開始される予定であり、HDTV番組が9番組から19番組に増加することで、今後、衛星放送のさらなる高画質化が図られることが期待される。





10　東経110度CS放送に係る衛星基幹放送の業務の認定：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu11_02000012.html



3　電波政策の展開

（1）電波政策概況

ア　電波の有効利用の推進

（ア）ホワイトスペースの有効利用

　有限希少な資源である電波を有効利用し、国民の利便性向上につなげる観点から、ホワイトスペース（放送用などの目的に割り当てられているが、地理的条件や時間的条件によって他の目的にも利用可能な周波数帯をいう。）の早期活用が期待されている。平成24年1月に「ホワイトスペース推進会議11」において、「ホワイトスペース利用システムの共用方針～地上テレビジョン放送用周波数帯における共用方針～」を取りまとめ、公表した。同共用方針を踏まえ、総務省では、平成24年3月にエリア放送の制度整備を行うとともに、通信型システムの技術基準の策定等を行いサービスの実現を図り、引き続き、ホワイトスペースの利活用を推進していく（図表5-2-3-1）。




図表5-2-3-1　ホワイトスペースの活用



[image: 図表5-2-3-1　ホワイトスペースの活用の図]




（イ）電波有効利用の促進に関する検討

　総務省では、ワイヤレスブロードバンドの進展等に伴い周波数が急速にひっ迫する中、国民生活の利便性向上や安心・安全確保のために必要となる電波の有効利用のための諸課題や具体的方策について検討することを目的として、平成24年4月から「電波有効利用の促進に関する検討会12」を開催している（図表5-2-3-2）。同検討会においては、新たなワイヤレスシステムにふさわしい規律の在り方、電波利用料の活用等によるワイヤレスシステムの高度化・普及の促進方策、周波数再編の強化のための方策、その他の電波有効利用の促進に関する課題等について、幅広い観点から検討を進めており、同年12月を目途に取りまとめを行う予定である。




図表5-2-3-2　電波有効利用の促進に関する検討会の開催の背景



[image: 図表5-2-3-2　電波有効利用の促進に関する検討会の開催の背景の図]




イ　周波数オークションの導入

　総務省では、我が国における周波数オークション制度（電波の免許人の選定に際し、入札を実施し、最高価格を入札した者を有資格者とする制度をいう。）の導入について検討を行うため、平成23年3月から「周波数オークションに関する懇談会13」を開催し、同年12月に報告書を取りまとめ、公表した。これを受け、周波数オークション制度の導入を可能とする「電波法の一部を改正する法律案」（図表5-2-3-3）を第180回国会（常会）に提出した。

　具体的には、特定の周波数を用いる電気通信業務用基地局（携帯電話基地局）について、総務大臣が定める入札開設指針に適合する入札開設計画を申請した者の中から、入札等（入札又は競り）により、最も入札価額の高い者の入札開設計画を認定する制度14を創設するものである。




図表5-2-3-3　電波法の一部を改正する法律案の概要



[image: 図表5-2-3-3　電波法の一部を改正する法律案の概要の図]




ウ　地上デジタル放送移行後の空き周波数の有効利用

　地上テレビジョン放送をアナログからデジタルに移行することに伴い、地上アナログ放送の終了及びデジタル放送のチャンネルの再配置により空いた周波数帯に携帯電話などを割当てするなど、周波数の有効利用を図っている。

　具体的には、地上アナログ放送で使用していた1チャンネルから3チャンネルまでをV-lowマルチメディア放送に、4チャンネルから12チャンネルまでをV-highマルチメディア放送及び自営通信（安全・安心の確保）に、53チャンネルから62チャンネルまでを携帯電話、ITS（高度道路交通システム：Intelligent Transport Systems）等に割り当てている（図表5-2-3-4）。




図表5-2-3-4　地上デジタル放送移行後の空き周波数の有効利用



[image: 図表5-2-3-4　地上デジタル放送移行後の空き周波数の有効利用の図]




11　ホワイトスペース推進会議：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/whitespace/index.html

12　電波有効利用の促進に関する検討会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/denpa_riyou/index.html

13　周波数オークションに関する懇談会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/syuha/index.html

14　開設計画の認定制度は、開設計画の認定を受けた事業者のみに、特定基地局の免許の申請を認める制度。



（2）電波利用の高度化・多様化に向けた取組

ア　700／900MHz帯における携帯電話用周波数の割当

　総務省は、平成22年5月から、700／900MHz帯における携帯電話用周波数確保の在り方等について、「グローバル時代におけるICT政策に関するタスクフォース」の下で開催した「ワイヤレスブロードバンド実現のための周波数検討ワーキンググループ15」において検討を行い、同年11月に検討結果を取りまとめ、公表した。これを踏まえ、同年12月にブロードバンド普及促進のための「基本方針」を策定し、同方針に従って、平成23年6月に電波法を改正した。また、同年7月に平成22年度電波の利用状況調査の評価結果を公表し、同年9月に周波数再編アクションプラン（平成23年9月改定版）の公表を行っている。

　これらを踏まえ、900MHz帯については、平成23年12月に開設指針（割当方針）を策定し、平成24年1月までに4件の申請を受け付け、電波法及び開設指針に定める審査基準に基づき審査を行った結果、同年3月にソフトバンクモバイルの開設計画を認定した。

　700MHz帯については、平成24年4月に開設指針を策定し、同年5月までに3件の申請を受け付け、審査基準に基づき審査を行った結果、同年6月にイー・アクセス、NTTドコモ、KDDI／沖縄セルラー電話の開設計画を認定した。



イ　広帯域移動無線アクセスシステムの高度化

　広帯域移動無線アクセスシステムは、無線による高速インターネットアクセスに対する利用者ニーズの高まりなどを受け、平成19年に制度化された後、全国2事業者及び地域事業者によりサービスが提供されている。サービス開始以降も、伝送速度の高速化など利用者の利便性向上を目的として技術の高度化が進められており、その利用者数は100万を超え、なお増加している。

　一方、平成23年12月から、下り100Mbps以上の伝送速度が実現可能な3．9世代移動通信システム（LTE：Long　Term　Evolution）のサービスが開始されるなど、移動通信サービスの高速化は進展を続けており、広帯域移動無線アクセスシステムについても光回線並みの高速大容量通信を可能とするための国際標準化作業が進められている。

　こうした状況を踏まえ、平成23年9月から情報通信審議会情報通信技術分科会において、伝送速度の高速化や効率的なエリア展開等を図ることを目的とし、隣接する周波数帯域も含めて広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に必要な技術的条件等の審議が行われ、平成24年4月に情報通信審議会から一部答申16を受けた。これを受け、今後、技術基準の策定等を進めていく予定である。



ウ　インマルサットGSPS型の導入

　東日本大震災の発生等を踏まえ、大規模災害時における衛星携帯電話の有用性が再認識され、災害に対する備え等のために衛星携帯電話のニーズが高まっている。総務省では、平成24年3月に、我が国でインマルサット衛星を用いた小型ハンディタイプを含む衛星携帯電話であるGSPS（Global Satellite Phone Services）型のサービス提供が可能となるよう関係規定の整備等を行った（図表5-2-3-5）。




図表5-2-3-5　インマルサットGSPS型の概要



[image: 図表5-2-3-5　インマルサットGSPS型の概要の図]






15　グローバル時代におけるICT政策に関するタスクフォース 電気通信市場の環境変化への対応検討部会　ワイヤレスブロードバンド実現のための周波数検討ワーキンググループ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/global_ict/wireless_broadband.html

16　情報通信審議会からの一部答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000091.html



（3）電波利用環境の整備

ア　生体電磁環境対策の推進

　総務省では、電波の人体への影響に関する調査を実施し、人体の防護のため、電波法令により国際ガイドラインと同等な電波の強さの安全基準を定めている17。これまでの調査・研究では、この安全基準を下回るレベルの電波と健康への影響との因果関係は確認されていないが、今後も科学的に安全性の検証を積み重ねていくことが重要であることから、総務省では、継続的に電波の安全性評価を行っていくこととしている。

　また、この安全基準のうち、携帯電話端末のように、頭のすぐそばで使用する無線機器に対しては、人体頭部における比吸収率（SAR：Specific Absorption Rate18）により電波の許容値を規定している。一方、ワイヤレス技術の進展に伴い無線機器の多様化が進み、今日では、スマートフォンやタブレット端末など、頭以外の体の近くで使用する無線機器が一般的なものとなっていることから、情報通信審議会において、人体側頭部を除く人体に近接して使用する無線機器等に対する比吸収率の測定方法について審議が行われ、平成23年10月に一部答申19を受けた。これにより、体に近づけて使用する各種の無線機器の安全性が評価できるようになり、総務省では現在、当該無線機器に対する安全基準の制度化を進めている。



イ　電磁障害対策

　各種電気・電子機器等の普及に伴い、無線利用が各種機器・設備から発せられる不要電波に対する電磁的な妨害対策が重要となっている。

　総務省では、情報通信審議会情報通信技術分科会に設置された「電波利用環境委員会20」において調査・検討が行われ、CISPR（国際無線障害特別委員会：Comite International Special des Perturbations Radioelectriques）における国際規格の審議に寄与するとともに、平成23年9月には情報通信審議会から、CISPRで定められた国際標準に基づき、家庭用電気機器、伝導工具及び類似機器からの妨害波の許容値と測定法等に関する一部答申21を受けるなど、国内における規格化を推進している。



ウ　電波利用環境の保護

　電波利用が拡大する中で、良好な電波利用環境を維持していくことはますます重要な課題となってきている。総務省では、電波利用環境を保護し、豊かな情報社会を実現するために、様々な電波利用環境保護行政サービスを提供している。

　平成24年7月25日以降、パーソナル無線で使用されている周波数帯は、携帯電話でも順次使用されることになっており、パーソナル無線に許可された周波数帯であっても、無免許や改造したパーソナル無線を使用し、携帯電話に妨害を与えた場合、電波法に定める重要な無線通信への妨害として、5年以下の懲役又は250万円以下の罰金の対象となる。このため、平成24年度においては、不法パーソナル無線による重要な無線通信への妨害に対処するため、不法パーソナル無線の一掃に向けた取組を強化している。

　また、平成24年3月から新たなチャンネル（21チャンネル及び23チャンネル）によるBS放送が開始されているが、同チャンネルの中間周波数が、1.5GHz帯を使用する携帯電話システムの周波数と重なることから、BS受信世帯がシールドの不十分なブースター等の設置工事をしている場合、漏洩した電波が携帯電話に障害を与えることが判明している。実際に全国規模の障害が発生したため、平成24年度から、携帯電話事業者と連携して、対象世帯のBS受信設備の点検・改修、工事業者団体への指導等の対策を実施しているところである。



17　電波防護指針：http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/body/protect/index.htm

18　生体が電磁界にさらされることによって単位質量の組織に単位時間に吸収されるエネルギー量

19　情報通信審議会からの一部答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban16_02000025.html

20　電波利用環境委員会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/denpa_kankyou/index.html

21　情報通信審議会からの一部答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban16_01000020.html



4　情報通信分野の事業者間紛争の処理

（1）電気通信紛争処理委員会によるあっせん・仲裁等

ア　電気通信紛争処理委員会の概要

（ア）電気通信紛争処理委員会の機能

　電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）は、電気通信分野において多様化する紛争事案を迅速・公平に処理するための専門組織であり、現在、総務大臣により任命された委員5名及び特別委員8名が紛争処理にあたっている。

　委員会は、①事業者間等の紛争を解決するためのあっせん・仲裁を行う、②総務大臣が命令、裁定等を行う際に諮問を受けて審議・答申を行う、③あっせん・仲裁、諮問に対する答申を行う中で、競争ルールの改善等について総務大臣に勧告を行うという3つの機能を有している（図表5-2-4-1）。

　また、委員会事務局に事業者相談窓口を設けて、事業者間の紛争に関する問合せ・相談等に対応している。




図表5-2-4-1　電気通信紛争処理委員会の機能の概要



[image: 図表5-2-4-1　電気通信紛争処理委員会の機能の概要の図]




（イ）あっせん・仲裁

　あっせんは、委員会が委員・特別委員の中から3名程度を「あっせん委員」として指名し、あっせん委員が両当事者の歩み寄りを促すことにより紛争の解決を図る手続である。必要に応じ、あっせん委員があっせん案を提示する。両当事者の合意により進められる手続のため、強制されることはない。

　仲裁は、原則として、両当事者の合意に基づき委員会が委員・特別委員の中から3名を「仲裁委員」として指名し、仲裁委員による仲裁判断に従うことを合意した上で行われる手続であり、仲裁判断には当事者間において確定判決と同一の効力が発生する。

　なお、あっせん・仲裁の対象となる紛争内容は、次のとおりである（図表5-2-4-2）。




図表5-2-4-2　あっせん・仲裁の対象となる紛争内容



[image: 図表5-2-4-2　あっせん・仲裁の対象となる紛争内容の表]




イ　委員会の活動の状況

　委員会は、平成23年度、電気通信事業者間の接続に関する紛争についてのあっせん4件、地上テレビジョン放送の再放送同意に関する紛争についてのあっせん3件を行った。また、事業者相談窓口において、相談対応15件を行った。

　なお、平成13年11月の委員会設立から平成24年3月末までに、あっせん58件（図表5-2-4-3）、仲裁3件の申請を処理し、総務大臣からの諮問に対する答申8件、総務大臣への勧告3件を実施している。




図表5-2-4-3　あっせんの処理状況



[image: 図表5-2-4-3　あっせんの処理状況のグラフ]




（2）総務大臣による協議命令・裁定

　電気通信分野においては、電気通信事業者間での電気通信設備の接続又は共用、電気通信設備設置用工作物の共用若しくは卸電気通信役務の提供に係る協議について協議が不調等になった場合には、電気通信事業法の規定に基づき、電気通信事業者が総務大臣に対して協議の開始又は再開の命令の申立て若しくは裁定の申請を行うことができる。

　放送分野においては、有線テレビジョン放送事業者と地上基幹放送事業者間での再放送同意について協議が不調等になった場合には、放送法（昭和25年法律第132号）の規定に基づき、有線テレビジョン放送事業者が総務大臣に対して裁定の申請を行うことができる。

　これら総務大臣による協議命令・裁定に関する紛争処理手続は、紛争の相手方の意向にかかわらず、当事者の一方の申立て又は申請により開始される。

　平成23年度において、総務大臣は、放送分野について裁定5件を行った。



5　インフラの安全・信頼性の確保

（1）電気通信インフラの安全・信頼性の確保

　東日本大震災により通信インフラにおいて輻輳や途絶等が広範囲かつ長期間にわたって発生したこと、平成23年台風第12号の風水害により山間部の集落等への通信手段が途絶したこと等を踏まえ、平成23年9月から情報通信審議会において、電気通信設備の安全・信頼性対策の強化に向けた方策について審議が行われ、平成24年2月に電気通信設備の安全・信頼性対策に関する事項について一部答申22を受けた。これを踏まえ、総務省では、災害時における一層の通信の確保のため、事業用電気通信設備規則等の一部を改正する作業を開始している。

　また、スマートフォンの利用者が急増する中、平成23年度は、スマートフォンをはじめとする携帯電話サービスに関する通信障害が多発した。総務省では、平成24年2月から「携帯電話通信障害対策連絡会」を開催し、携帯電話事業者等各社に対して通信設備や体制等の総点検を依頼するとともに、事業者間で継続的に通信障害の事例を情報交換し、各社において通信設備や体制等の点検を継続的に行える体制を構築するよう、社団法人電気通信事業者協会に対して依頼した。また、携帯電話サービスの一層の安定提供のため、平成24年4月から情報通信審議会において、スマートフォン時代に対応した通信設備の安全・信頼性基準等の見直しについて審議が開始されている（第2章第2節1（2）囲み記事参照）。



22　情報通信審議会からの一部答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban05_02000018.html



（2）放送インフラにおける安全・信頼性の確保

　放送は、日頃から国民生活に必需な情報をあまねく届け、災害や国民的な関心事に関する重要な情報を広範な国民に対し瞬時に伝達できることから、極めて高い公共性を有する社会基盤の一つとなっており、放送設備に起因した放送の業務への支障を防ぐことが重要である。このような背景を踏まえ、平成22年12月に、第176回国会（臨時会）において、放送中止事故の防止等、安全・信頼性を確保し、放送の公共的役割をより十全に発揮させることを可能とする観点から、「放送法」に放送設備に対する技術基準、設備に起因する重大な事故の報告等に関する規定を設ける旨の法案が可決、成立した。これを受け、情報通信審議会において、放送に係る安全・信頼性に関する技術的条件に関する審議が行われ、東日本大震災による放送設備の被災状況に関する分析も踏まえ、平成23年5月に一部答申23を受けた。総務省では、平成23年6月の改正放送法の施行に合わせて、一部答申に基づく技術基準、報告対象となる重大な事故等に係る規定を整備した（第3章第4節参照）。



23　情報通信審議会からの一部答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu08_01000022.html


第3節　国民の暮らしを守る安心・安全

1　電気通信サービスに関する消費者行政

（1）利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題への対応

　ICT関連の新たなサービスの登場や新技術を活用した情報の流通等により、知的財産権をはじめとする諸権利との関係を整理する必要が生じてきたことから、総務省では、平成21年4月から「利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会1」を開催している。同研究会において、平成22年9月から「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（平成13年法律第137号。以下「プロバイダ責任制限法」という。）の検証、迷惑メールへの対応の在り方、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備及び電気通信サービス利用者の利益の確保・向上について、各WGを開催の上検討を行い、平成23年度中に各課題に対する提言を取りまとめ、公表した（図表5-3-1-1）。




図表5-3-1-1　利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会の概要



[image: 図表5-3-1-1　利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会の概要の図]




1　利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会：http://www.soumu.go.jp/menu_sosiki/kenkyu/11454.html



（2）スマートフォン時代の安全・安心な利用環境整備

　総務省では、「利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会」で取りまとめた「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備に関する提言～スマートフォン時代の青少年保護を目指して～」を受け、スマートフォンの青少年への普及を踏まえ、リテラシーの向上とフィルタリングの改善に官民連携で取り組むとともに、実効的な青少年保護を組み込んだ形で、機器の設計、サービスの設計、事業者内部及び事業者間の体制の整備等を行うことを示す概念として、「青少年保護・バイ・デザイン」を提唱している。

　また、平成24年1月からは同研究会に開催した「スマートフォンを経由した利用者情報の取扱いに関するWG」において、スマートフォンにおける利用者情報が安全・安心な形で活用され、利便性の高いサービス提供につながるよう、諸外国の動向を含む現状と課題を把握し、利用者情報の取扱いに関する必要な対応等の検討を行っている。同年4月には、中間取りまとめ2を公表し、①スマートフォンを巡るサービス構造、②利用者情報の取扱いに関する現状、③今後の論点について整理を行った。また、併せて、スマートフォンの利用に際し、利用者自身で少なくとも注意すべき事項について整理された「スマートフォン プライバシー ガイド」を作成した（第2章第2節2（2）囲み記事参照）。




スマートフォン プライバシー ガイド



　スマートフォンが急速に普及する中、スマートフォン上の利用者情報が様々なサービス提供等に利用されています。利用者情報の取扱いは、関係する事業者において適正に行われるべきものですが、スマートフォンの利用には自己責任が求められる側面もあります。

　 「利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会・スマートフォンを経由した利用者情報の取り扱いに関するWG」においては、事業者における利用者情報の適正な取扱い方策について検討してまいりますが、現時点でもスマートフォンを利用者が一定程度安心して利用できるよう、利用者自身で少なくとも注意すべき事項について、「スマートフォン プライバシー ガイド」として、中間取りまとめに際して整理しました。

 

1　スマートフォンのサービス構造を知りましょう

● スマートフォンは携帯電話事業者のみによるサービスではありません。アプリケーション（アプリ）提供者やアプリ提供サイトの運用者など多くの事業者が、それぞれ役割を持ちサービスを提供しています。

● スマートフォンでは、インターネットを経由して多様なアプリを自ら選択してダウンロードの上利用することができます。その一方、利用者の自己責任が求められる側面もあります。

● 無料のアプリ等の中には、広告主からの広告収入等によって収益を得ることによりアプリの提供を実現しているものもあります。このような場合、アプリに組み込まれた「情報収集モジュール」と呼ばれるプログラムなどを通じ、利用者情報が情報収集事業者や広告配信事業者等へ送信される場合もあります。




[image: スマートフォンのサービス構造の図]




2　アプリの信頼性に関する情報を自ら入手し理解するように努めましょう

● スマートフォンには、電話番号、メールアドレスなど連絡先の情報、通信履歴、ウェブページの閲覧履歴、アプリの利用履歴、位置情報、写真や動画など様々な利用者情報が蓄積されます。アプリをインストールすると、これらの情報は、アプリを通じたサービス提供に活用されるほか、広告配信事業者等へ送信され、利用者の趣味・趣向に応じた広告の表示等に利用される場合もあります。

● このように利用者情報が収集・送信されて利用されることについてプライバシー上の不安がある場合、利用者も受け身ではなく、アプリの機能や評判、提供者など、アプリの信頼性に関する情報を自ら入手し、理解に努めるようにしましょう。

● その場合、評価サイトの評価や利用者のコメント等を参考にすることもできますが、それでも不安な場合には利用を避けることも大切です。

● 携帯電話事業者及び端末ベンダーなどが安全性を確認しているアプリ提供サイトなども必要に応じて活用しましょう。




[image: スマートフォンにおける主な利用者情報の図]




3　利用者情報の許諾画面等を確認しましょう

● アプリの信頼性を確認するためには、利用者情報がどのような目的で収集されているか、必要以上の利用者情報が収集されていないかなどもヒントになります。

● アプリをダウンロードする時や利用（起動）する時などに、収集される利用者情報に関する利用許諾を求める画面が表示される場合があります。また、アプリの利用規約やプライバシーポリシーが定められ公表されている場合もあります。

● 利用許諾画面や利用規約等において、収集される利用者情報の範囲などをよく確認し、内容を理解した上で、同意・利用するよう努めましょう。

● なお、利用許諾画面等が表示されない場合には、上記2の様々な方法によりアプリの信頼性の確認に努めましょう。




[image: 利用者情報の利用許諾画面の例の写真]






2　「スマートフォンを経由した利用者情報の取扱いに関するWG中間取りまとめ」：http://www.soumu.go.jp/main_content/000154856.pdf



（3）インターネット上の違法・有害情報への対策

　総務省では、平成23年7月に「利用者視点を踏まえたICTサービスに係る諸問題に関する研究会」で取りまとめた「プロバイダ責任制限法検証に関する提言」を踏まえ、開示の対象となる発信者情報に携帯電話端末等の個体識別番号を新たに追加するため、同年9月に「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律第四条第一項の発信者情報を定める省令」（平成14年総務省令第57号）を改正した。



（4）情報通信分野における個人情報の保護

　総務省では、電気通信事業における個人情報保護について、電気通信サービスの利便性の向上を図るとともに、利用者の権利利益を保護することを目的として、「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン」及び解説を策定している。平成23年11月に、電気通信事業者が取得する位置情報に関する関係省庁の協議結果を受けて、関係規定を整備するために同ガイドライン及び解説を改正した3。



3　電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン及び解説：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/telecom_perinfo_guideline_intro.html



2　情報セキュリティ対策の推進

（1）インターネットの安心・安全な利用環境の実現

　総務省では、重要インフラの一つである情報通信分野の主管官庁という立場から、国民が安心して情報通信ネットワークを利用できる環境を整備するため、次のような取組を実施している。



ア　スマートフォンに関する情報セキュリティ対策

　総務省では、平成23年10月から、スマートフォンやスマートフォンを通じたクラウドサービスの利用にあたっての情報セキュリティ上の課題を抽出するとともに、安全・安心な利用環境の構築のために講ずべき対策について検討すること等を目的として、「スマートフォン・クラウドセキュリティ研究会4」を開催してきた。同研究会においては、平成23年12月に、スマートフォンの情報セキュリティを確保するための事業者における当面の対策や、利用者に最低限守っていただきたい事項を記載した「スマートフォン情報セキュリティ3か条」（図表5-3-2-1）を含む中間報告を取りまとめ、利用者への普及啓発の取組等を推進してきた。平成24年6月には、中間報告の内容に加え、事業者・政府における中長期的対策を提示する最終報告を取りまとめ、公表した。今後、事業者等の取組について、利用者への啓発活動を含め、半年に一度程度のフォローアップを行っていくこととしている（第2章第2節2（2）囲み記事参照）。


図表5-3-2-1　スマートフォン情報セキュリティ3か条



[image: 図表5-3-2-1　図表5-3-2-1　スマートフォン情報セキュリティ3か条の図]








4　スマートフォン・クラウドセキュリティ研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/smartphone_cloud/index.html



（2）電子データの安全な利活用の推進

ア　暗号技術の安全性評価と高度化の推進

　総務省では、電子政府等の安全性及び信頼性の確保を目的として、経済産業省と共同で暗号評価プロジェクトCRYPTREC（Cryptography Research and Evaluation Committee）5を実施し、「電子政府推奨暗号リスト」（平成15年2月策定）6の公表、暗号の安全性の評価・監視等を実施している。CRYPTRECは、総務省及び経済産業省が共同で運営する「暗号技術検討会」と、その下部委員会であり、独立行政法人情報通信研究機構及び独立行政法人情報処理推進機構が共同で運営する「暗号方式委員会」、「暗号実装委員会」、「暗号運営委員会」から構成されている。

　現在、近年の技術の進展により「電子政府推奨暗号リスト」掲載暗号の危殆化が懸念されていることから、平成24年度末までに当該リストを改訂すべく、CRYPTRECにおいて、安全性、実装性、運用性等の様々な観点から掲載候補の暗号の評価を実施している。



イ　電子署名・認証業務の普及促進

　電子商取引等のネットワークを介した社会経済活動を安全に行うため、「電子署名及び認証業務に関する法律」（平成12年法律第102号）では、安全性の高い電子署名について行われる認証業務を 「特定認証業務」 と定義し、電子署名の真正性を担保している。平成24年4月末現在、16件の特定認証業務が認定を受けており、電子署名・認証業務の普及促進を図っている。



ウ　タイムビジネスの利用促進

　電子商取引等の分野において、流通・保存される電子データの作成時期等に関する信頼性を高めるために、電子データに付されるタイムスタンプ及びそのサービスであるタイムビジネス（時刻配信業務と時刻認証業務の総称）の重要性が高まっている。

　一般財団法人日本データ通信協会では、一定の基準を満たすタイムビジネスに対し認定を行うことで、国民に対し信頼性の目安を提供する「タイムビジネス信頼・安心認定制度」を運営し、平成24年3月末現在、3件の時刻配信業務及び6件の時刻認証業務を認定している。また、民間事業者やベンダー等で構成される「タイムビジネス協議会7」は、タイムビジネスの普及促進を目的として、セミナーやシンポジウム活動を行っている8。

　また、平成22年4月に時刻のトレーサビリティの保証に関するITU-R（International Telecommunication Union Radiocommunication Sector）勧告の改訂案（日本提案）がSG7（Study Group 7）において承認されたことを受け、時刻配信・監査の在り方の明確化やタイムスタンプに使用される暗号アルゴリズムの脆弱化に対応するため、平成23年11月に当該認定制度の技術基準を改定し、平成24年10月より適用予定である。



5　CRYPTREC：http://www.cryptrec.go.jp/index.html

6　電子政府推奨暗号リスト：http://www.cryptrec.go.jp/images/cryptrec_01.pdf

7　タイムビジネス信頼・安心認定制度：http://www.dekyo.or.jp/tb/summary/data/unyoukiyaku.pdf

8　タイムビジネス協議会：http://www.dekyo.or.jp/tbf/guide/greeting.html



3　消防防災分野における情報化の推進

（1）災害に強い消防防災通信ネットワークの整備

　被害状況等に係る情報の収集及び伝達を行うためには、通信ネットワークが必要である。災害時においても通信を確実に確保するように、国、都道府県、市町村等においては、公衆網を使用するほか、災害に強い自営網である消防防災通信ネットワーク、非常用電源等の整備を行っている。

　現在、国、消防庁、地方公共団体、住民等を結ぶ消防防災通信ネットワークを構成する主要な通信網として、①政府内の情報収集・伝達を行う中央防災無線網、②消防庁と都道府県を結ぶ消防防災無線、③都道府県と市町村等を結ぶ都道府県防災行政無線、④市町村と住民等を結ぶ市町村防災行政無線並びに⑤国と地方公共団体及び地方公共団体間を結ぶ衛星通信ネットワーク等が構築されている。



（2）全国瞬時警報システム（J-ALERT）の整備

　総務省では、津波警報、緊急地震速報、弾道ミサイル発射情報等といった、対処に時間的余裕のない事態に関する緊急情報を、国（内閣官房・気象庁から消防庁を経由）から人工衛星を用いて送信し、市町村防災行政無線（同報系）等を自動起動することにより、住民に緊急情報を瞬時に伝達する「全国瞬時警報システム（J-ALERT）」の整備を行っている。

　また、平成22年12月からは、状況に応じた内容の音声放送や、オンラインでのソフトウェア更新、システムの稼働状況の管理等を可能とするシステムの高度化を行ったところである（図表5-3-3-1）。




図表5-3-3-1　J-ALERT概要



[image: 図表5-3-3-1　J-ALERT概要の図]




（3）情報化の今後の展開

　総務省では、ICTを積極的に活用し、①消防救急無線等のデジタル化、②市町村防災行政無線の整備促進、③住民への情報伝達手段の多様化、④ヘリコプターテレビ電送システム等に重点をおいて消防防災通信ネットワークの充実強化を推進することにより、地方公共団体と一体となって国民の安全・安心をより一層確かなものとすることとしている。


第4節　ICT利活用による国民生活の向上と環境への貢献

1　教育・医療等の分野におけるICT化の推進

（1）教育分野におけるICT利活用の推進

　我が国の次世代を担う子どもたちが、早い段階からICTに親しみ、情報活用能力を向上させ、新しい知的価値や文化的価値を創造できる社会を構築することは大変重要である。

　総務省では、教育分野でのICT利活用を推進し、情報通信技術面を中心とした課題を抽出・分析することを目的として、平成22年度から「フューチャースクール推進事業」に取り組んでいる（図表5-4-1-1）（第1章第4節参照）。

　平成23年度においては、文部科学省の「学びのイノベーション事業」と連携し、平成22年度から継続する10校の小学校に加え、新たな実証校として文部科学省と選定した中学校8校及び特別支援学校2校を追加した。これらの学校では、タブレットPC（全児童生徒1人1台）やインタラクティブ・ホワイト・ボード（全普通教室1台）等のICT機器を用いた授業を実践し、学校現場における情報通信技術面を中心とした課題の抽出・分析、技術的条件やその効果等について実証研究を行っている。

　実証研究の成果については、総務副大臣主催の「フューチャースクール推進研究会1」による検討結果を踏まえ、平成24年4月に「教育分野におけるICT利活用推進のための情報通信技術面に関するガイドライン（手引書）2012」を取りまとめ、公表している。

　平成24年度においては、平成23年度に引き続き、文部科学省との連携により、小学校10校、中学校8校及び特別支援学校2校において実証研究を実施し、ガイドラインの内容の充実を図ることとしている。




図表5-4-1-1　フューチャースクール推進事業の概要



[image: 図表5-4-1-1　フューチャースクール推進事業の概要の図]




1　フューチャースクール推進研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/futureschool/index.html



（2）健康医療分野におけるICT利活用の推進

　総務省では、地域の保有する医療・健康情報を安全かつ円滑に流通させるための広域共同利用型の医療情報連携基盤（EHR：Electronic Health Record）の普及推進のための実証（「健康情報活用基盤構築事業」）を実施するなど、健康医療分野におけるICT利活用の推進に努めている（第1章第4節参照）。



（3）テレワークの推進

　「テレワーク」は、情報通信技術を活用した場所と時間にとらわれない柔軟な働き方であり、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図りつつ業務効率・生産性の向上を実現し、少子高齢化、地域活性化等の課題解決にも資するものとして期待されている。また、大規模災害やパンデミック等が発生した際のBCP（業務継続計画）、節電対策及び環境負荷軽減にも有効な手段として期待されている。

　総務省「平成23年通信利用動向調査（企業編）」によると、平成23年の企業におけるテレワーク導入率（常用雇用者100人以上の企業）は、9.7％となっており、主な導入目的として、「定型的業務の効率性（生産性）の向上」や「勤務者の移動時間の短縮」が挙げられている。

　テレワークについては、これまで、「テレワーク人口倍増アクションプラン」（平成19年5月テレワーク推進に関する関係省庁連絡会議決定、IT戦略本部了承。）において、「2010年（平成22年）までにテレワーカーの就業者人口に占める割合を2割とする」ことが政府目標とされていたが、「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月IT戦略本部決定）において、 2015年（平成27年）までに在宅型テレワーカーを700万人とするとの新たな目標が掲げられ、厚生労働省、経済産業省及び国土交通省と連携して、テレワークの一層の普及拡大に向けた環境整備や普及啓発等を推進することとしている（2011年（平成23年）における在宅型テレワーカーは490万人。）2。

　総務省では、我が国におけるテレワークの本格的な普及を図るため、特に在宅型テレワークを中心として、普及課題を幅広く調査・抽出し、その解決方策を明らかにすることで、効果的かつ効率的なテレワークの導入方法の確立に取り組んできたところである。平成24年度は、テレワークの本格的普及を図るため、全国の民間企業に対して、テレワークの導入・運営に係る人材支援を通じ、セキュリティレベル・業務内容等に応じたテレワーク優良導入モデルを確立し、その普及を図る予定である。



2　テレワークの推進：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/telework/index.htm



2　情報通信基盤を活用した地域振興等

　人口減少・高齢化、雇用機会の減少等の様々な課題を抱える地域社会において、地域の自主性と自立性を尊重しつつICTを軸として、地域が自ら考え実行する「地域自立型」の地域活性化を総合的に推進する必要がある。

　総務省では、総務大臣主催の「ICT地域活性化懇談会3」において、東日本大震災の被災地の復興更には日本の再生を目指す上で、ICTの機能を最大限に活用して地域活性化を実現することが極めて重要な課題の一つであるとの提言を平成23年7月に取りまとめ、公表した。これを踏まえ、ICTによる地域活性化に向けて、次の取組を実施している。



3　ICT地域活性化懇談会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ict_chiikikassei/index.html



（1）ICT地域活性化の総合的な支援体制の整備

　総務省では、平成19年度から「地域情報化アドバイザー」の派遣を実施している。これは、ICTによる地域活性化に意欲的に取り組む地域に対して、地域情報化に関する知見やノウハウを有する専門家を「地域情報化アドバイザー」として派遣し、成功モデル構築に向けた支援体制の整備を行うとともに、その取組の効果を全国に普及し、ICTを生かした地域経済・社会の底上げを図るものである。また、一定期間の人材派遣の重要性・必要性を踏まえ、平成24年度からは、より長期の関与を行う「ICT地域マネージャー」の派遣を実施している。



（2）地域におけるICT利活用の推進

　総務省では、地域の抱える課題（医師不足、少子高齢化、地域の治安維持、災害対策、地域経済の活性化、地域コミュニティの再生等）の解決に資するICTを利活用した取組を実施・推進し、地域社会の活性化・課題解決に貢献するとともに、地域におけるICT利活用を促進することを目的に様々な取組を実施している。

　平成22年度から23年度まで、全国各地域における公共的な分野に関するサービスを総合的に向上させるとともに、効果的・効率的なICT利活用の促進を図ることを目的として、複数の地方公共団体の区域にまたがって広域連携しつつ効果的・効率的なICT利活用に資する取組を行う「地域ICT利活用広域連携事業」を実施した。



3　コンテンツ流通の促進

　我が国では、日本経済の成長力・国際競争力を強化する取組として、コンテンツ分野の市場拡大を基本政策の一つにしている。「新成長戦略」（平成22年6月閣議決定）においては、知的財産・標準化戦略とクールジャパンの海外展開が国家戦略プロジェクトとされている。また、「知的財産推進計画2012」（平成24年6月知的財産戦略本部）では、知財イノベーション総合戦略及び日本を元気にするコンテンツ総合戦略という2つの国際競争力強化のための知的財産総合戦略を掲げ、官民一体となった取組を推進している。

　総務省においては、情報通信審議会の情報通信政策部会に設置されている「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会4」において、コンテンツ製作・流通の強化に向けた取組の方向性として、利用者が適正な価格で容易にコンテンツを利用できる正規ビジネスを拡大するとともに、クリエーターに対して適正な対価が還元される仕組を整備し、コンテンツの質・量両面での持続的な拡大再生産を図っていくことを基本とし、「権利処理の迅速化・効率化」、「コンテンツの海外展開の促進」、「スマートテレビの推進」等を早急に取り組むべき課題とし、議論を進めているところである。これらを踏まえ、各種施策を推進している。



4　デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/digitalcontent.html



（1）コンテンツの製作・流通環境の整備

ア　放送コンテンツの権利処理の一元化の促進

　インターネット等による放送コンテンツの二次利用促進を図るためには、権利処理業務に関する時間とコストを大幅に削減することが必要である。総務省では、権利処理窓口のシステムによる一元化を推進し円滑な権利処理の実現を図るために、平成22年度から24年度にかけて実証実験を実施している。



イ　コンテンツの不正流通対策

　昨今のネットワーク技術等の進展に合わせて、デジタル・コンテンツが権利者の許諾を得ずにインターネットを通じて不正に流通する事案が増大しており、コンテンツ産業発展の大きな課題となっている。総務省では、このようなコンテンツの不正な流通を抑止するために、平成22年度から24年度にかけて実証実験を実施している。



ウ　放送コンテンツの製作取引の適正化

　総務省では、放送コンテンツ製作に係わる番組製作会社のインセンティブや創意工夫の意欲を削ぐような取引慣行の改善を行い、番組製作に携わる業界全体の向上を目指している。平成23年度については、「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン5」策定後の番組製作環境の実態を把握するため、放送事業者及び番組製作会社に対してヒアリング調査を行った。



エ　デジタルアーカイブの推進

　総務省は、図書・出版物、公文書、美術品・博物品、歴史資料等公共的な知的資産の総デジタル化を進め、インターネット上で電子情報として共有・利用できる仕組（デジタルアーカイブ）の構築による知の地域づくりに向けて、デジタル情報資源の流通促進に係る課題の整理を行い、デジタルアーカイブ間の相互連携の促進を図ることを目的として、平成23年2月から「知のデジタルアーカイブに関する研究会6」を開催し、デジタルアーカイブ推進に向けた取組の方向性について検討を行った。平成24年3月に、知のデジタルアーカイブの実現に向けた提言である「知のデジタルアーカイブ―社会の知識インフラの拡充に向けて―」及び「デジタルアーカイブの構築・連携のためのガイドライン」を取りまとめ、公表した。



5　放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン（第2版）：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02ryutsu04_000015.html

6　知のデジタルアーカイブに関する研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/shuppan/index.html



（2）新しいコンテンツの流通プラットフォームの検討

　総務省は、放送の完全デジタル化等により、今後急速な普及が見込まれるスマートテレビについて、平成24年度から放送の公共性や視聴者の利便に配慮したコンテンツの表示方法の確立等のため、スマートテレビの標準化に関する実証実験を実施している。実験結果を踏まえ、今後、スマートテレビの規格に関する基本方針を策定し、同規格の国際標準化を推進していく予定である（第2章第3節参照）。



（3）コンテンツの国際展開の促進

ア　コンテンツの海外展開

　総務省は、コンテンツの海外展開促進に取り組んでおり、平成23年度は、東日本大震災の風評被害対策としての海外への情報発信強化、国際共同製作による地域コンテンツの海外展開に関する調査研究等を実施するとともに、我が国コンテンツの海外展開促進に向けた諸課題に対して、官民が連携して取組を進めることを目的として、「コンテンツ海外展開協議会7」を開催した。今後は更に、日本のプレゼンス向上及び関連産業の活性化に向け、日本コンテンツの海外展開の機会創出に向けた支援等を実施していく予定である。



イ　電子書籍の環境整備

　平成23年10月に、IDPF（International Digital Publishing Forum：国際電子出版フォーラム）において、総務省の「電子出版環境整備事業（日本語拡張仕様の策定）」の成果を参照・反映した電子書籍フォーマット「EPUB3.0」が策定された。総務省では、国内におけるEPUB3.0の普及・促進に係る課題・解決方策について取りまとめを行う等、電子出版環境の整備に向けた取組を推進している。

　平成24年4月に、多くの国内出版社が結集し、「デジタルネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会8」報告（平成22年6月）で提示された課題を解決し、電子書籍の普及促進を図ることを目的として、産業革新機構による150億円の出資を受けて出版デジタル機構が設立された。





7　コンテンツ海外展開協議会： http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/contents_kaigai/index.html

8　デジタルネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/shuppan/index.html



4　情報バリアフリー環境の整備

　高齢者・障害者を含めた誰もがICTを利活用し、その恩恵が享受できるような環境を実現するため、総務省では、次のとおり情報バリアフリー環境の整備に向けた取組を推進している。



（1）障害者のICT利活用支援の促進

　総務省では、身体的な条件によるデジタル・ディバイドの解消を目的に、「身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律」（平成5年法律第54号）に基づき、通信・放送に関する身体障害者向けの通信・放送役務サービス（聴覚障害者向けの電話リレーサービス等）の提供や開発を行う企業等に対して必要な資金を助成する「チャレンジド向け通信・放送役務提供・開発推進助成金交付業務」を行っている。平成23年度は、7者に対して6,360万円の助成を実施した。



（2）視聴覚障害者向け放送の普及促進

　総務省では、視聴覚障害者が放送を通じて円滑に情報を入手することを可能にするため、視聴覚障害者向け放送の普及促進に取り組んでいるところであり、その一環として、字幕番組、解説番組等を制作する者に対する助成を行っている。

　また、「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」を平成19年10月に策定するとともに、字幕番組等の制作費の助成を行い、放送事業者の自主的な取組を促してきたが、アナログテレビジョン放送の終了や改正障害者基本法の制定、情報通信技術の進展等、視聴覚障害者向け放送を取り巻く環境が変化し、また、東日本大震災の発生を踏まえ、非常災害時における放送を通じたより確実な情報取得が喫緊の課題となっている。このため、平成24年1月から「デジタル放送時代の視聴覚障害者向け放送の充実に関する研究会9」を開催し、視聴覚障害者向け放送の更なる拡充方策について検討を行い、同年5月に提言を取りまとめた。今後、提言を踏まえ、同指針を改正することとしている。



9　デジタル放送時代の視聴覚障害者向け放送の充実に関する研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/digital/index.html



（3）利用環境のユニバーサル化の促進

　電気通信アクセシビリティについては、平成19年1月、ITU-Tにおいて、日本提案により検討が進められた「電気通信アクセシビリティガイドライン」が勧告として承認されている。同ガイドラインは、高齢者や障害者が、障害や心身の機能の状態にかかわらず、固定電話、携帯電話、ファクシミリ等の電気通信機器やサービスを円滑に利用できるよう、電気通信機器・サービスの提供者が企画・開発・設計・提供等を行う際に配慮すべき事項を示したものである。総務省では、高齢者・障害者を含む誰もが公共機関のホームページ等を利用できることを目的にして、平成22年度に「みんなの公共サイト運用モデル改定版10」を策定しており、平成23年度は、ウェブコンテンツ、電気通信分野のアクセシビリティの一層の向上を促進するため、策定したモデルを基に、地方公共団体への周知・普及活動に取り組んだ。



10　みんなの公共サイト運用モデル改訂版：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/w_access/index_02.html



5　地球環境問題に関するICTの貢献

　近年、地球温暖化問題が深刻さを増す中で、ICTは安全・安心な社会の実現や、利便性の向上、地域経済の活性化に大きく寄与するとともに、業務の効率化を通じて、地球温暖化問題への取組にも貢献できると期待されている。その一方で、ICT機器の増加、高機能化等による電力消費量の増加に伴う地球温暖化への配慮が求められているところである。

　地球温暖化対策について、我が国においては、京都議定書第一約束期間以降の我が国の温室効果ガスの削減目標となる「中期目標」を、「2020年（平成32年）までに1990年（平成2年）比25％減」と発表している。ポスト京都議定書への流れの中で、中期目標（2020年（平成32年））におけるICT分野の気候変動に与える影響を分析することは、今後の政策立案等において重要であり、総務省では次の取組を実施している。



（1）Green of ICT・Green by ICTの推進

　総務省では、「ICTシステムのグリーン化」（Green of ICT）と「ICTの活用によるグリーン化」（Green by ICT）の双方を柱とする「グリーンICTプロジェクト」を推進している（図表5-4-5-1）。




図表5-4-5-1　グリーンICTプロジェクト



[image: 図表5-4-5-1　グリーンICTプロジェクトの図]




　総務省では、「Green of ICT」と「Green by ICT」の双方について、世界の最新の技術動向の調査や分析を行うとともに、データセンターの省エネ、HEMS、BEMS等、効果が大きい領域の実証実験を行うことにより、CO2削減のベストプラクティスモデルや環境影響評価手法を確立し、ICTと気候変動に関する国際標準化を推進している。

　平成23年11月には、総務省が行った実証実験等の成果が盛り込まれた、データセンターにおける空調システムの省エネルギー対策「L.1300 グリーンデータセンターのベストプラクティス」がITU勧告となった。また、平成24年3月には、我が国の提案・主張が盛り込まれた、「L.1410  ICT製品・ネットワーク・サービスの環境影響評価手法」がITU勧告となった。今後も引き続き、実証実験等により得られた成果を基に国際標準化を推進していく。



（2）ICTの地球環境問題に関する研究の実施

　総務省では、地球温暖化問題が国際的に喫緊の課題であることを考慮し、同問題を解決するためのICT分野の研究開発を促進するため、「ICTグリーンイノベーション推進事業」において研究開発を実施してきたが、平成24年度から、同研究開発を「戦略的情報通信開発研究推進制度」（SCOPE： Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme）の中で実施している（第5章第6節参照）。



6　ICT人材の育成

（1）高度なICT人材の育成

　我が国が引き続き世界最高水準のICT国家であることを維持し、国際競争力の維持・向上を図っていくためには、技術進歩の著しいICT分野に関する高度な知識や技能を有する人材の育成が重要である。このため、総務省では、ICT人材育成に関する次の取組を実施している。



ア　高度ICT利活用人材育成プログラム開発事業

　総務省では、平成23年度から、研修事業者等が実施するICT利活用企業向けのクラウドサービス導入・利活用を踏まえた研修コースの設計・実施に当たり、当該事業者等が作成するカリキュラムの基礎となるガイドライン（教育課程・指導ガイドライン・教材開発ガイドライン）を開発している。



イ　遠隔地間における実践的ICT人材育成推進事業

　総務省では、平成24年度から、各地に個々で偏在する産学連携による実践的なICT人材育成の取組に関し、ICTを利活用して、これら「点」の取組を、産学連携主体が協働して取り組む「面」の取組へと発展させ、より効率的に人材育成を実施できる仕組（ネットワーク）作りを支援している。



（2）ICTリテラシーの向上

　我が国の次世代を担う子どもたちが、早い段階からICTに親しみ、情報活用能力を向上させ、新しい知的価値や文化的価値を創造できる社会を構築することは大変重要であり、総務省では次の取組を実施している。



ア　「青少年がインターネットを安全に安心して活用するためのリテラシー指標」の策定

　総務省は、グローバル規模での青少年のインターネット利用が進展する中、国際的な動向との調整を図りつつ、青少年に求められるインターネット・リテラシーを的確に把握できるよう、有識者の方々からのご意見などを踏まえ、平成24年3月に「青少年がインターネットを安全に安心して活用するためのリテラシー指標」を取りまとめた。

　同指標は、インターネット・リテラシーの中でも、特に、インターネット上の危険・脅威への対応能力やモラルに配慮しつつ、的確な情報を判断するために必要な能力に重点をおいた指標となっている。また、指標の副題を「ILAS（Internet Literacy Assessment indicator for Students）」とし、今後、OECD（経済協力開発機構）など国外においても周知を図っていく予定である。

　平成24年度には、6月から7月にかけてこのリテラシーを測るテストを国内の高校等1年生（15歳相当）に実施し、その結果を集計して青少年のインターネット・リテラシーの実態を調査・分析することにより、同指標を整備していく予定である。



イ　e-ネットキャラバンの推進

　パソコンや携帯電話は便利なコミュニケーションツールである反面、ウイルス、迷惑メール、学校裏サイト等トラブルも多発している。また、近年は子どもたちが容易にパソコンや携帯電話等からインターネットに接続できる環境にあることから、児童生徒を保護・教育する立場にある保護者、教職員等に対しても、インターネットの安心・安全利用に関する啓発が必要となっている。

　このため、総務省では、文部科学省及び通信関係団体等と連携し、子どもたちのインターネットの安心・安全利用に向けて、保護者、教職員及び児童生徒を対象とした講座を全国規模で行う「e-ネットキャラバン11」を実施しており、平成23年度においては、47都道府県900地域で開催した。



ウ　メディアリテラシーの向上

　メディアリテラシーとは、放送番組やインターネット等各種メディアを主体的に読み解く能力や、メディアの特性を理解する能力、新たに普及するICT機器にアクセスし活用する能力、メディアを通じコミュニケーションを創造する能力等のことである。

　総務省では、放送番組の情報を正しく理解するとともに、トラブルなくインターネットや携帯電話等を利用するなど、メディアの健全な利用の促進を図るため、各メディアの特性に応じた教材等を開発し、普及を図っている。

　インターネットや携帯電話等の分野においては、ICTメディアリテラシーを総合的に育成するプログラムである「伸ばそうICTメディアリテラシー～つながる！わかる！伝える！これがネットだ～」の普及を図っている12。また、保護者や教職員などが知っておくべき事項等を解説した「インターネットトラブル事例集13」は、「e-ネットキャラバン」等のインターネットの安心・安全な利用に向けた啓発講座等において活用されている。

　放送分野においては、これまでビデオ・DVDによる教材を開発し、教材の貸出しを中心とした普及・啓発を図るほか、「放送分野におけるメディアリテラシーサイト14」を開設し、メディアリテラシーの向上に取り組んでいる。



11　e-ネットキャラバン：http://www.e-netcaravan.jp/

12　教育の情報化推進ページ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_joho-ka/index.html

　　伸ばそうICTメディアリテラシー：http://www.ict-media.net/

13　インターネットトラブル事例集ダウンロードページ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_joho-ka/jireishu.html

14　放送分野におけるメディアリテラシーサイト：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/hoso/kyouzai.html


第5節　行政情報化の推進

1　電子政府の推進

　電子政府の推進については、これまで「電子政府構築計画」（平成15年7月各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定、平成16年6月一部改定。）等に基づき、様々な取組を実施してきた。

　政府の情報システムについては、各府省の業務や情報システムを最適なものとするための計画（最適化計画）を策定し、情報システムの運用コストや業務処理時間等の削減を図っている。総務省では、この最適化の取組を継続的に実施するため、各府省が策定した最適化計画を確認し、必要な調整を行うとともに、最適化の実施・評価状況のモニタリングを行う役割を担っている。



（1）政府におけるITガバナンスの確立・強化

　電子行政の推進は、「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月IT戦略本部決定）においても、重点戦略（3本柱）の一つに位置付けられ、政府情報システムについて徹底した業務改革をした上で、費用対効果を踏まえたシステムの構築・刷新を進めることとされている。

　総務省では、政府情報システムに関し、費用対効果を踏まえた効率的・効果的な整備・運用等を図る観点から、専門的かつ技術的な改革方策について検討するため、「政府情報システム改革検討会1」を開催している。同検討会において、平成22年12月に論点整理を行い、平成23年3月に提言「政府におけるITガバナンスの確立・強化に向けて」を公表した。

　同提言においては、これまでの電子政府の取組について、政府においてIT投資管理やシステムの整備・運用に係るポリシーやルールが必ずしも十分に整備されておらず、政府全体としてのマネジメントが十分に機能していない等の反省から、①IT投資管理の確立・強化、②政府のITガバナンスを支える基盤機能の強化、③政府情報システムの調達の適正化等が重要であるとしている。

　今後、提言内容を確実に実施するため、「業務・システム最適化指針」、「情報システムに係る政府調達の基本指針」等の各種ガイドラインの必要な見直し、政府共通プラットフォームの着実な整備を行っていく必要がある。

　なお、政府共通プラットフォームは、クラウドコンピューティング等の最新の技術を活用し、現在、府省ごとに整備・運用されている政府情報システムの統合・集約化や、共通機能の一元的提供等を行う基盤として整備し、平成24年度中に運用を開始する予定である。政府共通プラットフォームを整備することにより、ITリソースの効率的配分による政府情報システムの整備及び運用の効率化や政府情報システムの質の向上の実現を図るとともに、政府のITガバナンスを支える基盤としての役割も期待できる（図表5-5-1-1）。




図表5-5-1-1　政府共通プラットフォームの概要



[image: 図表5-5-1-1　政府共通プラットフォームの概要の図]






1　政府情報システム改革検討会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/joho_system/index.html



（2）電子行政の実現

ア　行政手続のオンライン利用に係る国民の利便性向上と行政運営の効率化に向けた取組

　これまで、「国が提供する実質的にすべての行政手続をインターネット経由で可能とする」との方針の下、行政手続のオンライン化を進めてきたが、一方で、費用対効果等を踏まえたオンライン利用の範囲の検討やオンライン化された手続の業務プロセスの見直しが不十分であるとの指摘を受けてきた。

　これらの指摘を踏まえて策定された「新たなオンライン利用に関する計画」（平成23年8月IT戦略本部決定）では、オンライン化されている国の申請等手続全体について費用対効果等を踏まえたオンライン利用の範囲の判断を行うとともに、国民・企業等からの利用が多い「重点手続」について、手続を含む制度全体を視野に入れ、手続に係る申請者、行政、その他関係者の作業フロー等を把握・分析しつつ業務プロセス改革を進めることとされており、総務省でも、今後これらの取組を推進していく予定である。



イ　企業コードを用いた行政機関間情報連携の推進

　現在、民間企業が行う国や地方自治体向けの行政手続においては、公的証明書類の添付が義務付けられているものが多く存在する。一方、行政機関ごとに様々な企業コードが割り付けられていることから、行政機関間での情報連携が難しく、申請企業に負担が生じているなど、従来のオンライン行政手続は必ずしも利用者にとって利便性の高いものとはいえない状況にある。

　総務省では、「新たな情報通信技術戦略工程表改訂版」（平成23年8月IT戦略本部決定）に基づき、企業コード導入に係る課題抽出のために、平成22年度では「物品・役務入札参加資格審査手続」を対象とし、平成23年度では、「国の測量・建設コンサルタント等業務に係る入札参加資格審査手続」及び「地方公共団体（県）の物品・役務業務に係る入札参加資格審査手続」を対象に広げ、関係省庁・自治体と協力して、共通企業コードを用いて行政機関間の情報連携を行うことで登記事項証明書の添付を省略することについて、技術的検証、制度・運営面等における課題抽出を目的とした実証実験を行った2。これにより、利用者本位の新しい電子行政の実現を目指している。



ウ　バックオフィス連携事業の推進

　地方自治体等の行政機関が保有する情報をバックオフィスで連携することにより、これまで申請・届出の際に添付していた証明書等の添付資料の不要化、複数の手続を1つの窓口で処理できるワンストップサービスの実現及び一人ひとりの国民に応じた情報を提供することが可能となる。総務省では、平成20年度から、地域情報プラットフォーム標準仕様を活用しつつ、組織の枠を超えて円滑な情報連携を行うための連携データ項目、連携インターフェイス機能等について検討してきた。今後も、これまでの検討の成果を踏まえつつ、円滑な業務間の情報連携を行うための自治体業務プロセス及び自治体業務システムの改革モデルの構築に取り組み、国民の利便性向上と行政事務の効率化を図ることにより、国民本位の電子行政の実現を目指していく。



エ　電子行政モバイルアクセス推進事業の推進

　NFC（近距離無線通信：Near Field Communication）機能を実装したスマートフォン端末を用いて、電子行政サービスなどを簡単かつ安全に利用できる仕組を実現するため、総務省では、平成23年度から、「電子行政モバイルアクセス推進事業」を実施している2。この中で、行政をはじめとする各種商用サービスの利用者がスマートフォンから簡単かつ安全にID、チケット、証明書等のサービスに関連した利用者情報を利用できる仕組を実現するための技術的検証、制度・運営面等における課題抽出を目的とした実証実験を行った。この成果をガイドラインにまとめ、普及させることにより、申請手続や証明書入手が週7日・24時間可能となるサービスの実現を目指している。



2　行政業務システム連携推進事業：http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/gyousei_system.html



2　電子自治体の推進

　「国民本位の電子行政の実現」を重点戦略として位置付けた「新たな情報通信技術戦略」等で示されているとおり、地方公共団体の業務についても、ICTを活用した行政サービスの高度化や行政の簡素化・効率化が求められている。また、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年7月東日本大震災復興対策本部決定）において、「地方公共団体をはじめ幅広い分野へのクラウドサービスの導入推進」が盛り込まれる等、災害・事故等に強い電子自治体を構築する観点からも、ICTの利活用を促進する必要がある。



（1）災害・事故等に強い地方公共団体のICT基盤構築

ア 自治体クラウドの推進

　「自治体クラウド3」は、クラウドコンピューティング技術を活用して地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進め、情報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るものである（図表5-5-2-1）。また、地方公共団体の庁舎が損壊し、行政情報が流失する被害が生じた東日本大震災の経験も踏まえ、堅牢なデータセンターを活用することで、行政情報を保全し、災害・事故等発生時の業務継続を確保する観点からも、自治体クラウドの推進が求められている。

　総務省では、平成22年7月に総務大臣を本部長とする「自治体クラウド推進本部」を設置し、同本部の有識者懇談会の取りまとめ等を踏まえ、自治体クラウドの導入に対する地方財政措置やデータ構造の標準化に向けた検討、東日本大震災の被災地への財政支援等を行い、自治体クラウドの全国展開に向けた取組を進めている。




図表5-5-2-1　自治体クラウドの導入イメージ
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イ　業務継続の推進と情報セキュリティの確保

　東日本大震災のような大災害や大規模なサイバー攻撃が発生した場合には、地方公共団体の業務継続を確保するとともに、地域住民に対して適切かつ迅速な行政サービスの提供が行われることが重要である。そのため、総務省では、東日本大震災の教訓等を踏まえ、災害に強い電子自治体4のモデルを構築するとともに、平成20年度に策定した「地方公共団体におけるICT部門の業務継続計画（BCP）策定に関するガイドライン」の見直し等を実施し、その成果を全国に普及させることを通じて、地方公共団体の危機対応能力の強化・充実を図ることとしている。

　また、総務省では、地方公共団体との間で、サイバー攻撃や個人情報の漏えい等に係る情報の共有を図るとともに、IT障害等の発生時には、必要に応じて注意喚起を行っており、今後も適切な情報セキュリティ対策が実施されるよう支援することとしている。





3　自治体クラウドポータルサイト：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/index.html

4　災害に強い電子自治体に関する研究会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/denshijichi/index.html



（2）国民本位の電子行政及び事務の効率化を実現するための基盤の充実

ア　住民基本台帳ネットワークシステムの活用

　住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）は、地方公共団体のシステムとして、住民基本台帳のネットワーク化を図り、行政機関等への本人確認情報（氏名・住所・生年月日・性別、住民票コード及びこれらの変更情報）の提供や市区町村の区域を越えた住民基本台帳に関する事務の処理を可能とするものである。平成14年8月の稼働以来約10年間にわたり安定稼働しており、住民利便の向上や、電子政府・電子自治体の基盤として重要な役割を果たしている5。

　住基ネットから行政機関等への本人確認情報の提供件数は一貫して増加しており、平成22年度は約1億1,700万件であった件数が、平成23年度には、年金受給権者の住所変更等の届出を省略するための本人確認情報の提供が開始されたこと等により、約4億2,700万件に達している。

　また、現在検討されている社会保障・税番号制度において、住基ネット等を活用することとされており、住基ネットがより重要な情報インフラとして位置付けられることとなる。

　なお、市区町村は、本人確認に利用できる住民基本台帳カード（住基カード）を発行しており、国民・利用者の皆さまの一層の利便性を図ることとして、コンビニエンスストアにおいて住基カードを利用して、平成22年2月から住民票の写し・印鑑登録証明書を、平成24年1月から戸籍関連証明書を、同年2月から各種税証明書を取得することが可能となっている。平成24年4月末現在で44の市区町村で実施されており、今後、順次全国展開する予定である。



イ　地方公共団体による公的個人認証サービス

　住民の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化に資するため、「電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律」（平成14年法律第153号）に基づき、地方公共団体により公的個人認証サービスが提供されている6。

　公的個人認証サービスの電子証明書は、市区町村の窓口で厳格な本人確認を受けた上で、住民基本台帳カード等のICカードに格納され、発行を受けることができる。住民はICカードに格納された秘密鍵を用いて電子署名を行い、電子証明書とともに送信することにより、行政機関等にオンライン申請をすることが可能となる。

　公的個人認証サービスを利用して申請等を行うことができる手続としては、国税の申告、不動産登記申請等があり、平成24年4月末現在で、国では11府省庁等、地方公共団体では47都道府県及び一部市区町村の手続が対象となっており、今後、公的個人認証サービスの速やかで自律的な普及を促し、様々なオンライン手続等の認証基盤として発展・定着を図る必要がある。



5　住民基本台帳ネットワークシステムに関するサイト：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/daityo/index.html

6　公的個人認証サービスに関するページ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/kojinninshou.htm


第6節　研究開発の推進

1　研究開発戦略の推進

　総務省では、我が国の科学技術政策の基本方針である「第4期科学技術基本計画」（平成23年8月閣議決定）を踏まえて研究開発の推進に取り組んでいる。

　また、独立行政法人情報通信研究機構（NICT：National Institute of Information and Communications Technology）は、情報通信分野を取り巻く現状や政府全体の科学技術等を踏まえつつ、平成23年度から5年間にわたる第3期中期目標期間において、「ネットワーク基盤技術」、「ユニバーサル・コミュニケーション基盤技術」、「未来ICT基盤技術」及び「電磁波センシング基盤技術」の4つの領域に重点化を図り、効率的・効果的に研究開発を推進している。

　また、情報通信審議会情報通信政策部会研究開発戦略委員会では、「知識情報社会の実現に向けた情報通信政策の在り方」（平成23年諮問第17号）に関して、今後取り組むべき研究開発課題等の研究開発戦略を検討し、平成23年7月に第1次取りまとめを行った。引き続き、平成24年7月の最終答申に向けて検討を進めている。



2　次世代をリードする研究開発

（1）フォトニックネットワーク技術に関する研究開発

　ネットワークを流通する情報量及び通信機器が消費する電力は、今後も大幅な増加が予想される。これに対処するため、NICTでは、現在の光・電気ネットワークを、伝送・交換の処理を光信号のままで行うネットワーク（オール光ネットワーク）へと抜本的に転換することで、大幅な大容量化と低消費電力化を実現する技術の研究開発を実施している（図表5-6-2-1）。平成23年度については、世界初となる光パケット・光パス統合ノード装置等の開発を行った。




図表5-6-2-1　オール光ネットワーク技術の必要性



[image: 図表5-6-2-1　オール光ネットワーク技術の必要性の図]




（2）新世代通信網テストベッド（JGN-X）の着実な構築・運用

　NICTでは、世界最先端の研究開発テストベッドネットワークを運用してきた。これらのテストベッドネットワークは、NICTをはじめ国内外の研究機関・研究者が活用し、先端的な研究開発の推進、ICT人材育成、産業活性化、我が国の国際競争力の向上、国際連携の強化等に貢献してきたところである。平成23年4月からは、実証・評価を通じて新世代ネットワークのシステム技術基盤を確立すること等を目的とした新世代通信網テストベッド（JGN-X）1を構築し、運用している。今後も、JGN-Xについて、新世代のネットワーク技術やアプリケーション技術の研究開発・実証実験における技術評価環境としての利用促進を図っていく。



1　新世代通信網テストベッド（JGN-X）：http://www.jgn.nict.go.jp/



（3）競争的資金制度の強化

　競争的資金制度とは、広く研究開発課題等を募り、専門家等の評価に基づいて実施すべき課題を採択し、資金配分する制度である。

　総務省では、「戦略的情報通信研究開発推進制度」（SCOPE：Strategic Information and Communications R＆D Promotion　Programme）2を実施し、情報通信分野における研究開発の一層の充実を図っている。これは、競争的な研究開発環境の形成により、ICTのシーズの創出と研究開発力の向上、研究者のレベルアップ及び世界をリードする知的資産の創出を図るため、競争的資金制度を活用して、戦略的な重点目標に沿った独創性・新規性に富む研究開発を推進することを目的としている。平成24年度から中小企業の研究者を対象要件として追加し、多段階選抜方式を取り入れたプログラムを導入した。



2　戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/scope/



（4）リモートセンシング技術の研究開発

　NICTでは、突発的災害を引き起こす局地的な大雨など、いわゆるゲリラ豪雨の検出・予測精度の向上のために、各種の地上系レーダーやライダーの研究開発を推進するとともに、気候変動や水循環の仕組の解明とその予測精度の高度化に貢献するため、衛星系レーダーやライダー等の研究開発を実施している。平成23年度については、デジタルビームフォーミング技術を用いた次世代ドップラーレーダーの開発を行い、平成24年度から実証実験を実施している。

　また、大規模災害等の発生時に航空機により広範囲かつ詳細な被害状況把握を可能とする地球表面可視化技術（合成開口レーダー）の研究開発を実施しており、霧島新燃岳噴火（平成23年2月）、東日本大震災（同年3月）及び紀伊半島豪雨（同年9月）では、被災地を継続的に観測するとともに、被災状況把握等に活用するため防災関係機関への観測データの提供を行った。さらに、平成24年度からは、総務省において、早期実用展開を目指し、装置の小型化に向けた研究開発も実施している。



（5）脳の仕組みを生かしたイノベーション創成型研究開発

　近年、脳の活動の仕組みや機能の解明が進展する中、総務省及びNICTでは、脳の仕組みを生かし、日常生活での行動・意思伝達支援において必要となる簡単な動作や感情などを「強く念じる」ことでネットワークを介して移動支援機器やコミュニケーション支援機器などに伝える技術などの研究開発とともに、その技術に関する倫理・安全面などに関する社会調査を実施している（図表5-6-2-2）。平成23年度については、小型の脳活動計測装置で簡易に脳波を計測するための電極の開発や、生体情報・環境情報と同時に取得した日常生活時の脳活動情報を蓄積・参照し、解読する技術の基本設計などを行った。



（6）ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発

　総務省では、ネットワークを通じた情報収集や情況分析を行うことにより、きめ細やかな動作を実現するネットワークロボット技術の研究開発を実施している。ヘルスケアや生活支援等の分野でこの技術を活用すれば、ロボットによってお年寄りやお体の不自由な方に状況に応じてきめ細やかなサービスを提供できる社会の実現が期待される（図表5-6-2-2）。平成23年度については、これまでに研究開発した要素技術について、個々の要素技術ごとの実証実験と機能検証を実施した。




図表5-6-2-2　脳の仕組みを生かしたイノベーション創成型研究開発の実現イメージ（ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発との連携）



[image: 図表5-6-2-2　脳の仕組みを生かしたイノベーション創成型研究開発の実現イメージ（ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発との連携）の図]




（7）ユニバーサル・コミュニケーション

　NICTでは、真に人との親和性の高いコミュニケーション技術を創造し、国民生活の利便性の向上や豊かで安心な社会の構築等に貢献するため、次の技術の研究開発を推進している。



ア　多言語コミュニケーション技術

　多言語コミュニケーション技術とは、日本語と複数の他の言語との間で、話し言葉を自動的に翻訳するために必要な技術である。平成24年夏には、我が国の主導により、20か国以上の研究機関と連携した実証実験を実現するべく取組を進めている。



イ　コンテンツ・サービス基盤技術

　コンテンツ・サービス基盤技術とは、インターネット上で膨大な情報コンテンツやサービスの中から価値のあるものを発見し、効率的な意思決定支援や利活用を支援するために必要な技術である。平成23年度については、情報分析技術の一つであるフレーズの意味的分類技術の開発等を行った。



ウ　超臨場感コミュニケーション技術

　超臨場感コミュニケーション技術とは、真にリアルで、人間に優しく、心を豊かにする意思伝達を可能とするための、三次元映像・立体音響・五感情報伝達を一体的に実現する超臨場感コミュニケーション技術である。平成23年度については、視差や奥行き情報を高速に取得する3次元カメラで撮影した映像を効率的に伝送するための方法の検討や、電子ホログラフィの表示サイズ拡大に向けた表示装置の改良などを行った。



（8）ICT基盤技術の研究開発

　総務省及びNICTでは、通信ネットワークの大容量化や安全性向上を目指し、新しい原理や機能を応用したICT基盤技術について、次のとおり研究開発を実施している。



ア　超高周波ICT技術に関する研究開発

　総務省及びNICTでは、ミリ波、テラヘルツ波等の未開拓の超高周波帯を用いて、新しい超高速無線通信方式の基盤技術や社会インフラの劣化診断等のためのセンシングシステムの研究開発を実施している。平成23年度においては、超高速無線通信技術について、光通信波長帯の半導体レーザと光変調器を利用したテラヘルツ光源を開発し、200GHz以上の周波数可変帯域を有するテラヘルツパルス生成の実験に成功した。また、センシング技術について、建造物の非破壊検査モデル実証実験を実施した。



イ　量子ICT技術に関する研究開発

　NICTでは、計算機では解読不可能な量子暗号技術や、微弱な光信号から情報を取り出す量子信号処理技術の研究開発を実施している。平成23年度については、量子暗号技術について、波長多重量子鍵配送システムを開発し、テストベッド上でのフィールド実証を行った。また、量子信号処理技術について、2値信号での光通信理論のビット誤り率限界を打破する実験に成功した。



ウ　ナノICT技術に関する研究開発

　NICTでは、ナノメートルサイズの微細構造技術と新規材料により、光子検出器や光変調・スイッチングデバイス等の性能を向上させる研究開発を実施している。平成23年度においては、光子検出技術について、超伝導単一光子検出器（SSPD）にキャビティ構造を導入することで、検出効率を2倍以上改善することに成功した。また、光変調技術について、構造作成に有効な有機電気光学ポリマーの合成技術を確立した。



3　ICT国際連携推進研究開発プログラム

（1）外国政府と連携した戦略的な国際共同研究

　携帯電話やインターネットなどICTが世界各国で共通的に利用されるようになるなど、ICT市場のグローバル化が加速しており、国際標準の獲得やグローバルニーズに応じた研究開発の必要性が一層増加している。外国政府では、グローバル市場の獲得を目指して外国政府間で国際標準化や実用化を見据えた国際共同研究を活発化させている。

　我が国の研究機関が実施する研究開発成果の更なる展開やイノベーションの創出を図るためには、研究開発の初期の段階から国際標準化や実用化等の出口を見据え、各国の有する技術の優位性を踏まえつつ、外国政府との連携による戦略的な研究開発を推進することが有効である。こうした背景を踏まえて、総務省では、平成23年6月に開催した「日EU・ICT政策対話」において、欧州委員会との間で国際共同研究の推進に合意した。これを受けて、平成24年度からは、欧州委員会と連携し、我が国と欧州における大学、民間企業等研究機関の共同提案に対して研究開発資金を支援する「戦略的国際連携型研究開発推進事業」を開始し、ICT分野の国際共同研究を推進している。



（2）新世代通信網テストベッド（JGN-X）による国際研究の促進

　新世代通信網テストベッド（JGN-X）は、NICTが平成23年4月より構築・運用している新世代ネットワークのシステム技術基盤の確立等を目的とした大規模な試験ネットワークである。また、海外の研究機関との連携を促進するため、海外の研究機関（米国、アジア等）に接続されており、戦略的な国際共同研究・連携の推進にも活用されている。

　ネットワーク技術の研究開発は、研究開発の段階から評価・検証するとともに、グローバルな様々な場面での実証・PRを行い、国際的な連携を促進していくことが重要である。JGN-Xは、平成23年10月の「Open Networking Summit」、同年11月の「Super Computing 2011」、平成24年2月の「さっぽろ雪まつり」等において新世代に向けた制御技術を利用した国際映像伝送の実証実験に活用される等、国際的な連携にも積極的に貢献している。



（3）研究者の国際交流推進

　NICTでは、高度通信・放送分野に関し、最新の技術及び研究情報の共有、技術水準の向上並びに人材育成に寄与するとともに、研究開発の推進及び国際協力に貢献するため、研究者の国際交流を推進する「国際交流プログラム」を実施している。

　同プログラムでは、海外の研究者を受け入れて通信・放送技術の研究開発を行う研究機関や通信・放送技術に関連する学術的な啓発活動を行うことを希望する研究機関等を支援しており、我が国及び世界の研究者の国際交流の促進に貢献している。平成24年度については、アジア等から計11件の研究者招へいに対する支援を予定している。


第7節　国際戦略の推進

1　国際政策における重点推進課題

（1） ICT海外展開の推進

　総務省では、我が国のICT産業の国際競争力強化を目的として、民間の海外展開に係る活動を戦略的に支援するため、ICT企業が海外展開する際の総合的な支援や、海外での各種普及・啓発活動の実施、有用な各国情報の収集・整理等の活動を行っている。



ア　地上デジタルテレビ放送日本方式（ISDB-T）の普及促進

　地上デジタルテレビ放送分野においては、官民連携で日本方式（ISDB-T）の普及に取り組んでおり、2006年（平成18年）のブラジルを皮切りに中南米・アジアの合計12か国（日本を含まない。）が日本方式の採用を決定している。今後も、南部アフリカ諸国等に広く働きかけを実施していく予定である（図表5-7-1-1）。




図表5-7-1-1　世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向



[image: 図表5-7-1-1　世界各国の地上デジタルテレビ放送の動向の図]




イ　アジア諸国へのICT展開

　アジア諸国は、近年急速な経済発展を遂げており、また、多くの人口と巨大なICT市場を擁している。このような状況にかんがみ、総務省は、アジア諸国に対するICT分野の国際展開に係る取組をより強化している。

　2011年度（平成23年度）には、我が国の先端的なICT利活用システムの導入を支援することにより、アジア地域での社会的課題の解決に役立てるとともに、我が国のプレゼンスの向上、我が国発ICTの国際標準化の推進及びICT産業の国際競争力の向上に資するため、「アジアユビキタスシティ構想推進事業」を開始した。

　また、2011年（平成23年）11月の日ASEAN首脳会議で採択されたバリ宣言においては、先端的なICT利活用やユビキタス環境の実現を通じて、ASEAN諸国における様々な社会問題の解決や経済活性化等への貢献を目指す「ASEANスマートネットワーク構想」が我が国の提案により盛り込まれたところであり、今後、同構想を推進していくこととしている。



（2）ICT海外展開のための環境整備

　ICT海外展開のための環境整備として、総務省は、サイバー空間に関する国際的なルールづくり（第2章第1節参照）、国際協力の推進、戦略的国際標準化の推進、デジタルコンテンツの流通促進（第5章第4節参照）及びサイバー攻撃のための国際連携に取り組んでいる。



ア　国際協力の推進

　情報通信ネットワークは、経済発展、雇用拡大、国民生活の向上等を実現する上で重要な役割を果たすインフラである。開発途上国においては、国際的な情報格差（デジタル・ディバイド）が存在しており、開発途上国を含めた世界的な情報通信ネットワークの整備の必要性が高まってきている。

　総務省としても、ICT分野の人材育成支援、国際的なデジタル・ディバイドの解消のためにグローバルな協力を推進する国際機関・地域機関への支援等を実施するとともに、外務省の実施するODA（政府開発援助：Official Development Assistance）や独立行政法人国際協力機構等と協力し、開発途上国におけるICT分野の持続的発展に貢献している（図表5-7-1-2）。




図表5-7-1-2　ICT分野のODA案件リスト（2011年度（平成23年度）実施案件）
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イ　戦略的国際標準化の推進

　情報通信分野では、技術開発のスピードの加速化や製品・サービスの高度化が急速に進展しており、国際標準化活動においても、標準策定に要する時間が比較的短い民間主体のフォーラム等で標準が策定され、そこで策定された標準をデジュール標準化機関で追認する例がみられるようになっている。

　総務省では、こうした標準化を取り巻く環境の変化を踏まえ、中長期的な研究開発戦略や諸外国の政策等を踏まえた標準化の重点分野の在り方や標準化を促進する際の官民役割分担の在り方について情報通信審議会に諮問し、平成23年7月に中間答申1を受けた。

　この中間答申では、標準化重点分野の取りまとめに加え、官民の役割分担に関して、デジュール標準については政府自ら主体的に議論に参加するとともに、我が国の国内関係者が基本認識を共有して活動できる環境を整備することの必要性が指摘されている。また、フォーラム・団体標準については、民間企業等が主体的に標準化活動を推進することが望まれるが、国の役割として、産学官関係者が戦略を共有する場の設置や国際標準化機関会合の日本招致等の支援が期待されている。

　この中間答申を踏まえ、重点分野の一つであるスマートグリッドについては、エネルギーマネジメントの実現に必要な設備の整備支援を行う「スマートグリッド通信インタフェース導入事業」を通じて国際標準化活動を推進していく予定である。

　なお、情報通信審議会では、中間答申を踏まえ、同審議会の情報通信政策部会に設置されている「情報通信分野における標準化政策検討委員会2」で引き続き議論を進めており、平成24年6月から意見募集を実施した。



ウ　サイバー攻撃対処のための国際連携

　総務省は、我が国におけるサイバー攻撃（DDoS攻撃等、マルウェアの感染活動）に対処し、そのリスクを軽減するため、国内外のインターネットサービスプロバイダ、大学等との協力によりサイバー攻撃に関する情報を収集するネットワークを国際的に構築し、諸外国と連携してサイバー攻撃の発生を予知し即応を可能とする技術の研究開発及び実証実験に取り組んでいる（第2章第1節参照）。



1　情報通信審議会からの中間答申：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin01_01000018.html

2　情報通信分野における標準化政策検討委員会：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/bunya/index.html



2　国際的な枠組における取組

（1）アジア・太平洋地域における国際政策の推進

ア　アジア・太平洋経済協力（APEC）

　アジア太平洋経済協力（APEC：Asia-Pacific Economic Cooperation）は、アジア太平洋地域の持続可能な発展を目的とし、域内の主要国・地域が参加する国際会議である。電気通信分野に関する議論は、電気通信・情報作業部会（TEL：Telecommunications and Information Working Group）及び電気通信・情報産業大臣会合（TELMIN：Ministerial Meeting on Telecommunications and Information Industry）を中心に行われている。

　総務省は、TEL議長を担当するとともに、我が国の情報通信政策の紹介等を通じ、APEC参加国・地域間で共有すべき目標である「ユニバーサル・ブロードバンド・アクセス」の推進等、APECの情報通信関連活動に積極的に貢献している。



イ　アジア・太平洋電気通信共同体（APT）

　アジア・太平洋電気通信共同体（APT：Asia-Pacific Telecommunity）は、1979年（昭和54年）に設立されたアジア・太平洋地域における情報通信分野の国際機関であり、同地域における電気通信や情報基盤の均衡した発展を目的として、研修やセミナーを通じた人材育成、標準化や無線通信等の地域的政策調整等を行っている。

　我が国は、これまで特別拠出金等を通じて、APTが行う研修や国際共同研究、デジタル・ディバイド解消のためのパイロットプロジェクトへの支援を行うなどの貢献を行ってきている。2011年度（平成23年度）には、これらの支援に加えて、災害管理ワークショップ（Workshop on Disaster Management / Communications）や島しょ国向けワークショップ（Pacific Workshop）などの会合を日本に招致し、同分野における課題の解決に向けた議論を交わした。

　また、2011年（平成23年）11月に韓国で行われたAPT総会においては、我が国から立候補した山田事務局長が多くの加盟国の支持を受け再選し、2015年（平成27年）2月まで事務局長を務めることとなった。

　2012年度（平成24年度）においても引き続き、APT活動の重要性にかんがみ、我が国としての貢献を行っていく。



ウ　東南アジア諸国連合（ASEAN）

　東南アジア諸国連合（ASEAN： Association of South-East Asian Nations）は、東南アジアの10か国からなる地域協力機構であり、域内における経済成長、社会・文化的発展の促進、政治・経済的安定の確保、域内諸問題に関する協力を主な目的としている。我が国はASEANの対話国であり、日ASEAN首脳会議をはじめ、日ASEAN情報通信大臣級会合等において、協力を進めているところである。

　2011年（平成23年）には、11月に開催された日ASEAN首脳会議で採択された共同宣言（バリ宣言）において「ASEANスマートネットワーク構想」等のICT分野における協力の強化が盛り込まれ、同年12月にミャンマー（ネーピードー）において開催された日ASEAN情報通信大臣級会合でも、我が国から同構想の実現を呼びかけ、ASEAN各国の情報通信関係閣僚からの賛同を得た。

　また、我が国同様に自然災害が多いASEANでは、域内の自然災害等や緊急事態時に、加盟国の対応機関間の連絡・調整を行うことを目的として、「ASEAN防災人道支援調整センター（AHAセンター）」を2011年（平成23年）11月に開設したところである。我が国は、日・ASEAN統合基金（JAIF）等を通じて関連設備の整備及びICT専門家派遣等を実施しており、総務省においても、これに対する必要な協力・支援を行っているところである。

　総務省では、これらICT分野におけるASEAN地域に対する協力方針について、2010年（平成22年）4月から「日ASEAN官民協議会」を開催し、官民で検討を行うとともに、必要な情報共有・情報交換を行っているところである。



（2）グローバルな枠組における国際政策の展開

ア　国際電気通信連合（ITU）

　電気通信に関する国連の専門機関である国際電気通信連合（ITU：International Telecommunication Union）は、

　①　無線通信部門（ITU-R：ITU Radiocommunication Sector）

　②　電気通信標準化部門（ITU-T：ITU Telecommunication Standardization Sector）

　③　電気通信開発部門（ITU-D：ITU Telecommunication Development Sector）

の3部門から成り、周波数の分配、電気通信技術の標準化及び開発途上国における電気通信分野の開発支援等の活動を行っている。我が国は、各部門へ研究委員会の議長・副議長及び研究課題の責任者を多数輩出し、勧告を提案するなど、積極的に貢献を行っている。

　なお、2012年（平成24年）12月には、国際電気通信規則（ITR：International Telecommunication　Regulations）の初めての見直しが予定されている。



（ア）ITU-Rにおける取組

　ITU-Rでは、あらゆる無線通信業務による無線周波数の合理的・効率的・経済的かつ公正な利用を確保するため、周波数の使用に関する研究を行い、無線通信に関する標準を策定するなどの活動を行っている。

　2012年（平成24年）1月に開催された無線通信総会（RA-12：Radiocommunication　Assembly　2012）においては、我が国も審議に積極的に貢献してきた、第4世代携帯電話通信方式として期待されているIMT-Advancedの無線通信方式の候補技術として、3.9世代携帯電話で使用されるLTE（Long Term Evolution）を高度化した「LTE-Advanced」及びWiMAXを高度化した「WirelessMAN-Advanced」の2つの方式が国際標準化（勧告化）された。

　2012年（平成24年）1月から2月に開催された世界無線通信会議（WRC-12：World Radiocommunication Conference 2012）においては、我が国としても積極的に対処を行った結果、「海洋漂流物や津波等の観測のための海洋レーダー用」及び「宇宙探査衛星用」などの国際的な周波数分配等が行われた。また、次回2015年（平成27年）に開催が予定されているWRC-15における検討議題として、「第4世代移動通信システムへの追加周波数分配」などが議題化され、国際的な周波数分配について今後検討が行われることから、我が国として今後も積極的に議論へ貢献していく予定である。

　このほか、高速電力線搬送通信（PLT：Power Line Telecommunication）、無線航行衛星業務システム（RNSS：Regional Navigation Satellite System）、スーパーハイビジョンに関する検討等についても、積極的に取り組んでいる。



（イ）ITU-Tにおける取組

　ITU-Tでは、通信ネットワークの技術、運用方法に関する国際標準の策定や、これに必要な技術的な検討を行っている。

　新たな取組分野として、2012年（平成24年）1月の電気通信標準化アドバイザリーグループ（TSAG：Telecommunication Standardization Advisory Group）に、東日本大震災の発生を踏まえ、ICTの観点から災害対策の検討を行う「Focus Group on Disaster Relief Systems, Network Resilience and Recovery」、M2M（Machine to Machine）のサービス展開を促進するための検討を行う「Focus Group on M2M Service layer」等のFG（Focus Group）が設置された。

　さらに、2011年（平成23年）12月に「Focus Group on Smart Grid」及び「Focus Group on Cloud Computing」が活動を完了したことに伴い、TSAGにおいて、それぞれにJCA（Joint Coordination Activity）が設置され、今後は、他標準化団体及び関連研究委員会（SG：Study Group）におけるスマートグリッドやクラウド関連技術の国際標準化について、各JCAにおいて調整していくこととなった。

　このほか、サイバーセキュリティ関連技術、次世代ネットワークの相互接続性確保や新世代ネットワーク関連技術、電子タグやInternet of thingsなどのセンサー技術、デジタルサイネージなどのマルチメディアサービス・アプリケーション関連技術等の国際標準化へ向けて、積極的に検討が進められている。

　我が国は、SG及びFG活動などにおいて、役職者の輩出や寄与文書の提出等、積極的に貢献しており、今後も引き続き、ITU-Tにおける標準化活動に積極的に寄与していく予定である。



（ウ）ITU-Dにおける取組

　ITU-Dでは、開発途上国における電気通信分野の開発支援を行っている。

　2012年（平成24年）3月には、仙台市においてITUとの共催により、東日本大震災や復興の過程で得た情報通信分野の知見や教訓を海外の方々と共有するため、「総務省・ITU災害通信シンポジウム」を開催し、アジア・アフリカ地域など50か国の海外からの参加者を含めて約150人の参加があった。また、これと前後する形で、仙台及び東京において、ITU-D第2研究委員会（SG2）の「災害通信」、「ルーラル・遠隔地域の通信」、「ブロードバンド通信」及び「地上デジタル放送への移行」に関する会合を招致するなど、開発途上国の電気通信の開発の促進及び向上に貢献を行っている。



（エ）国際電気通信規則（ITR）の見直し

　国際電気通信規則（ITR：International Telecommunication Regulations）は、ITU憲章及び条約を補完する業務規則であり、国際電気通信業務の提供、運用、料金決済等について取り決めている。2012年（平成24年）12月にドバイ（アラブ首長国連邦）において開催される世界国際電気通信会議（WCIT-12：World Congress on Information Technology 2012）で、1988年（昭和63年）の制定以来、初めての見直しが予定されており、セキュリティや迷惑メールといった新しい課題についての取り決めを追加すべきか等の議論に我が国も積極的に参加している（第2章第1節参照）。



イ　国際連合

　国際連合においては、主として国連総会第一委員会、国連総会第二委員会、経済社会理事会及び人権理事会の場において、インターネットを巡る議論が行われている。



（ア）国連総会第一委員会

　軍縮と国際安全保障を扱っている国連総会第一委員会においては、2010年（平成22年）12月、国家のICT利用に関する規範等について議論すべきことや2012（平成24年）から2013年（平成25年）に「国際安全保障分野における情報及び電気通信分野の進歩」に関する政府専門家会合（GGE：Group of Governmental Experts）を開催することなどが決議された。これを受け、2011年（平成23年）9月に、中国、ロシア、タジキスタン及びウズベキスタンの4か国から「情報セキュリティに関する国際行動規範」案が提案され、さらに、2011年（平成23年）12月の決議では、GGEにおいて規範等について議論されることが明確化されたことから、GGEにおいて同案を含め、サイバー空間におけるルールづくり等について議論される見込みである。



（イ）国連総会第二委員会・経済社会理事会（ECOSOC）

　経済と金融を扱っている国連総会第二委員会においては、開発とICTについての議論が行われている。また、2003年（平成15年）にジュネーブで、また、2005年（平成17年）にチュニスで開催された世界情報社会サミット（WSIS：World Summit on the Information Society）のフォローアップが、経済社会理事会（ECOSOC：Economic and Social Council）に設置されている「開発のための科学技術委員会」（CSTD：Commission on Science and Technology for Development）を中心に行われ、ECOSOCを経て国連総会第二委員会においても議論されている。WSISに関する主要な課題の一つであるインターネット・ガバナンスについては、WSISチュニス会合における成果文書で示されているインターネット政策に関する「協力強化」（enhanced cooperation）の一環として、2011年（平成23年）10月にインドから「インターネット政策委員会」を国連総会に設置することが提唱されたが、実現には至らず、2012年（平成24年）5月に協力強化に関する関係者の意見を集約するため、オープンコンサルテーション会合が開催された。また、その結果を踏まえて同月のCSTD定例会合において協力強化の在り方に関する議論が行われ、ECOSOCに提出される決議案が採択された。



（ウ）人権理事会

　人権理事会においては、インターネット上の表現の自由について議論されている。2011年（平成23年）5月には「意見表明及び表現の自由の権利の促進と保護に関する報告書」が議論された。また、2012年（平成24年）2月の人権理事会においては、インターネット上の言論と表現の自由に関するパネルが開催された。



（エ）インターネットガバナンスフォーラム等

　インターネットガバナンスフォーラム（IGF：Internet Governance Forum）は、2005年（平成17年）のWSISチュニス会合における成果文書に基づき国際連合が事務局を設置した、インターネットに関する国際的な政策課題について議論するフォーラムである。

　2011年（平成23年）9月には、ナイロビ（ケニア）において第6回会合が開催され、インターネットに関する様々な公共政策課題について議論が行われた。同会合に併せて、高級閣僚フォーラムが開催され、世界各国の閣僚等により、モバイルインターネットやサイバーセキュリティ等の課題について議論が行われた。

　また、アジア地域においては、インターネットコミュニティが中心となり、インターネットに関して自由な議論を行うアジア太平洋地域IGFが2010年（平成22年）に設立され、2011年（平成23年）6月、シンガポールにおいて第2回会合が開催された。2012年（平成24年）7月には、東京において第3回会合が開催される予定である。

　さらに、日本においても、インターネットに係る様々な問題や課題について広く議論することを目的としたIGF Japanが2011年（平成23年）に設立された。同年7月に、京都において第1回全体会議が開催され、この結果はIGF第6回会合に報告された。

　我が国は、政府、企業、市民社会などのマルチステークホルダーによる「対話の場」であるIGF等の役割を支持するとともに、積極的に会議へ参加している。



ウ　世界貿易機関（WTO）ドーハ・ラウンド交渉

　2001年（平成13年）11月から開始された世界貿易機関（WTO：World Trade Organization）ドーハ・ラウンド交渉では、サービス貿易分野において最も重要な分野の一つとされている電気通信分野について、電気通信市場の一層の自由化に向けた積極的な交渉が展開されている。我が国は、WTO加盟国の中で最も電気通信分野の自由化が進展している国の一つであることから、諸外国における外資規制等の措置について、撤廃・緩和の要求を行っている。同ラウンド交渉は、2006年（平成18年）夏や2008年（平成20年）夏、各国の意見対立により中断、再開を繰り返している。2011年（平成23年）12月に開催された第8回WTO閣僚会議においては、ドーハ・ラウンド交渉については、交渉が膠着状態に陥り、当面、一括妥結の見込みは少ないことを認めつつも、目標としての一括妥結は断念しないこと及び部分合意、先行合意等の「新たなアプローチ」を探求することが合意された。ただし、その具体的交渉目標の設定については、新興国・途上国の反対もあり、合意に至らなかった。



（3）その他の枠組における国際政策の展開

ア　G8

　2011年（平成23年）5月にドーヴィル（フランス）で開催されたG8ドーヴィル・サミットでは、議長国フランスの提案により、3つの優先課題の一つとして、インターネットが取り上げられた。具体的には、首脳宣言（G8コミュケ）において、インターネットがグローバル経済成長の牽引力であることが確認されるとともに、①クラウドコンピューティング等の新たなサービスによるイノベーション・成長の機会の認識、②知的財産侵害への対応、個人情報保護、セキュリティ等における国際協力の推進、③児童のための安全なインターネット利用環境整備等について盛り込まれ、採択された3。



イ　経済協力開発機構（OECD）

　経済協力開発機構（OECD：Organization for Economic Co-operation and Development）では、情報・コンピュータ・通信政策委員会（ICCP：Committee for Information, Computer and Communication Policy）における加盟国間の意見交換を通じ、情報通信に関する政策課題及び経済・社会への影響について調査検討を行っている。OECDの特徴は、他の国際機関に比べ、最新の政策課題について、経済的な観点から、より客観的・学術的な議論を行う点にある。ICCPは、通信規制政策、情報セキュリティ、プライバシー等の分野において特に先導的な役割を果たしている。

　2011年（平成23年）6月にパリのOECD本部で開催されたインターネットエコノミーに関するハイレベル会合において、「インターネット政策策定原則」のコミュニケが採択され、同年12月には本原則がOECD勧告として採択された。また、我が国の提案によりプロジェクトが始動した「オンライン上の青少年保護」に関するOECD勧告が2012年（平成24年）2月に採択された。また、同年3月に開催されたICCPにおいて、今後の活動に関する議論がなされ、インターネットエコノミーのための政策枠組の強化や増加するインターネットインフラへの需要への対処等を柱として活動していくことが確認された。



3　G8ドーヴィル・サミットの結果：http://www.g20-g8.com/g8-g20/g8/english/the-2011-summit/declarations-and-reports/declarations/renewed-commitment-for-freedom-and-democracy.1314.html



（4）二国間関係における国際政策の展開

ア　米国との政策協力

（ア）インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話

　インターネットエコノミーに関する幅広い政策課題について意見交換し、ICT分野の発展に向けた認識の共有化と地球的規模での課題における具体的連携を推進する観点から、2010年（平成22年）6月に日米両国の間で、インターネットエコノミーに関する局長級の政策協力対話を行うことで一致した4。

　2012年（平成24年）3月には、第3回局長級会合が東京で開催され、日米の産業界が議論の一部に参加し、インターネット政策課題、クラウドコンピューティング技術、電子政府、周波数オークション、青少年のインターネット利用環境整備、研究開発協力、サイバーセキュリティ、IPv6普及促進などについての議論が行われた。また、産業界からの両政府に対する共同声明を踏まえ、政府間で共同記者発表を取りまとめた5。具体的には、クラウドコンピューティング技術について日米間で「クラウド・コンピューティング作業部会」を創設することで一致した。また、サイバーセキュリティにおいては、日米間で、サイバー攻撃のデータを共有し、連携して研究開発を加速することで一致した。後者については、これにより、日米両国のサイバー攻撃対応能力の向上が期待される。

　なお、2012年（平成24年）4月末の日米首脳会談後に発表された「ファクトシート：日米協力イニシアティブ6」において、両首脳は、インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話の下に、クラウドコンピューティング技術について、民間セクターと共に、新たな「クラウド・コンピューティング作業部会」を創設することを支持することが明記された。



（イ）日米ICTサービス通商原則の策定

　成長著しいICTサービス分野において、日本企業の海外展開を支援するためには、各国における規制の透明性、オープンなネットワークの維持、国境を越えた自由な情報流通の確保等の環境整備が必要不可欠である。このため、日米間で、2010年（平成22年）11月の日米首脳会談において発表された「新たなイニシアティブに関するファクトシート」で立ち上げられた「日米経済調和対話」の枠組において、規制の透明性の確保をはじめ、ICTサービス分野における貿易の促進に係る考え方を共有し、共同して他国にその内容を働きかけるべく、2012年（平成24年）1月に「日米ICTサービス通商原則」が策定された7。これは、先行して策定されていた、米EU ICTサービス通商原則も参考としながら、日米両国の高い自由化レベルを踏まえて策定された。今後は、第三国に同原則の内容を働きかけていくこととしている。



イ　欧州との協力

　総務省は、欧州の情報通信担当省庁等との間で、情報通信に関する政策協議を開催している。



（ア）欧州連合（EU）との協力

　2011年（平成23年）6月にベルギー王国で開催された第18回日EU・ICT政策対話においては、クラウドコンピューティングに関する実務者会議を2012年（平成24年）春までに開催すること、ICT分野の研究開発協力を強化すること等について合意した8。この合意に基づき、2012年（平成24年）4月にクラウドコンピューティングに関する実務者会議（日EUクラウドコンピューティング技術セミナー）を東京にて開催した。

　また、2012年（平成24年）5月に川端総務大臣がベルギー王国を訪問し、欧州委員会クルース副委員長との間で、インターネットに係る政策課題、インターネットセキュリティ、クラウドコンピューティング、オンライン上の青少年保護、研究開発協力、高齢化社会への対応といったICT分野の政策課題について意見交換を行い、日EUインターネット・セキュリティフォーラムの開催等を内容とする共同声明を発表した9。



（イ）欧州諸国との二国間協力

　2011年（平成23年）11月に英国で開催された第23回日英ICT政策協議では、インターネット政策、ブロードバンド政策等について、また同年同月に我が国で開催された第15回日仏ICT政策協議では、インターネット政策、周波数政策等について、それぞれ意見交換を実施した10。

　また、2012年（平成24年）5月に川端大臣が英国文化・メディア・スポーツ省を訪問し、ハント文化・オリンピック・メディア・スポーツ大臣との間で、インターネットに係る政策課題等について意見交換を行うとともに、インターネット政策課題に関する連携を確認する共同声明を発表した11。



ウ　アジア諸国との協力

　総務省は、アジア各国の情報通信担当省庁等との間で、情報通信に関する協力を行っている。

　中国については、特に同国の市場に対して我が国通信事業者等の関心が高いことを踏まえ、貿易・投資を中心とする日中経済関係の今後の在り方について総合的な見地から議論を行い、両国間経済分野における紛争の未然防止を図ること等を目的として開催されている「日中経済パートナーシップ協議」に、総務省としても積極的に参加しているところである。また、閣僚級の「日中ハイレベル経済対話」においては、グリーンICT、IPv6及び物聯網12分野等における協力について議論しており、今後、人材交流や物聯網技術に関するプロジェクトといった具体的な取組を進めることとしている。コンテンツ分野に関しては、政府全体の取組として2011年度（平成23年度）に「日中映像交流事業」が実施され、我が国の放送局と中国の放送局の間で番組交流が実現した。

　インドについては、2010年（平成22年）9月に我が国で開催された第2回日印成長戦略委員会において提案された内容を踏まえ、2011年（平成22年）2月にISDB-Tmm方式によるモバイルマルチメディア放送が、同年3月にICT端末を用いたe教育システムの実証実験及びセミナーが、インド国内で実施され、現在、その成果を踏まえ事業展開に向けた検討が行われているところである。

　インドネシアについては、2010年（平成22年）に通信情報省との間で交換した情報通信分野（放送及び電気通信）における日本とインドネシアの間の包括的な協力関係の推進に関する文書13に基づき、2011年（平成23年）8月に総務省及び民間企業等からなるICT官民ミッションがジャカルタを訪問し、インドネシア政府関係機関との意見交換を行う等、官民が一体となってICT分野における両国の協力関係の深化を推進している。また、同国ではへき地に対する防災情報等の伝達が大きな課題となっていることから、ワンセグ等日本のICTを用いたパイロットプロジェクトの実施等を通して課題解決を図るとともに、我が国ICTの国際展開を図っている（第1章第3節参照）。

　ベトナムについては、2010年（平成22年）にベトナム情報通信省との間で交換した情報通信分野（放送及び電気通信）における包括的な協力関係の推進に関する文書での合意に基づき、様々な協力を実施している。2011年（平成23年）3月には官民ミッションを派遣し、2011年度（平成23年度）にはベトナムにおける防災、環境分野等でのICTの導入に係る具体的な協力の推進として、我が国の協力の下で実証実験及び調査研究等を実施するなど、同国との協力関係の強化を図っている。

　タイについては2012年（平成24年）3月に日タイ首脳会談においてICTを含むインフラ協力について合意し、ミャンマーについても同年4月に日ミャンマー首脳会談においてICT分野での協力について合意したことから、今後、具体的な協力案件に両国で取り組んでいくこととしている。



エ　経済連携協定（EPA）締結に対する取組

　WTOを中心とする多角的自由貿易体制を補完し、2国間の経済連携を推進するとの観点から、我が国は経済連携協定（EPA：Economic　Partnership　Agreement）や自由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）の締結に積極的に取り組んでいる。2012年（平成24年）4月末現在で、シンガポール、メキシコ、マレーシア、タイ、チリ、フィリピン、ブルネイ、インドネシア、ASEAN、スイス、ベトナム、インド及びペルーとの間でEPA/FTAを締結しているほか、現在、湾岸協力理事会（GCC：Cooperation Council for the Arab States of the Gulf）諸国及びオーストラリアとの間でEPA締結に向けた交渉を行っている（韓国とは交渉中断中）。また、EUとのEPA/FTAについては、交渉の範囲及び野心のレベルを定める「スコーピング作業」を行った。さらに、環太平洋パートナーシップ（TPP：Trans　Pacific　Partnership）協定については、交渉参加に向けた関係国との協議が行われているところである。

　電気通信分野については、WTO水準以上の自由化約束を達成すべく、外資規制の撤廃・緩和等の要求を行うほか、相互接続ルール等の競争促進的な規律の整備に係る交渉や、ICT分野における協力に関する協議も行っている。



4　インターネットエコノミーに関する日米政策協力：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin06_02000027.html

5　インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話（第3回局長級会合）の結果：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000030.html

6　ファクトシート：日米協力イニシアティブ（仮訳）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/s_noda/usa_120429/pdfs/Fact_Sheet_jp.pdf

7　日米ICTサービス通商原則の公表：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000023.html

8　日EU・ICT政策対話の結果：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_01000012.html

9　川端総務大臣と欧州委員会ネリー・クルース副委員長との間の共同声明：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000032.html

10　日英ICT政策協議の結果：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000014.html

　第15回日仏ICT政策協議の結果：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000016.html

11　川端総務大臣と英国ジェレミー・ハント文化・オリンピック・メディア・スポーツ大臣との間の共同声明：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin06_02000032.html

12　物聯網（ぶつれんもう）：「人」と「人」だけでなく、「人」と「モノ」、「モノ」と「モノ」をつなぐことにより、生活の様々な場面でICTの利便性を享受することのできる社会を目指す、中国における戦略の総称。ユビキタスネットワークに相当する。

13　情報通信分野における協力に関するインドネシア通信情報省との文書の交換：http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/36336.html


第8節　郵政行政の展開

1　郵政行政の推進

　平成19年10月にスタートした現在の郵政民営化については、従来1社で営まれた経営形態を5分社化する等により、郵政事業の経営基盤の脆弱化や国民利用者の利便性の低下が指摘される等の問題が表面化した。

　このため、政府として、平成21年10月に「郵政事業に関する国民の権利として、国民共有の財産である郵便局ネットワークを活用し、郵便・郵便貯金・簡易生命保険の基本的なサービスを全国あまねく公平にかつ利用者本位の簡便な方法により、郵便局で一体的に利用できるようにする」こと等を内容とする「郵政改革の基本方針」を閣議決定し、郵政事業の抜本的見直し（郵政改革）を本格的に取り組むところとなった1。

　平成21年12月には、政府保有の日本郵政株式や日本郵政保有のゆうちょ銀行及びかんぽ生命保険の株式の売却を凍結すること等を内容とする「日本郵政株式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式の処分の停止等に関する法律」（平成21年法律第100号）が成立、施行された。また、平成22年4月には、5分社化された日本郵政グループを3社体制へ再編し、新しい日本郵政の責務として郵便・貯金・保険のユニバーサルサービスの確保を定めること等を内容とする郵政改革関連法案を閣議決定し、第174回国会（常会）に提出したものの、廃案になった。その後、平成22年10月に再度、同法案を閣議決定し、第176回国会（臨時会）に提出し、第177回国会（常会）、第178回国会（臨時会）、第179回国会（臨時会）、第180回国会（常会）と継続審議されていたが、民主党、自民党、公明党3党による協議の結果、郵政民営化法の一部を改正する等を内容とする議員立法を提出することとなった。政府提出の郵政改革関連法案は、平成24年3月30日の閣議において「撤回」する旨の決定を行い、衆議院本会議において承諾を得た後、同日、「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案」（衆法第6号）が衆議院へ提出された。同法案は、衆議院及び参議院での審議を経て、同年4月27日に成立し、5月8日に「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律」（平成24年法律第30号）が公布された（図表5-8-1-1及び図表5-8-1-2）。

　同法は、公布の日から起算して1年を超えない範囲内において政令で定める日から施行するものと規定されており、改正法の施行に向けて政府一体となって円滑に推進できるよう、取り組むところとなった。




図表5-8-1-1　「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律」による改正前後の郵政民営化法の概要



[image: 図表5-8-1-1　「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律」による改正前後の郵政民営化法の概要の表]





図表5-8-1-2　日本郵政の再編成



[image: 図表5-8-1-2　日本郵政の再編成の図]




1　郵政改革：http://www.soumu.go.jp/yusei/mineika/index.html



2　信書便事業の推進

　信書の送達事業は、従来、国の独占とされてきたところ、「民間事業者による信書の送達に関する法律」（平成14年法律第99号）により、民間事業者も行うことが可能となった2。

　信書便事業には「一般信書便事業」と「特定信書便事業」の2種類があり、平成15年4月の同法施行以降、一般信書便事業については参入がないものの、特定信書便事業（図表5-8-2-1）については、374者（平成24年3月末現在）が参入している。




図表5-8-2-1　特定信書便事業



[image: 図表5-8-2-1　特定信書便事業の図]






2　信書便事業：http://www.soumu.go.jp/yusei/shinsyo_top.html



資料編



データ



データ1　日本の産業別名目市場規模（国内生産額）の推移


[image: データ1　日本の産業別名目市場規模（国内生産額）の推移の表]




データ2　日本の産業別名目GDPの推移


[image: データ2　日本の産業別名目GDPの推移の表]




データ3　日本の産業別実質市場規模（国内生産額）の推移


[image: データ3　日本の産業別実質市場規模（国内生産額）の推移の表]




データ4　日本の産業別実質GDPの推移


[image: データ4　日本の産業別実質GDPの推移の表]




データ5　日本の産業別雇用者数の推移


[image: データ5　日本の産業別雇用者数の推移の表]




データ6　日本の情報通信産業の部門別名目市場規模（国内生産額）の推移


[image: データ6　日本の情報通信産業の部門別名目市場規模（国内生産額）の推移の表]




データ7　日本の情報通信産業の部門別実質市場規模（国内生産額）の推移


[image: データ7　日本の情報通信産業の部門別実質市場規模（国内生産額）の推移の表]




データ8　日本の情報通信産業の部門別名目GDPの推移


[image: データ8　日本の情報通信産業の部門別名目GDPの推移の表]




データ9　日本の情報通信産業の部門別実質GDPの推移


[image: データ9　日本の情報通信産業の部門別実質GDPの推移の表]




データ10　日本の情報通信産業の部門別雇用者数の推移


[image: データ10　日本の情報通信産業の部門別雇用者数の推移の表]




データ11-1　都道府県別情報化指標


[image: データ11-1　都道府県別情報化指標の表]




データ11-2　都道府県別情報化指標の説明及び出典


[image: データ11-2　都道府県別情報化指標の説明及び出典の表]




用語解説



Ａ－Ｃ　
Ｄ－Ｆ　
Ｇ－Ｉ　
Ｌ－Ｓ　
Ｔ－Ｘ


あ　
か　
さ　
た　
は　
ま　
や　
ら　
わ





	索引
	用語
	用語解説
	主な使用箇所




	A

	

API


	

[bookmark: ea01]
Application Programming Interfaceの略で、アプリケーションの開発者が、他のハードウェアやソフトウェアの提供している機能を利用するためのプログラム上の手続きを定めた規約の集合を指す。個々の開発者は規約に従ってその機能を「呼び出す」だけで、自分でプログラミングすることなくその機能を利用したアプリケーションを作成することができる。


	第1部第1章第4節
第1部第2章第2節
第1部第2章第3節



	

ARPU


	

[bookmark: ea02]
Average Revenue Per Userの略。加入者一人当たりの平均利用月額。


	第1部第2章第2節
第2部第4章第5節



	

ASP


	

[bookmark: ea03]
Application Service ProvIDerの略。ビジネス用アプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客に提供する事業者。


	第1部第3章第2節
第2部第4章第2節
第2部第5章第1節



	

ASPIC


	

[bookmark: ea04]
ASP-SaaS ASP-Saas=Cloud Consortiumの略。特定非営利活動法人ASP・SaaS ・クラウドコンソーシアム。クラウド・ASP・SaaS・データセンター事業の発展と支援を目的として、1999年に設立された。


	第2部第5章第1節






	B

	

BCP


	

[bookmark: eb01]
Business Continuity PLANの略。何らかの障害が発生した場合に重要な業務が中断しないこと又は業務が中断した場合でも目標とした復旧時間内に事業が再開できるようにするための対応策などを定めた包括的な行動計画。


	第1部第1章第5節
第1部第3章第2節
第2部第5章第4節
第2部第5章第5節



	

BEMS


	

[bookmark: eb02]
Building Energy Management Systemの略。ビルエネルギー管理システム。業務用ビル等において、室内環境・エネルギー使用状況を把握し、室内環境に応じた機器又は設備等の運転管理によってエネルギー消費量の削減を図るシステム。


	第2部第5章第4節



	

BS放送


	

[bookmark: eb03]
静止衛星を用いて行われる放送のうち、放送専用の衛星（Broadcasting Satellite）を用いるもの。なお、通信衛星（Communication Satellite）を用いて行われる放送はCS放送。


	第2部第4章第6節
		第2部第5章第2節



	

BWA


	

[bookmark: eb04]
Broadband Wireless Accessの略。信号を伝えるケーブルの代わりに無線（電波）を使うデータ通信サービスの総称。無線アクセスシステム。


	第2部第4章第5節






	C

	

CIO


	

[bookmark: ec01]
Chief Information Officerの略。日本語では「最高情報責任者」「情報システム担当役員」「情報戦略統括役員」など。企業や行政機関等といった組織において情報化戦略を立案、実行する責任者のこと。


	第1部第1章第4節
		第2部第5章第5節



	

CS放送


	

[bookmark: ec02]
→BS放送の項を参照。


	第2部第4章第6節
		第2部第5章第2節






	D

	

DoS攻撃


	

[bookmark: ed01]
DoSはDenial of Serviceの略。サービス妨害攻撃。標的となるコンピュータやルータに大量のデータを送りつけることにより、当該宛先のシステムを動作不能とする攻撃。


	第1部第2章第1節
		第2部第5章第7節



	

DSL


	

[bookmark: ed02]
Digital Subscriber Lineの略。デジタル加入者回線。電話用のメタリックケーブルにモデム等を設置することにより、高速のデジタルデータ伝送を可能とする方式の総称。


	第1部第1章第3節
		第2部第4章第5節






	E

	

EHR


	

[bookmark: ee01]
Electronic Health Recordの略。電子健康記録。個人が自らの健康情報（診療情報、レセプト情報、健診結果情報及び健康関連情報）を電子的に活用しようとするもの。


	第1部第1章第4節
		第2部第5章第4節






	F

	

FTTH


	

[bookmark: ef01]
Fiber To The Homeの略。各家庭まで光ファイバケーブルを敷設することにより、数十～最大1G bps程度の超高速インターネットアクセスが可能。


	第1部第1章第2節
		第1部第1章第3節
		第2部第4章第5節
		第2部第5章第2節



	

FWA


	

[bookmark: ef02]
Fixed Wireless Accessの略。加入者系無線アクセスシステム。P-P（対向）方式、P-MP（1対多）方式があり、それぞれ最大百数十Mbps、10Mbpsの通信が実現可能。


	第1部第3章第4節
		第2部第4章第5節






	G

	

GC接続


	

[bookmark: eg01]
Group unit Center（加入者交換局） 接続の略。NTT東日本・NTT西日本地域会社以外の電気通信事業者が、NTT東日本・西日本のネットワークと加入者交換局レベルで相互接続することを指す。


	第2部第4章第5節



	

GDP


	

[bookmark: eg02]
Gross Domestic Productの略。国民総生産（GNP）から海外で得た純所得を差し引いたもので、国内の経済活動の水準を表す指標となる。


	第1部第1章
		第2部第4章第1節



	

GNI


	

[bookmark: eg03]
Gross National Incomeの略。一定期間に国民によって新たに生産された製品・サービスの付加価値の総額のこと。


	第1部第1章第2節



	

GPS


	

[bookmark: eg04]
Global Positioning Systemの略。全地球測位システム。人工衛星を利用して、利用者の地球上における現在位置を正確に把握するシステム。


	第1部第1章第3節
		第1部第1章第5節
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節






	H

	

HEMS


	

[bookmark: eh01]
Home Energy Management Systemの略。家庭用エネルギー管理システム。住宅に ICT 技術を活用したネットワーク対応型の省エネマネジメント装置を設置し、自動制御による省エネルギー対策を推進するシステム。


	第2部第5章第4節



	

HTML


	

[bookmark: eh02]
HyperText Markup LANguageの略。WWWコンソーシアムが策定している規格の一つでウェブページを記述するためのマークアップ言語。


	第1部第2章第2節



	

HTML5


	

[bookmark: eh03]
現在、WWWコンソーシアムで改訂作業が行われているHTMLの規格。2014年（平成26 年）に勧告化される予定。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第2節
		第1部第2章第4節






	I

	

ICT


	

[bookmark: ei01]
Information & Communications Technologyの略。


	第1部
		第2部



	

IC接続


	

[bookmark: ei02]
Intra-zone Center (中継交換局)接続の略。NTT東日本・NTT西日本地域会社以外の電気通信事業者が、NTT東日本・西日本のネットワークと中継交換局レベルで相互接続すること。中継交換局とは、GCからの回線を集約し、他局に中継している局のこと。ZC（Zone Center）接続ともいう。


	第2部第4章第5節



	

IPTV


	

[bookmark: ei03]
放送番組等の映像コンテンツをIPネットワークを通じて配信するサービス。


	第1部第1章第3節
		第2部第4章第2節



	

IPv6


	

[bookmark: ei04]
Internet Protocol version 6の略。現在広く使用されているインターネットプロトコル（IPv4）の次期規格であり、IPv4に比べて、アドレス数の大幅な増加、セキュリティの強化及び各種設定の簡素化等が実現可能。


	第1部第1章第3節
		第2部第4章第5節
		第2部第5章第2節
		第2部第5章第7節



	

IP-VPN


	

[bookmark: ei05]
Internet Protocol-Virtual Private Networkの略。電気通信事業者の閉域IP通信網を経由して構築された仮想私設通信網。IP-VPNを利用することにより、遠隔地のネットワーク同士をLAN同様に運用することが可能。


	第2部第4章第5節



	

IP電話


	

[bookmark: ei06]
通信ネットワークの一部又は全部においてIP（インターネットプロトコル）技術を利用して提供する音声電話サービス。


	第2部第4章第5節



	

IPマルチキャスト


	

[bookmark: ei07]
IPネットワーク上で、複数の相手を一括指定して同じデータを配信する方式で、単一の相手を個別に指定する通常の方式に比べ、効率良くデータを配信することができる。IPTVにおいて多チャンネル放送を実現する際などに用いられる。


	第2部第4章第6節



	

ISP


	

[bookmark: ei08]
Internet Services ProvIDerの略。インターネット接続業者。電話回線やISDN回線、ADSL回線、光ファイバー回線、データ通信専用回線などを通じて、コンピュータをインターネットに接続する。


	第1部第1章第2節
		第2部第4章第5節
		第2部第5章第2節



	

ITS


	

[bookmark: ei09]
Intelligent Transport Systemsの略。高度道路交通システム。情報通信技術等を活用し、人と道路と車両を一体のシステムとして構築することで、渋滞、交通事故、環境悪化等の道路交通問題の解決を図るもの。


	第1部第2章第1節
		第2部第5章第1節
		第2部第5章第2節



	

IT戦略本部


	

[bookmark: ei10]
高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部。ITの活用により世界的規模で生じている急激かつ大幅な社会経済構造の変化に適確に対応することの緊要性にかんがみ、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するために、平成13年1月、内閣に設置された。


	第1部
		第2部



	

IX


	

[bookmark: ei11]
Internet eXchangeの略。インターネット・サービス・プロバイダ（ISP）相互間を接続する接続点。この相互接続により、異なるプロバイダに接続しているコンピュータ同士の通信が可能。


	第2部第4章第5節






	L

	

LAN


	

[bookmark: el01]
Local Area Networkの略。企業内、ビル内、事業所内等の狭い空間においてコンピュータやプリンタ等の機器を接続するネットワーク。


	第2部第4章第3節
		第2部第4章第5節
		第2部第5章第2節



	

LTE


	

[bookmark: el02]
Long Term Evolutionの略。「3.9G」と呼ばれ、W-CDMAやHSPA規格の後継となる高速データ通信を実現する移動体通信の規格のこと。
（関連項目⇒「3.9世代移動通信システム」の項を参照）


	第1部
		第2部






	M

	

M2M


	

[bookmark: em01]
Machine-to-Machineの略。ネットワークに繋がれた機械同士が人間を介在せずに相互に情報交換し、自動的に最適な制御が行われるシステムのこと。


	第1部第2章第1節






	N

	

NCC


	

[bookmark: en01]
New Common Carrier の略。1985年の通信自由化により新規参入した第一種電気通信事業者の総称。新電電とも呼ばれる。主に国内の市外通話を提供している。自由化直後は、京セラなどをを母体とする第二電電(DDI)、JRなどを母体とする日本テレコム(JT)、日本道路公団などを母体とする日本高速通信(TWJ)の3社を指していた(その後TWJはKDDに吸収された)。2000年（平成12年）にDDIとKDDは合併し、KDDIとなった。


	第2部第4章第5節



	

NPO


	

[bookmark: en02]
Nonprofit Organizationの略。非営利団体一般のことを指す場合と、特定非営利活動促進法により法人格を得た特定非営利活動法人のみを指す場合がある。


	第1部第1章第4節
		第1部第1章第5節
		第1部第2章第1節
		第1部第3章第1節
		第1部第3章第3節






	O

	

OS


	

[bookmark: eo01]
Operating Systemの略。「基本ソフトウェア」とも呼ばれ、キーボード入力や画面出力等の入出力機能、ディスクやメモリの管理など、多くのアプリケーションソフトが共通して利用する基本的な機能を提供し、コンピュータシステム全体を管理するソフトウェア。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第2節
		第1部第2章第3節
		第2部第4章第3節
		第2部第5章第3節






	P

	

PDA


	

[bookmark: ep01]
Personal Digital Assistantsの略。個人向けの携帯情報端末であり、パソコンのもつ機能のうちいくつかを備えている。


	第2部第4章第3節



	

POSシステム


	

[bookmark: ep02]
Point Of Sales　（販売時点管理）システムの略。小売業において個々の店舗において商品の販売情報を記録し、これを集計した結果を在庫管理やマーケティングのためのデータとして利活用するシステムのこと。


	第1部第2章第2節



	

P2P


	

[bookmark: ep03]
Peer to Peerの略。不特定多数のコンピュータが相互に接続され、直接ファイル等の情報を送受信するインターネットの利用形態。


	第2部第4章第5節






	S

	

SaaS


	

[bookmark: es01]
Software as a Serviceの略。ネットワークを通じて、アプリケーションソフトの機能を顧客の必要に応じて提供する仕組。


	第1部第1章第4節
		第2部第4章第2節
		第2部第5章第1節



	

SMS


	

[bookmark: es02]
Short Message Serviceの略。携帯電話同士で短い文字メッセージ又はその他の情報を送受信できるサービス。


	第1部第1章第2節
		第1部第2章第1節



	

SNS


	

[bookmark: es03]
Social Networking Service(Site)の略。インターネット上で友人を紹介しあって、個人間の交流を支援するサービス（サイト）。誰でも参加できるものと、友人からの紹介がないと参加できないものがある。会員は自身のプロフィール、日記、知人・友人関係等を、ネット全体、会員全体、特定のグループ、コミュニティ等を選択の上公開できるほか、SNS上での知人・友人等の日記、投稿等を閲覧したり、コメントしたり、メッセージを送ったりすることができる。プラグイン等の技術により情報共有や交流を促進する機能を提供したり、API公開により連携するアプリケーション開発を可能にしたものもある。


	第1部
		第2部






	T

	

TFP


	

[bookmark: et01]
Total Factor Productivityの略。全要素生産性又は総要素生産性。経済成長を論じる手法の一つであり、技術進歩による経済生産増への寄与度としてよく使われる。


	第1部第1章第4節



	

Twitter


	

[bookmark: et02]
個々のユーザーが「ツイート」（tweet）と呼ばれる140文字以内の「つぶやき」を投稿し、そのユーザーをフォローしているユーザーが閲覧できるサービス。タイムラインと呼ばれる自分のページには自分の投稿と自分がフォローしているユーザーの投稿が時系列順に表示される。RTによる他人のツイートの引用、ハッシュタグによる特定のテーマでのやり取り等の仕組も取り入れられ、APIの公開により、様々なサービスが開発されている。


	第1部第2章第1節
		第1部第2章第3節
		第1部第3章第1節
		第1部第3章第4節






	W

	

Wi-Fi


	

[bookmark: ew01]
無線LANの標準規格である「IEEE 802.11a/b/g/n」の消費者への認知を深めるため、業界団体のWECA（現：Wi-Fi Alliance）が名付けたブランド名。


	第1部第1章第3節
		第1部第1章第4節
		第1部第2章第2節



	

WiMAX


	

[bookmark: ew02]
World wide Interoperability for Microwave Accessの略。IEEE（米国電気電子学会）の標準規格であり、IEEE802.16-2004に準拠する固定WiMAXとIEEE802.16eに準拠するモバイルWiMAXの2つがある。


	第1部第1章第3節
		第2部第4章第5節
		第2部第5章第3節
		第2部第5章第7節






	X

	

XML

【eXtensible Markup Language】


	

[bookmark: ex01]
HTMLと同様に、ウェブぺージを記述する際などに用いる言語であり、テキスト中にタグと呼ばれる書式属性を定義する文字列を埋め込み、文字列の位置付け等を記述する。HTMLとの違いは拡張性にあり、XMLでは任意のタグを定義してHTMLにはない書式属性を定義することが可能。


	第1部第2章第2節






	あ

	

アーカイブ


	

[bookmark: ja01]
文書や記録等を収集、組織化、蓄積・保存すること。


	第1部第2章第3節
		第2部第5章第4節



	

アクセシビリティ


	

[bookmark: ja02]
情報やサービス、ソフトウェア等が、どの程度広汎な人に利用可能であるかをあらわす語。特に、高齢者や障害者等、ハンディを持つ人にとって、どの程度利用しやすいかということを意味する。


	第1部第1章第5節
		第2部第5章第4節



	

アプリ


	

[bookmark: ja03]
アプリケーションの略
→アプリケーションの項を参照


	第1部
		第2部



	

アプリケーション


	

[bookmark: ja04]
ワープロ・ソフト、表計算ソフト、画像編集ソフトなど、作業の目的に応じて使うソフトウェア。


	第1部第1章
		第1部第2章
		第2部第5章



	

暗号技術


	

[bookmark: ja05]
文書や画像等のデータを通信及び保管する際に、第三者による情報の窃取を防ぐことを目的として、規定された手順に従いデータを変換し、秘匿化する技術。


	第2部第5章第3節
		第2部第5章第6節






	い

	

イノベーション


	

[bookmark: ji01]
新技術の発明や新規のアイデア等から、新しい価値を創造し、社会的変化をもたらす自発的な人・組織・社会での幅広い変革のこと。


	第1部第1章
		第1部第2章
		第2部第5章



	

インターフェース


	

[bookmark: ji02]
機器や装置等が他の機器や装置等と交信し、制御を行う接続部分のこと。


	第1部第1章第3節読者参加コラム
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節






	う

	

ウイルス


	

[bookmark: ju01]
コンピュータシステムの破壊等を目的としたプログラムのこと。電子ファイル、電子メール等を介して他のファイルに感染することにより、その機能を発揮する。


	第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節
		第2部第4章第3節
		第2部第5章第3節
		第2部第5章第4節






	え

	

遠隔医療


	

[bookmark: je01]
医師と医師、医師と患者との間をICT（インターネット、テレビ電話など）を活用して、患者の情報や放射線画像などを伝送し、診断等を行うこと。


	第1部第1章






	お

	

オープンデータ


	

[bookmark: jo01]
政府が統計・行政などのデータをオープンにすること。Data.gov （米国）やData.gov.uk （英国）などの取組が各国政府によって、行われている。


	第1部第1章第4節
		第1部第2章第1節



	

オフロード


	

[bookmark: jo02]
他のシステムに処理を分けることで、あるシステムに対する負荷を軽減させる仕組の一つ。データオフロード等。


	第1部第2章第2節
		第2部第5章第2節



	

オンラインゲーム


	

[bookmark: jo03]
インターネットを通して、複数のユーザーが同時に参加することにより行われるコンピュータゲーム。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節






	か

	

架空請求メール


	

[bookmark: jka01]
架空の料金請求書を無作為にメールで送りつけ、支払いを要求する手口の詐欺、あるいはそのような内容の書かれたメールのこと。


	第2部第4章第3節






	く

	

クラウドコンピューティング


	

[bookmark: jku01]
データサービスやインターネット技術等が、ネットワーク上にあるサーバー群（クラウド（雲））にあり、ユーザーは今までのように自分のコンピュータでデータを加工・保存することなく、「どこからでも、必要な時に、必要な機能だけ」利用することができる新しいコンピュータ・ネットワークの利用形態。


	第1部
		第2部



	

クラウドサービス


	

[bookmark: jku02]
インターネット等のブロードバンド回線を経由して、データセンターに蓄積されたコンピュータ資源を役務（サービス）として、第三者（利用者）に対して遠隔地から提供するもの。なお、利用者は役務として提供されるコンピュータ資源がいずれの場所に存在しているか認知できない場合がある。


	第1部
		第2部






	け

	

ケーブルテレビ


	

[bookmark: jke01]
テレビの有線放送サービスのことである。山間部や離島等の難視聴地域へ向けて行うために開発された。通信ケーブルが各家庭まで敷設されており、多チャンネル・双方向のテレビ放送を行うシステムである。


	第1部
		第2部






	こ

	

広域イーサネット


	

[bookmark: jko01]
通信事業者の提供するイーサネット網を利用し、離れた場所にある複数のLANを接続した大型ネットワーク。


	第2部第4章第5節



	

公衆無線LAN


	

[bookmark: jko02]
店舗や公共の空間などで提供される、無線LANによるインターネット接続サービス。
（関連項目⇒「無線LAN」の項を参照）


	第1部第1章第5節
		第2部第4章第5節
		第2部第5章第2節



	

国内生産額


	

[bookmark: jko03]
日本国内における生産活動により生産された、製品の生産高やサービスの売上高を積み上げたもの。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第4節
		第2部第4章第1節



	

コミュニティ放送


	

[bookmark: jko04]
市町村単位を放送エリアとするFM放送。放送エリアが小さく、より地域に密着した番組を放送していることが特徴。


	第1部第3章第1節



	

コモディティ化


	

[bookmark: jko05]
ある製品ないし商品の普及が一巡すると、競合製品への優位性が機能や品質ではなく主に価格に起因するようになり、その結果、価格低下に拍車がかかる現象のこと。


	第1部第2章第2節



	

コンセンサス


	

[bookmark: jko06]
意見の一致。合意。


	第1部第1章第2節
		第1部第2章第1節



	

コンテンツ


	

[bookmark: jko07]
文字・画像・動画・音声・ゲーム等の情報全般又はその情報内容のこと。電子媒体やネットワークを通じてやり取りされる情報を指して使われる場合が多い。


	第1部
		第2部






	さ

	

サーバー


	

[bookmark: jsa01]
ネットワーク上でサービスや情報を提供するコンピュータ。インターネットではウェブサーバー、DNSサーバー、メールサーバー等があり、ネットワークで発生する様々な業務を、内容に応じて分担し、集中的に処理する。


	第1部第1章
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節
		第2部第4章第3節
		第2部第4章第4節



	

サテライトオフィス


	

[bookmark: jsa02]
居住地の近くなどに立地し、情報通信技術の活用により本社等と連絡を取りながら業務を行う事務所。


	第1部第1章第5節



	

サプライチェーン


	

[bookmark: jsa03]
取引先との間の受発注、資材の調達から在庫管理、製品の配達まで、いわば事業活動の川上から川下に至るまでのモノ、情報の流れ。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第1節



	

3.9世代移動通信システム


	

[bookmark: jsa04]
第3世代移動通信システム（IMT-2000規格）の高度化システム（3.9G）。3.9世代携帯電話。光ファイバ並みの高速伝送が可能となる。


	第1部第1章第3節






	し

	

資本ストック


	

[bookmark: jsi01]
資産関連設備すべてを金額に換算した数値。


	第1部第1章第4節



	

冗長性


	

[bookmark: jsi02]
設備を最低限必要な量より過剰に用意しておくことで、一部の設備が故障してもサービスを継続して提供できるようにシステムを構築すること。


	第1部第3章第1節
		第1部第3章第2節



	

情報セキュリティ


	

[bookmark: jsi03]
情報資産を安全に管理し、適切に利用できるように運営する経営管理のこと。適切な管理・運営のためには、情報の機密性・安全性・可用性が保たれていることが必要となる。


	第1部
		第2部






	す

	

スマートグリッド


	

[bookmark: jsu01]
発電設備から末端の機器までを通信網で接続、電力流と情報流を統合的に管理することにより自動的な電力需給調整を可能とし、電力の需給バランスを最適化する仕組のこと。


	第1部第1章第1節
		第1部第1章第2節
		第1部第2章第1節
		第1部第3章第4節
		第2部第5章第7節



	

スマートフォン


	

[bookmark: jsu02]
従来の携帯電話端末の有する通信機能等に加え、高度な情報処理機能が備わった携帯電話端末。従来の携帯電話端末とは異なり、利用者が使いたいアプリケーションを自由にインストールして利用することが一般的。また、スマートフォンはインターネットの利用を前提としており、携帯電話の無線ネットワーク（3G回線等）を通じて音声通信網及びパケット通信網に接続して利用するほか、無線LANに接続して利用することも可能。


	第1部
		第2部



	

3G


	

[bookmark: jsu03]
「IMT-2000」規格に準拠したデジタル方式の移動通信システム（第3世代移動通信システム）。NTT DoCoMoの「FOMA」シリーズ、auの「CDMA 1x WIN」シリーズ、SoftBankの「SoftBank 3G」シリーズ等が該当。


	第1部第1章第2節
		第1部第1章第3節
		第1部第2章第2節






	せ

	

センサーデータ


	

[bookmark: jse01]
部屋、工場、道路など至る所に埋め込まれたセンサーによるデータ。


	第1部第2章第1節



	

センサーネットワーク


	

[bookmark: jse02]
部屋、工場、道路など至る所に埋め込まれたセンサーが周囲の環境を検知し、当該情報がユーザーや制御機器にフィードバックされるネットワーク。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第4節






	そ

	

ソーシャルメディア


	

[bookmark: jso01]
ブログ、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、動画共有サイトなど、利用者が情報を発信し、形成していくメディア。利用者同士のつながりを促進する様々なしかけが用意されており、互いの関係を視覚的に把握できるのが特徴。


	第1部第1章第1節
		第1部第1章第2節
		第1部第2章
		第1部第3章



	

ソリューション


	

[bookmark: jso02]
課題やニーズに対して、情報通信の技術要素(ハードウェア、ソフトウェア、通信回線、サポート要員等）を組み合わせることにより対応すること。（「～サービス」、「～ビジネス」）


	第1部第1章
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第3世代携帯電話


	

[bookmark: jta01]
「IMT-2000」規格に準拠したデジタル方式の携帯電話。NTT DoCoMoの「FOMA」シリーズ、auの「CDMA2000 1x」、「CDMA 1x WIN」シリーズ、SoftBankの「SoftBank 3G」シリーズ等が該当。


	第1部第1章第2節
		第2部第4章第5節



	

第4世代移動通信システム


	

[bookmark: jta02]
第3世代、3.9世代移動通信システムの次の世代の移動通信システム（4G）。高速移動時で100Mbps、低速移動時で1Gbpsの速度を実現するシステム。平成24年1月のITU (国際電気通信連合)無線通信総会において、無線規格に関する勧告が承認された。


	第2部第5章第7節



	

タイムスタンプ


	

[bookmark: jta03]
電子データに付加される時刻情報であり、付加された時刻から、いかなる変更及び改ざんが行われていないことを証するもの。


	第2部第5章第3節
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地上デジタル放送


	

[bookmark: jti01]
地上の電波塔から送信する地上波テレビ放送をデジタル化したもの。日本では平成15年12月に関東圏・中京圏・近畿圏の三大都市圏で放送が開始された。その後、平成23年7月24日に、東日本大震災による影響が大きかった、岩手、宮城及び福島の3県を除く44都道府県で地上アナログ放送が終了し、平成24年3月31日には、東北3県においても地上アナログ放送が終了。全国における地上デジタル放送への移行が完了した。


	第1部
		第2部
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データセンター


	

[bookmark: jte01]
サーバーを設置するために、高度な安全性等を確保して設計された専用の建物・施設のこと。
サーバーを安定して稼働させるため、無停電電源設備、防火・消火設備、地震対策設備等を備え、IDカード等による入退室管理などでセキュリティが確保されている。


	第1部
		第2部



	

デジタルサイネージ


	

[bookmark: jte02]
日本語では「電子看板」。屋外・店頭・交通機関などの公共空間で、ネットワークに接続されたディスプレイなどの電子的な表示機器を使って情報を発信するシステムの総称。設置場所や時間帯によって変わるターゲットに向けて適切にコンテンツを配信可能であるため、次世代の広告媒体として注目を集めている。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第3節
		第1部第3章第4節
		第2部第5章第7節



	

デジタル・ディバイド


	

[bookmark: jte03]
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差。


	第1部第1章第3節
		第2部第5章第7節



	

デジュール標準


	

[bookmark: jte04]
標準化機関により制定された標準で、明確に定められた手続に基づき広範な関係者の参加を得て策定されるもの。


	第2部第5章第7節



	

テストベッド


	

[bookmark: jte05]
技術や機器の検証・評価のための実証実験又はそれを行う実験機器や条件整備された環境のこと。


	第1部第1章第4節
		第1部第3章第4節
		第2部第5章第1節
		第2部第5章第2節
		第2部第5章第6節



	

テレワーク


	

[bookmark: jte06]
ICTを活用して、場所と時間にとらわれない柔軟な働き方。企業等に勤務する被雇用者が行う雇用型テレワーク（例：住宅勤務、モバイルワーク、サテライトオフィス等での勤務）と、個人事業者・小規模事業者等が行う自営型テレワーク（例：SOHO、住宅ワーク）に大別される。


	第1部第1章第1節
		第2部第5章第4節



	

電子カルテ


	

[bookmark: jte07]
診療情報（診療の過程で得られた患者の病状や医療経過等の情報）を電子的に保存した診療録も若しくはそれを実現するための医療情報システム。


	第1部第1章第4節
		第1部第3章第2節



	

電子掲示板


	

[bookmark: jte08]
インターネット上に開設された掲示板。様々な利用者によって電子化された掲示情報の書き込みや閲覧をすることが可能。


	第1部第3章第1節
		第2部第4章第2節



	

電子商取引


	

[bookmark: jte09]
インターネットを用いて財やサービスの受発注を行う商取引等の総体のこと。


	第1部第1章
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節
		第2部第5章第3節



	

電子書籍


	

[bookmark: jte10]
書籍の体裁に近い形で、パソコンや携帯情報端末(PDA)、携帯電話などのICT機器で読めるようにしたデジタルコンテンツ。紙媒体の書籍と異なり、音声や動画を掲載するなど、電子書籍特有の表現を行うことが可能。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章
		第2部第5章第4節



	

電子署名


	

[bookmark: jte11]
電子データに付加される電磁的な署名情報であり、付加された電子データの本人性を示すとともに、改ざんが行われていないことを確認できるもの。


	第2部第5章第3節
		第2部第5章第5節






	と

	

動画配信


	

[bookmark: jto01]
インターネット上のサーバーに不特定多数の利用者が投稿した動画を、不特定多数の利用者で共有し、視聴出来るサービス。


	第1部第2章第2節



	

トラヒック


	

[bookmark: jto02]
ネットワーク上を移動する音声や文書、画像等のデジタルデータの情報量のこと。通信回線の利用状況を調査する目安となる。「トラヒックが増大した」とは、通信回線を利用するデータ量が増えた状態を指す。


	第1部
		第2部






	ひ

	

ビジネスモデル


	

[bookmark: jhi01]
ビジネスの仕組。事業として何を行い、どこで収益を上げるのかという「儲けを生み出す具体的な仕組」のこと。


	第1部第1章第3節
		第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節
		第2部第5章第1節
		第2部第5章第2節



	

ビッグデータ


	

[bookmark: jhi02]
利用者が急激に拡大しているソーシャルメディア内のテキストデータ、携帯電話・スマートフォンに組み込まれたGPS（全地球測位システム）から発生する位置情報、時々刻々と生成されるセンサーデータなど、ボリュームが膨大であるとともに、構造が複雑化することで、従来の技術では管理や処理が困難なデータ群。


	第1部第2章第1節
		第1部第2章第4節
		第2部第5章第1節






	ふ

	

フィルタリング


	

[bookmark: jhu01]
インターネットのウェブページ等を一定の基準で評価判別し、違法・有害なウェブページ等の選択的な排除等を行うソフトウェア。


	第2部第4章第3節
		第2部第5章第3節



	

4G


	

[bookmark: jhu02]
→第4世代移動通信システムの項を参照。


	第1部第1章第3節



	

フォトニックネットワーク


	

[bookmark: jhu03]
情報を光信号のまま伝達するネットワークのこと。従来の光通信は、ノードは電子回路技術で構成されているが、これを光技術に置き換えて、処理速度の向上や大容量化を達成することが期待されている。


	第2部第5章第6節



	

不正アクセス


	

[bookmark: jhu04]
ID・パスワード等により利用が制限・管理されているコンピュータに対し、ネットワークを経由して、正規の手続を経ずに不正に侵入し、利用可能とする行為。


	第1部第2章第1節
		第2部第4章第3節



	

プライバシーポリシー


	

[bookmark: jhu05]
インターネット上のサービスにおいて、サービス提供者が明らかにするサービスを受ける者の個人情報取り扱い方針のこと。メール-アドレスや通信記録の管理方法などを明らかにする。


	第1部第2章第2節
		第2部第4章第3節
		第2部第5章第3節



	

プラットフォーム


	

[bookmark: jhu06]
情報通信技術を利用するための基盤となるハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク事業等。また、それらの基盤技術。


	第1部第1章
		第1部第2章
		第2部第4章第8節
		第2部第5章



	

ブログ


	

[bookmark: jhu07]
Weblog（ウェブログ）の略。ホームページよりも簡単に個人のページを作成し、公開できる。個人的な日記や個人のニュースサイト等が作成・公開されている。RSS、トラックバック、マッシュアップ、API公開等の技術が情報の流通を円滑にし、モノ等の販売の起点にも広く使われている。


	第1部
		第2部
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ベストプラクティス


	

[bookmark: jhe01]
優れていると考えられている事例やプロセス、ノウハウなど。


	第2部第5章第4節
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防災無線


	

[bookmark: jho01]
地震、火災、天災等の発生時等において、国、地方自治体等の公共機関が円滑な防災情報の伝達等を行うことを目的とした無線通信。


	第1部第3章
		第2部第4章第7節
		第2部第5章第3節



	

ポータルサイト


	

[bookmark: jho02]
インターネットに接続した際に最初にアクセスするウェブページ。分野別に情報を整理しリンク先が表示されている。


	第1部第1章第3節
		第1部第1章第4節
		第1部第3章第2節



	

ホワイトスペース


	

[bookmark: jho03]
放送用などある目的のために割り当てられているが、地理的条件や技術的条件によって他の目的にも利用可能な周波数。


	第1部第2章第3節
		第2部第5章第2節






	ま

	

マイクロブログ


	

[bookmark: jma01]
→ミニブログの項を参照。


	第1部第2章第3節



	

マルウェア


	

[bookmark: jma02]
malicious software の短縮された語。コンピュータウイルスのような有害なソフトウェアの総称。


	第1部第2章第1節
		第1部第2章第2節
		第2部第5章第7節






	む

	

無線LAN


	

[bookmark: jmu01]
ケーブル線の代わりに無線通信を利用してデータの送受信を行うLANシステム。IEEE802.11諸規格に準拠した機器で構成されるネットワークのことを指す場合が多い。


	第1部第2章第2節
		第1部第3章第1節
		第2部第4章第7節
		第2部第5章第2節






	め

	

迷惑メール


	

[bookmark: jme01]
受信者の同意を得ずに送信される広告・宣伝目的の電子メール。


	第2部第4章第3節
		第2部第5章第3節
		第2部第5章第4節
		第2部第5章第7節






	も

	

モバイルコンテンツ


	

[bookmark: jmo01]
モバイルインターネット上で展開されるビジネス（デバイスは、携帯電話端末）。広義では、iPodやPSPなど携帯型デジタルオーディオ機器や携帯型ゲーム機でのコンテンツのダウンロードなども含む。


	第1部
		第2部
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ユニバーサルサービス


	

[bookmark: jyu01]
郵便をはじめ、電話、電気、ガス、水道など生活に欠かせないサービスを、利用しやすい料金などの適切な条件で、誰もが全国どこにおいても公平かつ安定的に利用できるよう提供することをいう。


	第1部第1章第2節
		第2部第5章第8節



	

ユビキタスネットワーク


	

[bookmark: jyu02]
いつでも、どこでも、何でも、誰でもアクセスが可能なネットワーク環境。なお、ユビキタスとは「いたるところに遍在する」という意味のラテン語に由来した言葉。


	第1部第2章
		第2部第5章第7節
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リテラシー


	

[bookmark: jri01]
本来、「識字力=文字を読み書きする能力」を意味するが、「情報リテラシー」や「ICTリテラシー」のように、その分野における知識、教養、能力を意味することに使われている場合もある。


	第1部第1章第5節
		第1部第2章第2節
		第2部第5章第3節
		第2部第5章第4節



	

臨時災害放送局


	

[bookmark: jri02]
暴風、豪雨、洪水、地震、大規模な火事その他による災害が発生した場合に、その被害を軽減するために役立つことを目的とし、臨時かつ一時的に開設される放送局。


	第1部第3章第1節
		第1部第3章第3節






	れ

	

レセプト


	

[bookmark: jre01]
保健医療機関等が療養の給付等に関する費用を請求する際に用いる診療報酬明細書等の通称。急性期病院においては診療内容の詳細情報も含まれる。


	第1部第1章第4節
		第1部第3章第2節
		第2部第5章第1節
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ワンセグ放送


	

[bookmark: jwa01]
携帯電話などの移動通信機器向けに配信される地上デジタル放送。地上デジタル放送では、1つのチャンネルが13のセグメントに分割されており、そのうちの1セグメントを用いることからワンセグと呼ばれる。


	第1部第3章第1節
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